
第 2回 全国健康保険協会業績評価に関する検討会

議 事 次 第 (案 )

(1) 全国健康保険協会の平成22年度決算・事業報告について

(2) 平成22年度全国健康保険協会業績評価における評価項目 (案)に
ついて

(3) 業績評価の取りまとめに向けた今後の進め方 (案)について

3 閉 会

資料 1-1  :平 成 22年度事業報告の概要
資料 1-2  :平 成 22年度決算報告書の概要
資料 1-3  :平 成 22年度事業報告書
(参考資料 1)船員保険概要資料
資料2-1:全国健康保険協会の平成22年度業務実績に関する評価の基準 (案 )
資料2-2:平成 22年度全国健康保険協会業績評価一覧 (健康保険)

平成 22年度全国健康保険協会業績評価一覧 (船員保険)

平成22年度全国健康保険協会業績評価一覧 (共通)

全国健康保険協会の業績に関する評価 (健康保険)〔例〕

業績評価の取りまとめに向けた今後の進め方 (案 )

(参考資料 2)「平成 22年度 全国健康保険協会事業計画及び予算」

ヽ
―
―
―
―
ノ

階

”　
７

０

１

０

＜

‥

室

フ

誕議

・・　
〈
〓
８

水

第

＜

用

日

専

７

省

月

働

９

労

年

生

３

厚

２成

‥

平

於

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ヽ

資料 2-3
資料 3



第 2回 全国健康保険協会業績評価に関する検討会 座席図

野

口
委

員

○

土

田
委

員

○

神

山
委
員

○

平成 23年 9月 7日 (水 )17:00～ 18:00
於 :厚生労働省 専用第 18会議室 (17階 )

○古井委員

厚生労働省

○西辻保険課長

厚生労働省

0後 藤 全国健康保険
協会管理室長

小島委員○

篠
原
企
画
部
長

貝
谷
理
事

小
林
理
事
長

高
橋
理
事

網
野
理
事

大
野
理
事

石
塚
理
事

(全国健康保険協会 )

随行者席

随行者席

事務局

「

~~~~~~~~~―
― ― ― ― ― 一 ― ― ― ― ― ― -1

傍聴席

出

入

ロ



「全国健康保険協会業績評価に関する検討会」について

1.目 的

健康保険法 (大正 11年法律第 70号 )第 7条の 30の規定に基づき、厚生労

働大臣が行うこととされている全国健康保険協会 (以下「協会」という。)の

事業年度ごとの業績の評価にあたり、第二者の視点を取り入れた適切な評価

等を行うことを目的として開催する。

2.職 責
全国健康保険協会評価に関する検討会 (以下「検討会」という。)は、協会

の事業年度ごとの業績の評価及び分析等を行う。

3構 成
〇 検討会は、学識経験者をはじめ、事業主の立場、ユーザーの立場、財務
会計の専門家、保険者機能の専門家などの有識者で構成する。

O 座長は、検討会の構成員の中から選出することとする。
座長は、検討会の事務を総理し、検討会を代表することとする。

座長に事故があるときは、あらかじめ座長の指名する構成員が、その職

務を代行することとする。

4.運 営
O 検討会の庶務は、厚生労働省保険局保険課全国健康保険協会管理室にお
いて処理する。

0 1か ら4までに定めるものほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座
長が検討会に諮って定めることとする。



全国健康保険協会業績評価に関する検討会 構成員

おじま  しげる

小 島  茂    (日 本労働組合総連合会 総合政策局長 )

かみやま としお

神 山 敏  夫   (元 日本公認会計士協会監事 )
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資料1-1

平成22年度事業報告書 (概要版 )

事業期間:平成22年4月 1日～平成23年3月 31日

全国健康保険協会

加入者数、事業所数、医療費の状況 (健康保健事業)

加入者、事業所の動向

○ 被保険者数は、22年度末現在で1,959万2千人となり、前年度末に比べo3%増加

O被保険者のうち、任意継続被保険者数は、22年度末現在で40万 6千人となり、前
年度末に比べ22%減少

0被扶養者数は、22年度末現在で1.527万 1千人となり、前年度末に比べ03%減少

O被保険者1人当たりの平均標準報酬月額は、22年度末現在で276′ 392円となり前
年度末に比べo2%減少

0適用事業所数は、22年度末現在で162万 3千事業所となり、前年度末に比べ01%
減少

21年度 22年ま

枚保険者

"

10629

(01%)

19592

(o3%)

:うち任意黎綺被保

:険者獄

520

(127●●)

400

(▲ 220●/● )

被快姜者数
16317

(07●2.)

15271

(▲ 03%)

平均採■報酬月鱚
276892

〈▲e tp/.)

2,6002

〈▲02ゆ

適用す業所螢
1624● 40

(11%)

1622'04

(▲01%)

医療費の動向

022年度の医療費総額 (保険給付費と自己負担額の合計額)は、5兆4,521億円
となり、前年度と比べ32%増加

○ 保険給付費(医療給付費と現金給付費の合計額)は 4兆 5,847億円となり、前
年度と比べて3796増加
その内訳として、医療給付費は4兆675億 円で、前年度に比べて39%の増加、
現金給付費は5,172億円で、前年度に比べて2796増加

(It:億 円〉

保険綸lli

:医療綸付齋

:現金格付費



加入者、船舶所有者の動向

0被保険者数は、22年度末現在で59,981人となつており、前年度末に比べ14%減少

O被保険者のうち、任意継続被保険者数は、22年度末現在で3,756人となつており、
前年度末に比べ9.5%減少

0被扶養者数は、22年度末現在で76,344人となり、前年度末に比べ4296減少

0被保険者1人当たりの平均標準報酬月額は、22年度末現在で388,287円であり前
年度末に比べ0696減少

0船舶所有者数は、22年度末現在で6,tltl■船舶所有者であり、前年度末に比べ1196
減少

加入者数、船舶所有者数、医療費の状況(船員保険事業)

協会けんぼのこれまでの財政状況①

O近 年、医療費支出(1人当たり保険給付費)が保険料収入 (1人当たり標準報酬)の伸びを
上回り、格差が拡大。
O患 者負担引上げ、診療報酬のマイナス改定、老人保健制度の対象年齢引上げ等が講じら
れてきたが、19年度以降は、構造的赤字が顕在化。
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被保険者1人当たり標準報酬月額

18         19         20 年度

(注)1数値は平成15年度を1とした場合の指数で表示したもの
2平成15～ 21年度までは単年度収支決算、平成22年度は予算セット時点における見込み
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(単位:億円〉
医療費の動向

022年度の医療費総額 (保険fq・付費と自己負担額の合計額)は、245億円となり、
前年度と比べ54%減少

O保 険給付費(医療給付費と現金綸付費の合計額)は 229億円となり、前年度と
比べて77%減少
その内訳として、医療給付費は189億円で、前年度に比べて62%減少、現金綸
付費は40億円で、前年度に比べて140%減少

(注 )制度改正により、22年 1月以降においては、21年末まで支綸されていた保険綸付(労災保l■lこ
相当する職務上疾病等輪付)が労災保険から支綸(22年 1月以降の災害に限る)されることと
なつている点に留意が必要。



協会けんぼのこれまでの財政状況②

019年度から単年度赤字に陥り、18年度に5,000億円あった準備金は21年度末で▲3,200億円
に悪化。現在、借入れを行いながら医療費を支払つている。
Oこの▲3,200億円の赤字は、22～ 24年度の3年間で返済する必要がある。
億円

7′500

5′500

3,500

1,500

▲ 500

▲ 2,500

▲ 4,500

▲ 6′500

|

単年度収支差

▲ 649

準備金残高

2,063

● 3496

4

1′419.7

3′163

(13年度)

摯薇囀爛改定
▲0119t

』                      ′

担負・̈̈̈
一呻保険料率 ● 596 8 296

ポーナス拾 めた総報酬‖へ移行

(注)22年度の数値は23年度保険料率(950%)を算定する際の見込みの収支を掲載しており、決算数値とは異なるもの。

23年度の収支と全国平均保険料率

023年度の収支を見込むに当たり、標準報酬月額は前年度より09%のマイナス、1人当たりの保険給付費は前年度
よりもより27%のプラスの見込み。
Oこれに加え、22年度末の準備金残高の赤字1,H6億円の半額558億円を償遺するため、単年度収支差で558億円
の黒字となる収支を見込む必要があり、これにより全国平均の保険料率は95096へ の引上げが不可避な状況に。
Oこの収支見込みでは、被保険者1人当たりの保険料負担は年約345万円、国庫補助等は約58万円、支出は年約
403万円となる。

協会けんぱの収支見込み (医療分)

被保険者1人当たりの負担と支出

儡蛾〕馨品甚
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(注),口の,tlに■Lf手書て作成晩 ●o.
2"蠍壼■のた031螢が壺合しない0合がある.
3 :平成22年度1ま 2舜末時点における見込●である.



23年度都道府県単位保険料率について

023年度の都道府県単位保険料率についての支部長意見は、引上げを行わざるを得ない中、「料率の引き上げに反
対するJ、「料率について再考をお願いしたい」等明確な反対意見がある中、大半は賛成はできないが「やむを得ない」、
「了承せざるを得ない」というものであつた。

023年 1月 31日の運営委員会では保険料率変更についての了承とともに次頁の意見が示された。協会では1月 31日
付で厚生労働大臣に認可申請を行い、2月 9日付で認可された。

JL海 遺 0 6096 石 川 颯 ● 5296 日 山 県 9 6696

■●■ 9 5196 綱井摯 0 6091 広島県 ● 5311

着手 颯 9 4596 山梨 彙 ● 469● 山 口彙 ● 5496

宙● 県 0 0096 長

"黒
0 ●9% ●島景 9 56%

秋田県 0 6496 崚阜■ 0 60% ■川黒 9 57%

山わ 県 9 4596

"田
県 ● 4396 彙 燿 颯 9 5196

4E■ 県 9 4796 彙 知 彙 0 4091 富 知 県 9 6596

ま城県 9 44% 二菫 颯 ● 4096 福 田 県 9 60%

衝 木 嘔 0 4796 漱贅 颯 0 4896 佐■彙 0 60%

絆 属 颯 9 4フ 96 京都 府 0 5096 ■●県 9 50%

埼 玉 県 0 4596 大 瞑府 9 56% 日本 県 0 55%

千葉県 9 4496 兵 庫 県 9 52● | 大分 県 9 5796

東京● 0 4896 燎 良 県 ● 5296 ●疇県 9 5096

41奈川県 9 4996 和欧山県 9 51% 童児島颯 9 5196

新 潟 県 9 4396 鳥 取 ■ 0 481● 沖 綱 県 9 4996

富 山 県 9 4496 島 根 ■ 0 5196
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【運営委員会より協会に示された意見(23年 1月 31日 )】

全国健康保険協会
理事長 1ヽ 林 田J殿

平成23年 1月 31日

全国健康保険協会

運営委員会

平成23年度の都道府県単位保険料率の決定について

標記については、本日、都道府県単位保険料率を含む定款の変更案を了承する。

また、これまでの本委員会や支部評議会における議論を踏まえると、今後、特に下記の点が重要であると考えるので、

本部・支部一体となつてしかるべく対応を図られたい。

記

1 保険料率の引上げが今後も避けられない見通しとなつているとともに、同じ被用者保険である健康保険組合の保険
料率との格差が拡大していることから、国庫補助率本則上限の20%に向けた一層の財政支援などの対策が講じられ
るよう、国及び関係方面に強力に粘り強く働きかけていくこと。
2保険料負担をできるだけ軽減できるよう、地域の実情に応じた医療費の適正化のほか、業務改革、経費の節滅など
保険者として自ら実行できる対策に最大限努めること。
3保険料率の引上げが毎年繰り返されるようでは制度への信頼を損ねるおそれがあることから、複数年での収支均衡
のもとで保険料率の設定が可能となる仕組みなど中期的な財政運営方式について検討していくこと。

7



パイロット事業の実施

022年度は医療費適正化をはじめ各分野についてパイロット事業を実施。23年度には順次、その成果
を全国展開していく。

ITを活用した保健指導の効率的な実施
レセプト・健診データを活用した通知やllu問 指導による受診勧奨等
・糧尿病患着への医療機関との連携による生活習慣改善プログラムの提供
・医療費データ等の分析により、地域の実情を711ま えた保健事業等を推進

・柔整療養費の給付適正イとのため、不適正と疑われる保険請求を抽出し、加入者照会等によ
り審査強化

都道府県の医療政策の現状と課題を把握するための研修等を行い、意見発信

年金■務所窓口等にテレビ電話を導入し、問合せへの対応や窓口対応要因の省力化等を検
証

ジェネリック医薬品の使用促進

Oジェネリック医薬品に切り替えた場合の自已負担分の軽減額を通知。
22年 1月 から6月にかけ、約145万人の加入者へ通知し、26%にあたる約38万人がジェネリック医薬
品に切り替え、これにより年間約70億円程度の医療費の軽減効果を得た。

Oこの成果を踏まえ、22年 11月から23年 1月 にかけ、約55万人の加入者へ通知し、さらに年間約17億
円程度の医療費の軽減効果を得た。

8

現金給付の支給状況 (健康保険事業)

0傷病手当金は、22年度の支給件数は92万5千件となり、前年度に比べo2%の
増加.支給額は■,659億円となり、前年度に比べ▲24%の減少。

O出産手当金は、22年度の支給件数は11万6千件となり、前年度に比べ60%
の増加。支給額は466億円となり、前年度に比べ55%の増加。

O出産育児一時金は、22年度の支給件数は41万4千件となり、前年度に比べ
55%の増加。支給額は1,737億円となり、前年度に比べ121%の増加。

O高額療養費(償遺払い)は、22年度の支結件数は77万3千件となり、前年度
に比べ▲30%の減少。支給額は537億円となり、前年度に比べ▲83%の減少。

O療養費について、柔道整復師療養費は、22年度の支給件数は1,315万 件と
なり、前年度に比べ44%の増加。支綸額は643億円 となり、前年度に比べ
12%の増加。

その他の療養費は、22年度の支給件数は77万7千件となり、前年度に比べ
01%の増加。支綸額は108億円となり、前年度に比べ14%の増加。
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現金給付の支給状況(船員保険事業)

0傷病手当金 (職務外綸付)は、22年度の支給件数は6,735件となり、前年度に比ベ
6■96の減少。支給額は18億8,381万6千円となり、前年度に比べ3896の増加。

O出産手当金は、22年度の支給件数は17件となり、前年度に比べ3250%の増加。
支給額は1,005万 7千円となり、前年度に比べ1573%の増加。

O出産育児一時金は、22年度の支給件数は1,154件となり、前年度に比べ182%の
増加。支綸領は4億8,360万円となり、前年度に比ぺ301%の増加。

O高額療養費 (償遺払い)は、22年度の支給件数は2,672件となり、前年度に比べ
210%の増加。支給額は2億 1,070万 2千円となり、前年度に比べ3■ 696の増加。

O傷 病手当金 (職務上経過的給付)は、22年度の支給件数は2.209件となり、前年
度に比べ54096の減少。支給額は8億8,869万6千円となり、前年度に比べ、51396
の減少。

0障 害年金・遺族年金 (職務上経過的給付)は、22年度末の受給者権数は2′311人
となり、前年度と比べ0996の増加。支給額は42億5,679万 5千円となり、前年に比
べ、1796の増加。

(注 )職務上経過的綸付については、22年 1月の制度改正前に発生した職務上災害に係る保険給付
を経過的に行つているものである。
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給付の適正化対策及び被扶養者資格の再確認について

給付の適正化対策

O現金給付の適正化対策として、本部及び全支部に「保険給付適正化プロジエクトチームJを立ち上
げ不正受給防止の徹底を図つた。23年 3月現在で、不正請求の疑いがある睛求書について90件の

不支給決定の処分 (効果額165,236千円)を行つた。

O不正受給への対処及び給付の重点化の観点から、傷病・出産手当金支給額の上下限の設定、受
給のための加入期間要件の設定、事業主や保険医療機関等に対する質問・調査権の法律上の明

記等、国に対し法律改正の要望を行つた。

被扶養者資格の再確認

O無資格受診を防止するなどの保険給付の適正化や高齢者医療費に係る拠出金等を適正な負担
とするため、22年度に協会として初めて被扶養者の再確認を実施。

022年度は被扶養者であつた方が就職先で健康保険に加入した場合の解除の届出が未提出(二重
加入)となつていないかを重点的に確認。

O再確認の結果、約3.7万人の被扶養者解除の届出漏れがあり、これを適正に処理し、高齢者医
療に係る拠出金は推定で約40億円を削減する効果が得られた。



O満 足度は何れの指数も向上。特に低調であった「施設利用の満足度」に関する評価が上昇。

サービススタンダード

0サ ービススタンダードの達成率(10営業日以内に振込むことができた割合)は969%で 、平均所要日
数は8 13日 となつている。
※達成状況の指標は、事業計画上3月であるが、3月は震災等による影響があるため2月の数値を使用)

サービス向上のための取組み

レセプト点検の効果的な推進

0内容点検を推進するため以下の取組みを行った。
・ 支払基金との間で電子レセプトによる再審査請求を可能とした。
・ 疑義のあるレセプトを自動的に抽出し点検てきるレセプトの範囲や項目を拡充した。
・ レセプト点検に係る知識・技術を習得するための研修を実施したほか、査定事例研究等討論会を開催
するなど点検情報の共有化を図り、点検技術の全国的な底上げを図つた。
・ レセプト点検を専門に行うレセプト点検員に対し、インセンティプの向上等を目的として22年6月より成績
に応じた実績評価方式を導入した。

【被保険者 1人当たリレセプト点検効果額の推移】

円
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2,500 ■

贅格点検

2,012

1.500    -―     ―    ―

1                        内容点検

・
0°0 738~警 _‐

~[耳
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 l弾 ‐I■ ‐■

~[耳
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フフ3
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窓ロサービスの展開

0各 種申請書等の受付や相談等の窓ロサービスについては、支部窓口のほか285ヶ所の年金事務所(分
室も含む)に設置している。

被保険者証の交付

0健 康保険証ついては、日本年金機構から被保険者の資格に関する情報を取得した当日、若しくは翌日
には事業所等に健康保険証を送付することとしている。
※ 22年度における平均日数 (資格取得の当日を1日 目)は151日となっている。
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特定健康診査及び保健指導

特定健康診査

20年度 21年度 囃］被保険者(40～74歳 ) 359, 383" 409,

被扶養者 112引 122" 131実

事業者健診取得件数 27.580 131.024

事業者健診取得率 021 12男

040歳以上の被保険者の健診実施率は409%となり、21年度と比較し2696増となつた。

(22年度の取組み)
・ 22年度は健診受診者の受入れ態勢の拡大と利便性の向上を図るため、新たな健診実施機関を増やし、対前

年度比155増の2,620カ所とした。

O被扶養者の健診受診率は131%となり、21年度と比較し00%増となつた。

(22年度の取組み)
・ 受診手続きの簡素化を図るため、被扶養者に受診券を直送する方式に切替えた。
・ 健診機関増加策として、健診機関の全国組織6団体との契約を新たに締結した。
・ 市町村が実施するがん検診等が同時に受けられるよう、他の保険者、市町村との連携強化を進めた。

O事業者健診結果の取得については、国の定めた形式での作成単価を増額したほか、国の定めた形式以外でも健
診データを取得可能とするシステムの改修を行つた。取得件数は131,024件、取得率は120/6となった。
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保健指導

【被保険者】

20年度 21年度 そ:1:』,

特定保健指導 :

実施率 09% 48% 6296

初回面談

3カ月後評●

75,924 127,002 130.892

7003 44440 61443

その他保健指導 540.069 341603 316,982

保健指導体制 (保健師等数)

O被 保険者に対する保健指導の実績は初回面談が139,982人、6か月後の評価まで完了したものが61,443
件となり、実施率は6.2%となった。             

・

(22年度の取組み )
・外部委託を導入や、新たに管理栄養士を採用するなどして実施体制の強化を図つた
・保健指導の継続率を高めるための方策を導入し、事業の効率化を図つた

【被扶養者】

20年度 21年度 22年瞑
(去理 )

実施率 0% 04% 1696

初回面餞

6ケ月後評価 0 224

保健槽導体制

機極的支援実施機ロ

動機づけ支援実施機関

7,717

11750

6,337

12960

7.350

13323

O被 扶養者に対する保健指導の実績は、初回面談1,129人、6カ月後評価実施が810人となつた。実施率は
16%となつた。
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業務ロシステムの刷新

O 現在の協会システムは、20年の協会発足時に国から承継。業務を円滑に移行し、サー
ビスを切れ目なく提供する必要があつたことから、政府管掌健康保険時代の紙を中心と
した業務プロセスをベースに構築されており非効率な面がある。また、大量のデータを
効率的に処理しきれていないことや、システムの経年劣化に伴うトラブルを回避するた
めの機器の更新など、早期に解決すべき課題がある。

O これらの問題に対処するため、22年8月 より業務・システム刷新調査を実施し、現行
の業務・システムの課題について把握 ,分析を行つた。

⇒加入者 。事業主の利益の実現を図るためには、イメージワークフローの導入や業務
の集約化等による業務プロセスの最適化や、情報を一元管理する統合データベース
の構築、 ITイ ンフラの刷新等により、職員の「義務的」な活動を効率化・合理化
し、「創造的」な活動を拡大して、更なる保険者機能の強イヒ及び ITコス トの最適
化を図る必要。

0 23年 4月 には、この調査結果を踏まえ、業務・システムの刷新を推進することとし、
本部に「業務・システム刷新準備室」及び「業務・システム刷新会議」を設置。
23年度においては、新しい業務プロセス及びこれを支えるシステムの機能等を決定す
る「要件定義」を行うこととしている。
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船員保険事業の概況

船員保険事業の移管から1年 3月 が経過したところであるが、運営初年度である21年度は、業務やサービスを切れ日なく
円滑に加入者に提供できるよう、保険証発行業務や現金給付支払業務に重点を置き、22年度は21年度との連続性にも配
慮した上で、協会における安定的な船員保険事業運営基盤の早期確立を目指し事業運営に取り組んだところ。

1)保険者としての総合的な取組の推進
加入者の疾病の予防や健康増進、医療費適正イしを進めるため、医療に関する情報提供、保健事業の効果的な
推進、効果的なレセプト点検の推進等に努めている。

2)新たな保険証への切替えの円滑・着実な実施
新たな保険証 (プラスチックカード)への切替えを円滑かつ替実に実施した。

3)情報提供・広報の充実
○ホームページを活用した情報提供
。「7。
t員
保険マンスリー」のホームページヘの掲載

・申請手続き、健康づくり
○「船員保険業務のご案内」バンフレットの作成
0シンボルマークの募集 等
4)健全かつ安定的な財政運営の確保
船員保険制度の安定的な運営のため、財政運営の状況を適切に把握・検証

5)準備金の安全確実かつ有利な管理・運用
準備金について、安全確実かつ有利な運用を行うため、22年 6月から金銭信託 (運用対象は日本国債で満期
保有を原貝J)を開始.
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1)サービス向上のための取組

船員保険給付の申請の受付から振込までの標準的な期間 (サービススタンダート)を、22年 4月以

降、15営業日以内と定め取り組んできたが、年度前半の達成状況を踏まえ、10月以降、10営業日以内

に短縮し、サービスの向上を図つたところ。

2)各種申請●等の受付体制等の整備

船員保険業務については、事務机口の効率化を図るため本部―括処理を行つている。

各種申請書等の受付については、船員保険部への郵送をお願いしているが、力0入者等の利便性を考慮

嗽 各支部においても受付を行える体制を整備している。

また、全国各地からの問い合わせに対応するため、どの地域からでも市内通話料金で利用できる相談

ダイヤルを設置している。

3)レセプト点検の効果的な推進

レセプト点検業務については、健康保険事業に係る点検職員のリソースを活用し、効率翻・効果的な

事務処理を行うため、東京支部において業務を行つている。きた、レセプトシステムによリレセプト抽

出機能の活や、点検情報の共有イしを図つている。
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1)特定健康診査及び特定保健指■の推進

生活習慣病予防健診
(校保険者)

特定健康診査
(被扶養者)

16069人

2,558人

339%

86%

15ρ34人

2419人

348%

87%

2)福祉事業の着実な実施
船員労働の特殊性を踏まえ、無線医療事業、洋上救急医療の援護及び保璧事業等について、蓄積された

ノウハウを有する委託先に業務を委託し実施することにより、円滑な事業運営、力0入者の生命の安全の確

保及び福利厚生の向上に努めた。

3)保健・福祉事業のあり方の検討
船員保険の保健・福祉事業をよリー層効率的・効果的に実施してしヽくため、船員労使団体の参画を得て

「保健・福祉事業のあり方に関する検討会」を設置し、検討を行つた。

19



等の推進

協会自らの財政再建策の一つとして22年 8月に以下の「

・業務経費(法令上保険者に義務付けられている健診・保健指導に係る経費、医療費適正化に係る経費等を除く。)については、費用
対効果を十分に踏まえた効率的な執行に努め、24年度までに22年度予算を基準として496以上に相当する額を出1滅する。
・一般管理費(人件費にかかる経費を除く。)については、効率的な執行に努め、24年度までに22年度予算を基準として896以上に相当
する額を削減する。

事務費削減計画の策定

具体的な取組み

O支 部から経費削減方策等の提案を求め、555件の提案について、支部等の判断で実施するもの、本部で実施方法を検討
するものなど3分類し、それぞれの分類に従つて経費削減等の取組みを進めることとした。
O事務所、倉庫及び駐車場の契約更新に当たり、地域の賃借料の動向等を踏まえて交渉。20支部で賃借料の引下げを行
い年間42百万円削減を図つた。
O各 支部で調達している消耗品について、発注手続きの軽減、スケールメリットによるコスト肖1滅を図るため本部―括契約
による調達手続きを進めた。

契約の透明性の確保

契約方法については、契約の透明性を高め、調達コストの肖1減を図るため、100万円を超える調達は、一般競争入札を原則
とし、随意契約が必要なものについては、本部及び支部とも調達審査委員会において個別に妥当性の審査を行つた。競争性
のない随意契約は、件数は61件減少したが、事業の見直し等により契約そのものが減少(対前年度201%減)したため割合
では若干の増加となつた。               (注 )

区′ 20年度田i 21年度調達実績 22年度田違実績
一般競 卜入ホし (263% 413件 (521%) 475%)
企回競争 2 卜(04% 26件 (33%〉 (63●/1)

餞意契約 377件 (733%) 3541● (446●/● ) (462●/● )

81 5,4件 793件 034件

東日本大農災への対応 について

2 その他協会の被災者・ 事業主に対する支援
0彼災IIでの出薇相餃を年奎,市所0と■機して虫籠
0健康保曖に関する特

"僣
量について、メディアやIA入告知

=へ
のテラシ同封とともに、通lE所へおltlらせを綺示.

0量腱所で生・Iされる方への自着体の機口支援活動に対し 協会の保腱師●が協力

3 協会 (健康保険 船員保険)の保険料の免除、一部負担金等の免除年に係る損失に対する国の財政支援
(1)E療 分 2,375百 万円
(2)介 菫分  1620百 万円

X口●補正予
"が

 5月 2日咸ユ

契約価格が10o万円を超えるものを計上.
随蔵契約は、企画麟●を除く競争性のない瞳意契約の件数を計上。また、件数に
は生活雪債,予防健じ実鮨機関と0契約件破及び特定保腱指導の姜託件鑽|よ含
んでいない.
・腱意契約の内訳は、事務所賃菫口係が,5件、システムln係が65件、一般競争入
オι彙者決定までの経過的な契約が51件 窓口業務の社会保険労務士会へ姜託が
31件 新聞等の広報ll係が20件、一般競争入札不落によるものが9件、その他随
意契約によることがや崚得ないものが22件。

        20

を実t

t贅●に対する

“

●手当,■について載たlt●●摯
"中
月

発臓麟当である (あった)加入看が―

“

彙担金■を■払つ
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健康保険における平成22年度の総括

22年度は、財政再建期間の初年度に当たり、財政状況が当初の見込みよりは若干改善がみられる

ものの、全体としては保険料収入、医療費支出ともに厳しい財政状況が続き、23年度も2年連続の平

均保険料率の引上げが避けられませんでした。

一方、業務運営については、サービスの向上、医療費の適正化、業務の効率化などに積極的に取組

んでまいりました。そして、課題の一つであつた保健事業の遅れに関し、特に被保険者向け特定健診

の実施レベルが上昇し、日標に近づけることができました。

また、医療費適正化のための保険者としての各般の取組みが進むとともに、医療費適正化のために

重要な、都道府県関係部門との連携に向けた動きも始まりました。

業務運営は全般的に見ると概ね軌道に乗る一方で、協会設立の趣旨である保険者機能を十分に発揮

するには至っていません。医療費適正化対策や健康づくり、お客様に対するご相談への対応などの各

般の業務を円滑に進めていくためには、加入者や事業主の皆様とより良い関係、近い関係を築いてい

くことが重要です。協会が設立して 2年半が経過し、保険者機能の発揮に向けて更なる取 り組みが必

要です。

船員保険における平成22年度の総括

22

船員保険事業の移管から1年 3月 が経過しましたが、運営初年度である21年度は、業務やサービスを

切れ目なく円滑に加入者の皆様に提供できるよう、保険証発行業務や現金給付支払業務に重点を置き、

22年度は21年度との連続性にも配慮 した上で、協会における安定的な船員保険事業運営基盤の早期確

立を目指し事業運営に取り組んでまいりました。

移管当初は未処理申請書等の引継ぎや移管業務が重なったため、現金給付の支払いや保険証の発行に

遅れが生 じ、加入者の皆様にご迷惑をおかけしましたが、22年度は現金給付の支払いについては、23

年 1月 から3月 までの3カ 月間における平均所要日数は約7営業日、保険証の発行については約3営業日と

事務処理の迅速化を図り、サービススタンダー ドの目標を達成できるようになりました。また、22年度

は、船員労使・公益の委員で構成される船員保険協議会を4回開催し、同協議会の意見を適切に反映し

た事業運営などを通じ、 PDCAサ イクルの定着に努めてきており、全体として事業運営は概ね軌道に
乗ってきたものと考えています。

一方において、①今後も高年齢層の引退により被保険者数が減少し、疾病部門の財政状況は厳しさを

増すことが見込まれることから、中期的な財政見通 しを踏まえた安定的な財政運営のための努力を行う

必要が高まつていること、②加入者サービスの一層の向上を図るための効果的な広報の検討・実施など

加入者への情報発信機能の強化を図る必要があること、③被保険者の高齢化の進展等を背景とする生活

習慣病等の対策を強化することが求められており、加入者一人一人の健康増進に総合的に取 り組む必要

があること等の課題も見えてきたことから、今後はこれらの課題に積極的に取り組むことが重要である

と考えています。

23
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予
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合計申伽

協会会計と国の会計との合算ベースでの収支と協会決算との相違(22年度医療分)

保険料等交付金
64′ 868億円

【協会】

(収入)              (支 出)
保険斜等交付金 64,868億円     保瞼綸付費     4Q099億円
任継保険料   1,o55億円     拠出金等      28,283億円
国庫補助金寄  lo,543億円     業務経費・一般管理■ 975億円
その他      171億円     その他        78億 円

-3-

協会けんぱの財政構造 (22年度決算 )

収 入 7兆 8′200億円
〈収入と支出の差は累積赤字償選に充当)

会
算
協
決

雑収入等

300億円 現金給付

(0.4%) 0.5兆 円
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(注 )端数整理ゆため、計数が整合しない場合沐ある。
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業務勘定【恒国】

年金特別会計
健康勘定

22年度保険料収入
のうちの未交付分 1,341億 円
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健診・
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協会

事務経費
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国からの

支出等

円

(0.4%)

医療費の
適正化

・ジェネリックの使用促進

・レセプト点検

・保健事業

・医療贅情報の提供
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1.理念
このたびの未イ)有の大=:災 により被災さね′ました方々に、哀心よりお見■い中し上げます。
今|口 |のま災をlrじ 、改めて加入者や i「 業主及び船舶所有者の皆様に対する医た保 |:|の 果たす

役害1の重さを痛感 してお り、今後も私たt,全 l■l健康保険協会 (以下「協会」という。)は日ゃ
関係機 lllと も連携 しながら、||1来る限りの対応をしてまいります。

協会lt保険者機能の 十分な発44i、 加入者・ホ業主の皆様の意 /RLの反映、都iJ府県単1/の ,I営

など、新た /.・ 保険者を泊Jる ということで、20年 10月 に政府管
=健
康保 ltを、さらに 22年 1月

には船員保険をIJか ら引き継ぎ、設 、アからこね′までの間、加入者や
｀
」
'業
主及び|ヽ¬所有者のl●L

様に向けたサービスの 1句上、 |ヽ 1(′ |｀」T化や業務効率化に積極的に取 り府lんでまいりました
`

今後、日本最大の保険者として世界に誇る日本の国民皆保険の一千1を担い、維持発展させて
いくためにも、協会設 アヽの趣旨である保険者桂能を 卜分に発揮 し、医■■1歯 T化対策や三I:づ
くりなどの各般の業務を|[l滑かつ効率的に進めてまいります。

それには、加入者や 」「業主及び船■1所有者の皆様との今まで以上の連携が不可欠であり、そ
のためにも、私たt,協会は、今後  F、 皆様 とより良い関係、近い関係を築いてまいりたいと
考えております。

協会を取り巻く環境は共オ政状況をはじめ、今後 t)さ まざまなmlで厳 しい状況が 三く )ヽの と

測さオ1′ますが、加入者の|二庶増進を図るとと )ヽに 、良質かつ効率的な医■が
「
受できるよ

協会の総力を結集 して進めてまいります。今後とt)皆様からのご指),と ご支援を
=り
ますよ

よろしくお願い中し上げます

全l■l177t康保 |た協会

bl■

'長
 小林 11

(1)基本使命

協会は、保「,ミ者として健康保険及び船 |・I保険事業を行い

るとと )ヽに、良質かっ効率的な医療が亨受できるようにし、
の利益の実現を図ることを基本使命としています。

加入者の皆様の健康増進を図

t)つ て加入者及び事業主の皆様

な(2)基本コンセプト
こうした使命を踏よえ、保険者機能を十分に発揮し、次の事項を基本コンセプトとして取
り組tPも のとしています。

・加入者及び i「 姜上の皆様の■/Puに基づく自主自律の運営
・加入者及び■業主の皆様の信■が得らね′る公正で効率的な運営
・lJll入者及び■業主の皆様への質のi晰い‐ナービスの提供
・被用者保険の受け‖lと しての健全な財政運ギキ

平成 22年度の事業運営方針                            |

【健康保 :た事業】

22年度の事業運営の方ク|は次のとおりです。

協会は、標4岬,「 iの大幅な落ち込み等により、21年度末にr14備金残高が大中口な赤字とな
るなど、極めて,,し い財政状況にあり、保険料率を大中‖に引上げざろを得ない。22年度か
ら24年度までの3年間において、赤字を清実に解消して財政再建を図り、中小企業等で働
く皆様の健康とriら しを守る被用者保険としての機能が果たせるよう、本部と文部が一体に
なって仝力で事業運営に取り組みます。

家(計や経営,量境が1を しい状況の中において、保険料率を大中ごに引上げざるを得ないことに
ついて、加入者・十t上の皆様の理解と納得が得らね′るよう、周力1広報に万全を期します。

中期的な財政見通しを踏まえ、保険滲1負 JIlをできるだけllK減できるよう、医療費のlll正化、
業務改革、経費の節i嗅等のための取|[みを強化する。また、国庫lF助率の引上げを含めた抜
本的な利策が言‖じらね′るよう国及び関係方面に引き続きlJlき かけていきます。

■

・　

　

ヽ
　
ヽ，



・加入者の視点に立ったサービスの向上また、力日入者の疾病の予防や健康増進、医療の質の向上等のため、21年度からおおむね

:し て位置づけており、22年度におい2～ 3年程度を集中的な保険者機能強化の取組期間と

                               (2)透 明かつ公正で効率的な事業運営

とともに、船員関係者のご意見を適切に反映し、信頼

て )ヽ取組みを総合的に推進するものとします。

                                     積極的な広報・情報開示を行うこうした観点から、「保険者機能強化アクションプラン」を改定し、調査研究の成果、パ

                              |と もに、PDCAサ イクルの適切な機能等を通じ、事に応えられる事業運営に努めるとイロット事業等を踏まえ、実施していきます。

                                    業運営の効率化を図ります。

・積極的な広報と情報開示あわせて、都道府県支部門の医療費の地域差の状況に鑑み、その差の縮小に向けて、医療

・船員関係者の意見の適切な反映費の低い支部等に関する情報を収集し、他の支部において参考にできるものは積極的に取入

・効率的な事業運営れることができるよう、必要な支援を行つていきます。

どの人事制度や組織基盤を定着させて              (3)保 険者としての健全な財政運営
また、協会の組織面においても、実績や能力本位な

いくとともに、協会のミッションの徹底や、人材育成等を通じて、職員の意識改革を進め、                 保険者として疾病給付費や保険料収入の動向の的確な把握など、健全な財政運営の

基盤となる基礎データの収集・分析に努め、毎事業年度の事業計画・収支予算に基づく
新たな組織文化・風土を形成していきます。

事業・予算の執行管理の適正を期するとと )ヽに、必要に応じた保険料率の見直しと積立

,しての健全な財政運営に努めます。
ド感をもつて実行に移していくとと )ヽ

金の適正な管理を通じ、保険者と
協会の運営については、情報発信を強化し、スピー

とし、運営委員会及び支部評議会を基に、指標 (数値)化 を行い、定期的に公表を行うもの

,確立
PDCAサ イクルを適切に機能させて

(4)安定的な事業運営基盤の早期の
軸として、加入者及び事業主の皆様の意見に基づき、

いきます。
                                                     安定的な事業運営基盤が早期に確立されるよう関係機関との円滑な連携体制の構築

に努めます。また、22年 1月 から日本年金機構が保険料収納や保険証交付の前提となる被保険者資格
・関係機関との連携)て 同機構との連携を深め、円滑な事業の確認などを担うことを踏まえ、事業の実施に当たっ

・組織基盤の確立実施を図ります。

【船員保険事業】

協会が保険者として船員保険事業を運営するに当たっては、上記 1の協会の理念 (基本使

命・基本コンセプ ト)に立脚した上で、「船員保険事業を通じ、わが国の海運と水産を支え

る船員と家族の皆様の健康と福祉の向上に全力で取り組む」という基本的な考え方にたって

事業運営に取り組んでいます。

(平成 22年度の事業運営の基本方針 )

22年度は、協会における安定的な船員保険事業運営基盤の早期確立を目指し、運営初年

度である21年度との連続性に )ヽ配慮した上で、次の事項を基本方針として事業運営に取り

組みました。

(1)ニーズを踏まえた加入者本位のサービスの提供

船員労働の特性に応じた事業ニーズを十分に踏まえるとともに、利用者の視点に立ち、

常にサービスの向上に努めます。

・船員労働の特性に応じた事業ニーズヘの的確な対応

その他

1 沿革

平成 20年 10月 1日 設立認可

2 設立根拠法
健康保険法 (大正 H年法律第 70号 )、 船員保険法 (昭和 14年法律第 73号 )

3 主務大臣 (主務省所管課)
厚生労働大臣 (厚生労働省保険局保険課 )

4 組織
本部と 47の 支部から構成されています。

5 事務所の所在地

` -7-   ,■6-     1



本部及び支部の事:務 rlの所在地は、壕考資料のとおりです。

資本金

tik保険勘定

船員保険勘定

6,591,277,976円

465,124,59011]

7 役員の状況
役員はJ!市長、川!事及び監事です。理Fi長及び監事は厚生労

=1大
臣が任 0し 、理

事長が任命 し、,「生労II大 臣に11出 をしています,役員は、jl事長 1名 、理事 6夕 |

非常勤 l名 )、 監 卜2名 (う ちり「常■lJ l名 )であり、任期は 3年 となっています。

8 駁員の状況
・ 23年 3月 末現在において、常 ftttt員 は 2,114人 となっています。

は,H

(う ち

11.健康保険事業

(1)加入者、事業所の動向

被保険者数は、22年度末]在で 1,959万 2千人となっており、前年度末に比べ 6万 3千
人 (03%)増加しています。また、22年度中に新たに被保険者となつた方の数は、422万
2千人となつています (月 j・ lの新規加入者数は (図表 22)の とおり)。
演保険者のうち、任意il続被保険者数は、22年度末現在で 10万 6千 人となっており、前
年度末に比べ 11万 4千人 (22%)減少しています。

被扶i者数は、22年度末lF_在で 1,527万 1
人 (03%)減少しています。

l」 l入 者数では、22年度末現在で 3,486万 3

人増加 しています。

F人 となってお り、前年度末に比べ 4万 6F

千人となっており、前年度末に比べ 1万 7千

被保険者 1人 ■1た りの平均標4L報
`ト

リ」額は、22年度末現在で 276,392円 であり、前年度
末に比べ 02%減 となつています。
また、 4ヽ均標準共与月数は 14均標準報酬月額の 142月 となってお り、前年度に比べ o o5
月1営 となっています。

適用 jヽ業所数は、22年 rtF末 現在で 162万 3千事業所となっており、前年度末に比べて 18
千事業所 (01%)減少 しています.
22年度中における興Ill状況をみると、5万 8千事業所が休廃止等によって協会の適用事業
所に該当しなくなりました。 方、5万 6千事業所が新たに協会の邁 lll■i業所 となりました。

lt康保ハ組合等との具」Jlに関しては、2,006事 業所 (被保険者数 12万 8千人、被扶養者 8
万 7千人、 1人 当たり平均標準報lll月 額 32万 3千円)力漣 康保険組合竿へ移 りました (前
年度比 430」「業所増)。

逆に 688事 11ヒ所 (被保険イ数 7万人、被扶養者 5万 6千 人、 1人 当たり平均標準報EII月 額
26万 8千円)が健康保険糸■合等から|ん会に移 りました (11年度比 97]事:業所減)。
報|1水準の高い事業所を中心として健保組合に多く移っており、協会に入つてくる事業所
数よりく)多 くなっています。

(注)なお、,康保険組合等から協会に移った6881業 所のうち、制度的に解散が進めら,ね,てい
る地方公務員の|」康保1険組合から移行したlI業所数は 165J「業Fl(被保険者数 2万 4千人、



被扶養者 1万人、 1人 当たり平均標準報酬月額 20万 4千円)あ りました。地方公務員の健康

保険組合が解散した場合、正職員は共済組合に加入し、臨時・非常勤職員等は、協会に力日入

します。

【く目表2-1)加入者、事業所等の動向 (22年度速報儘)】
(加入者 :千人、平均標報 :円 事業所救 :力所〉

尋(2)医薇費の動向
22年度の医療費総額 (保険給付費と自己負担額の合計額)は、5兆 4,521億 円となり、

前年度と比べ 32%増 となっています。
このうち、保険給付費 (医療給付費と現金給付費の合計額)は 4兆 5,847億 円となり、

前年度に比べて 37%増 となっています。その内訳として、医療給付費は 4兆 675億円で、
前年度に比べて 39%の増加、現金給付費は5,172億 円で、前年度に比べて27%増 となつ
ています。

加入者 1人当たりでみると、医療費総額は 156,230円 となり、前年度と比べ 29%増 とな
り、医療給付費は 116,555「 ]で、前年度に比べて 36%t曽 、現金給付費は 14,819円で、前

年度に比べて 24%増 となっています。

【(田表 2-3)医療費の動向 (22年度速報儘)】

μ船員保険事業             __|
(1)加入者、船鶴所有者の動向

被保険者数は、22年度末現在で59,981人 となつており、前年度末に比べ 867人 (14%)

減少しています。

被保険者のうち、疾病任意継続被保険者数は、22年度末現在で3,7S6人 となっており、

前年度末に比べ394人 (95%)減少しています。

被扶養者数は、22年度末現在で76,344人 となつており、前年度末に比べ3,319人 (42%)

減少しています。

加入者では、22年度末現在で 136,325人 となっており、前年度末に比べて4,186人 (30%)

減少しています。

被保険者 1人当たりの平均標準報llL月 額は、22年度末現在で 38万 8千円であり、前年度

末に比べ 06%減 となっています。
また、平均標準賞与月数は平均標準報酬月額の120月 となっており、前年度末に比べ002

月減となっています。

22年度末現在の船舶所有者数は6,001で あり、前年度末に比べて 65(11%)減少して
います。

【(回表 2-4)加入者、船舶所有者等の動向】
(加入者 :人、平均標報 :円 )

ξ(2)医晨費等の働向
22年度の医療費総額は 245億円となり、前年度と比べ、54%の減少となつています。こ
のうち、保険給付費は 229億円となり、前年度に比べて 77%の減少となっています。その

内訳として、医療給付費は 189億 円で、前年度に比べて62%の減少、現金給付費は 40億

円で、前年度に比べて 140%の減少となっています。
加入者 1人 当たりで見てみると、医療費総額は 177,866円 となり、前年度と比べ 24%の

ll・t少 となり、医療給付費は 136,998円 で、前年度に比べて 34%の減少、現金結付費は 29,011

円で、前年度に比べて 115%の減少となっています。
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一
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13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

被保険者数

うち任意継続

i被保険者数

(▲ 1フ■) ▲

一　
　
▲

り
一‐９

つ

(0%)

(▲ 105%)

(06%)

(▲ 99%)

(121) (1 8“ ) (16%) 〈▲16%) く01%) (03ス )

(22%)

被扶養者数
(▲ 08%) (▲ 08“ ) (▲ 20%) (▲ 01%) (▲ 12") (▲ 00%) (00%)

(▲ 07%) (▲o2%) 〈▲01") (▲01%) (08%) (O・
・
) :▲ 30%)

適用事業所数
(▲ 12%) (▲ 1フ %) (▲ 06%) (07%) (ll邦 ) (22%) (22%) (▲ 01%)

【(目表2-2)22年度の月月の新規被保険者数の推移】

13年度 14年度 15年度 16年度 7年 度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

被保険者数

llマ関ξ普電懲
メ
(▲ 124%) 〈▲32%) (▲ 145%) (▲ 263%) (▲ 34%) (▲ 59%) (▲ 65%)

被扶養者数
(▲ 74“ ) (ム フ6%) (▲51%) (A30%) (▲ 130%) (▲ 32%) (▲ 42%)

平均標準報酬月額 (03X) (▲06%)

船船所有者数
(▲ 26%) (▲ 00り

13年度 年度 15年度 年度16 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

医療費総額 (05%) (▲ 32%) (▲ 22%) (28%) (10%) (18%) (32%)

保険給付費

'医療給付

費

(▲ 01%)
37.112

(04%)

40577
(▲ 33■ )

35925
(▲ 32%)

37918
(▲ 66%)
33025
(▲ 81%)

田
り
曲
り
‐８７
ｍ

調

０

カ

０

■

“

(30%)
34711

(31%)
5321
(26%)

(14■ )

35071
(10%)
5516
(37%)

(44%)

37138
(59%)

(19%)
38,326

(32%)
4852
(▲ 73■ )

(241)

39166
(22%)

5037
(38%)

45847
(3ア )ヽ

40675
(39%)

現金給付 4865
(▲ 36%)

4652
(▲ 44%)

4894
(52%)

5235

`▲

51%)
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22年度の年金給付IItは 43億 Plと なり、前年度と比べて 17%の Iteと なっています。年金
受給権者数|ま 2,311人 (その他、特別文給金のみの受給者は7,391人 )と なり、前年度に比
べて09%の増力‖となつています。

【(口衰2-5)匡凛費0■向】
(単位 :=R)

〈.II])21年 嗅及び3■産につい (■連燎饉
●[2)劇鷹改正

=よ
り !3年 |1以降にわ )ヽて ■ 21年 ヽまで●員保曖・|・らヽ綸さ″てい●体・・ 給lt(労 奥保●

「
相当|る■

■■澳輌
'綸“

リカリ 災槃政から
'13(=3年

lR`い の人■に限る)き オ:る こ1と なっている点に
『

意が必興

|

:(1)これまでの財政状■         __ _
23年度の保険料率については、大幅な引上げ (全国平均 :8200/.→934%)を 行つた
22年度に続き、2 tr連続で引「 げ (全 」平均 1934%→950%)を行わぎるを得ませんで
した。

以下ではこれまでをふりかえり、保険料り1上げの要囚となつているイ躍造的なH・H題など
様々な要因が重なって財政状況が悪化してきた経緯を説明します.

図表 31は、概ね単年度1又支が均衡していた 15年度以降について、支出である被保険者
1人 当たりの保険給付費の伸び (実質的にはな療費の伸び)と 、保険料収入の基礎となる 1
人当たりの標準報酬り,額の伸びを、それぞれ 15年度を 1と した場合の指数を表示したグラ
フです。

医療費の伸びは、18年度は診療報酬のマイナス改定の影響によりにllI機ばいでしたが、
19年度以降は年々増加傾向であることが分かります。一方で、標準報酬舟額については 20
年度まではほぼ横ばいてしたが、21年度以降lt下落傾向にあります。協会に力,入 している
事業所の規模.t、 事業所の 5820/.が従業員 4人以 ド、775%が 9人以下の事業所となつて
おり (図表 32参照)中小企業が多く、加入者の給与は景気悪化の影料を受けやすいことも
一因であると考えられます。

このように、近年、高齢化や仄療技術の進歩により医療費が年々増える 方、保険料収
入の基礎となる加入者の給与が伸びていないことから、保険料収入は機ばい又は下落傾向に
あり、医療費の伸びと保険料収入のド落幅の乖日

=は
徐々に大きくなり、■年lt収支状況は悪

化してきました。

【(国表3-1)15年度以■の目薇■ (保餞綸付■)と賃金 (颯日)の伸びの推移】
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098

被保険者 1人 当たり標準報翻月叡
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【(目表2-6)年金●付費の口自】

(建 )21年壼■び 22年瞑については連颯住

【(●考)特
"支
綸全受綸者菫0推移】

(注 )21年
=22■
凛についてはIB“ tt



【く目●3-2)協会の事撃所規模構成 01年 9月 )

に,員
"-9'人

■■員 100ヽ ∝り人

nЮ 人レ上0“●_

姜彙員 :0-"人

■■員 2人以下41%

■彙■5～9人
19“ 姜彙員3 4人

17%

次に、図表331■ 11年度以降の単年度収支と準備金残高を示したグラフです。

15年度から18年度までは、患者負担の3割化や総報酬制の導入 (保険料算定基礎額を賞与

を含めた年間総報酬額に移行)、 老人保健制度の対象年齢の引上げによる拠出金の抑制、診

療報酬のマイナス改定の影響等により単年度の収支差は黒字が続き、18年度末には準備金の

残高が約5,000億円となつていました。 しか しながら 19年度以降は前述 したように、医療
費が増大していく中、保険料収入は伸びないという基調から単年度収支は赤字に転し、準備

金を取崩しなから運営する状況となりました。

これに加え、20年秋の リーマンショック以降の景気の落込みにより標準報酬月額が下落

し保険料収入が減る中、21年 10月 から22年 1月 までlt新型インフルエンザが大流行するなど

医療費支出も増大し、財政状況は一層厳しいものとなり、21年 12月 時点での試算では、21

年度末には準備金残高は45011億円の赤字になり、22年度は保険料率について全国平均で

820%か ら99%と 17%ポイン トの大幅な引上げが必要であると T・想されました。
このような邁迫した財政状況に鑑み、保険料率の引上げ幅を抑えるため協会の財政健全

化の特例措置 (図表3-4)を 講ずる制度改正が行われることとなりました (関連法案は、22

年5月 12日 に成立).
この特例措置により、保険料率の引上げ幅は約06%ポイン ト抑えられることとなりまし
たが それても22年度の保険料率は全国平均で820%か ら934%と 114%ポイン トの大幅な
引上げとなりました。

(目■3-0協会のHn「E化の嶋例檜a C22年度～2年壼)

19■ 隻JttM80引上げの■景

:)21年度の収支 (決
=)

22年度政府予算案を決定した21年 12月 時点の収支見込み (図表3-5、 a相 とc襴、以下「当

初見込みJ)では、21年度末の準備金残高4.500億円の赤字を22年度から24年度までの間に
毎年1500億 PIずつ 3年間で償還する計画でした。

その後、21年度決算 (22年 8月 まとめ)では、21年度の収支 (図表3-5、 b欄)は 当初見
込みよりもよく、準備金残高の赤字額は当初見込みよりも1.300億 円程少ない3,179億円とな

りました。これは、当初見込みでは新型インフルエンザに加え例年通りの季節性インフルエ

ンザの医療費を見込んでいましたが、それはど流行しな/J・ったこと等が理由として考えられ

ます。
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られた率 (13%)か ら健保法本貝J上の補助率 (164%).
へ戻す (22年 7月 ～)

後期高齢者医療諄1度への支援金の3分の 1の部分に係る技分方法についてカロ入者割から保

険者の財政力に応した負担 (総報酬割)と する (22年 7月 ～)

・ 21年度末の赤字額を3年間(22年度～24年度)で償還する

■ 4-



1)22年度0収支 (23年度倶腱鳥3m定の前担となる血童見込 )
23年度の保険料率の設定にい}けて、22年 12月 時点 (23年度政府予算案決定)に直近まで
の標準報酬月額、べ療費の動1●を踏まえ、新たに22年 ltl又 支 (図表3-5 d■ )を作成しま
した。標準報酬月鑽の■11(図表3-→ 実線人字)が 当初見込み (図表3-6、 点i4)よ りも
高位に推移 していたこともあり、この収支見込みは 1(初見込み (図表3-6、 c11)よ り単年
度収支差が561億 P,多 くなり、22年 lt末の準備金残高も当初見込みより赤字額が 1854億 円少

なくなりました。

1:)23年度の収支と全自平均倶腱
"菫

この kう に、22年度末の準付金残高の赤サ=額が改善したところではありますが 23年度
の収支の見込み (区 表3-5、 o● )lt、 その11提 となる標準報酬月額が22年度よりも09%の
マイナス、 1人当たりの保険綸付■がit年 より27%のプラスといった見込みでした ,
これに加え、22年度末の準備金残高赤字 1116億 11の半額である558億 円を償だするため、
単年度収支差で558億 円の黒字となる収支を紹lむ必要があるため、全国平均の保険料率は

934%か ら950%(+016%)へ の 2年連続の9■げが不可避な状況にありました。
このような状況のもと、国及び関係方面への要望として、国庫補助事についてll康保険

法本贅J上限の補助部20%と する要望を厚 4ittl・ l大 臣 (嗅険財政に対する国 11 Hi助 に関する
要望について」[22年 11月 19日 、22年 12月 71〕 )と 与党 (「保険財政に対する日 1: 「ヽ助に関す
る要望について」[22年 12月 1 ])に 対して行いました。
特に、12月 7Hには理事長と運営委員会委員が厚生労働大臣に直接面会の上、要望を行い
ました。また、本部で行った要望に合わせ、支部においても与党地元組litや議員に対 し要請

を行いました。

しかしながら、11終||には国庫補助率は164%に 結置くとした政府子サ1案が22年 12月 24
口に閣議決定され、医療分の全国平均の保険料率は934%か ら950%へ016%ポ イン トの引
Lげ さらに40歳から64歳 までの方 (介 ;0保 険第

"被
保険者)の介護保険料事について ,ヽ、

介護納付金の1首顕などに Iり 、150%か ら151%へ引上げることになり、ll入を及び ,業主
の皆様にはこのような大きな負担をお願いせぎるを響,な くなりました。

【(日壺3-5)協会の収支見込み】
億11)

【(国壺3-6)敏保険者1人当たり標準電ヨ月額の実饉性と捜計】

(注 )(a)II図 晨 3-5の (a)の 見込み (21■ 12月 )の rtの標準ヽ副月飯の推計でと,り  (。 )は 図表 3-5●‐|
の見
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【(口衰3-7)被保腱奮 1人当たり0負担と支出】

0なIntl人当たりに,,すると、保●●と口●■担は、以下のような●■に■てられています。
その他収いやお■に

`要な事務饉贅等

“

砂等
詢 0,万 円

綺 00,円

病気などによ

■の手当■
約2「

23年度予算ベース

23年度の全国平均の保険料率は2年連続の引上げとなりましたが、同時に健康保険組合等

他の被用者保険との格差も拡大しています。特に15年度以降については保険料の算定基礎と

なる報酬の範囲に賞与を含めることとしましたが、賞与は健康保険組合に力1入する大企業と

協会にカロ入する中小企業の間で大きな開きがあることから、この標準報酬総額の格差は大き

くなつています (図表3-8).

さらに、標準報酬総額の格差はそのまま保険料率の格差になつています (図表3→ ).か
つては健康保険組合と協会 (当時政府管撃健康保険)と の保険料率の格差は、国庫補助の投

入によってかなりの部分が解消されていましたが、15年度以降は格差が拡大し、近年はさら

に大きく拡大しています。

共済組合、健保組合の平均II険料率が7%台 であるとともに 健康保険組合では独自に給
付する付力1給付があり給付面でも比較的手厚い一方、協会の保険料率が950%で あることは
国民皆保険の中で無視することはできないことを、今後国をはじめ各関係方面に訴えていく

必要があるものと考えています。

【〈目衰3-0健保組合と●●H構塾0擦大】

【(目衰3-9)●保組合と0保険科構差】

:J2通 菫委員会と支

“

餞 におけるanについて (22年 9月～12月 )
都道府県単位保険料率の決定に当たり、支部長は、支部評議会の意見を聴いた上で、理

事長に意見の申出を行うこととされています。各支部評議会は、22年 9月 より23年度保険

料率の議論を重ねてきました。

22年 9月 時点での収支の見込み(23年度政府予算の概算要求を前提とした見込み)では、

23年度の保険料率の見込みは「①国庫補助率 164%」 、「②22年度末の準備金残高につい

元年 2 3 4 5 6 7 8 9 10 ■  12 13 14
こ 11`● I鷹の,余年,等 をLt■蔵
注 2:平成元～14年■は 崚保曖着 1へ当たり燎●■■ H蠣を●lltに 12綺 ,
1人当た ,様摯薇■●● (午螢 )

15  16  17  18  19  20  21

16年度以降は、賞与を含む被保曖者
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出典 ■ ,年度までは健興 唯 藤保曖組合の,摯」 "年 度 21年凛は■興 淡寡 2群■ 2昨度は健,連予,単翔集,I
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てはその14額を 23年度に返済するJと いった条件の 1)と で 934%か ら953%へ の引 Lげが
必要と見込まオl′ていました。

9～ 10月 にかけて行わね′た各文部の評議会では、この 953%へ の引上げが必要となると
いう収支見込みについて、主に「国ホ補助率」、「4L備金赤字の返済方法」、「

=変
緩和拾

世」、「改定時期J等の点をめぐリニ |さ を行い、以下のような意見が |||さ オ1′ ました。
国庫補助率については、|■l庫補助率の増 bllを強 く要望する、あるいは最低でも現在の保

険十J率 (22年度保険料率の 934%)を 維持するための国庫補助を要望すべきというI見が
ほとんどの支部から出されました。其体的には、「中小企業の経営環境が悪化 している中、

加入者及び事業上のInL様にこォl′以上の負担を強いることは困難」、「収支が■1全であ D́た時

期には本則より低い 13(/)に コt補助率が引下げらね′てきたのだから、‖卜今のような非常事
態の時こそ L限の 20%に引き Lげ るべきJ、 「今年 20%ま で補助率を 卜げないまでも、22
年lttの保険料率 934%をタビ守して 1)ら うような強い姿勢で臨んではしい」といった I見が
出さね′ました。

準備金赤字の返f/1に ついては、半額返しとすべきとする意見と23年度は返済しないとい

う意見に分かね′ましたが、意見の数としては前者の意見が後者の意見を上回つていました。

具体的には、半額返済すべきとした文部では、「景気の先行きが不透明な中、■備金赤字を

24年度以降に口|すのは赤字の先送 りである。赤字は甲急に解消すべきもの」といった意見
が |‖ され′、返済 しないとした支部では、「返済を先送りし、保険料率のll l市」を優先すべき」
といつた意見が||さ れました。

激変緩和措置については、「据,き 又は必要最小限にとどめるべき」とする支部が多い
中、「都道府県単位保険料を前提とした協会設立の趣旨から考えると、lPく 本来の形 (i●変

緩和をなくす)にすべき」といった意見 )ヾあ りました。
改定時期は、 「4月 納付分からとすることが望ましい」とぃう意見が大半でした。

その他、「70歳イt前半の方々に対する医療費の窓日負担の特例的引下げ (2書J→ 1吉J)
は、保険財政を圧迫 してお り、Jが政策を続けるなら国‖i補助すべき」とぃぅ意見、「保険
料率を毎年変更するのではなく、数年先を見込んだ保険料率とすべき」など「中期的に保 1

料率を検討すべき」という意見が多くの文部評議会で出されました。

こね′ら支部評議会の意見も踏まえ、運営委員会においても、保険料率の引上い 11、 法変

緩和、改定時期等についてギ論を重ねてきました。

22年 12月 1日 にrT7催 された第 25 FI避↑f委員会では、そね,ま での議論ゃ前述 した文部評
議会の′意/Hを PHkま え協会として、

① 国庫補助率については補助率 20%引 上げに向け継続的に努力を行 う、
② 準備金の赤字にかかる 23年度の返済額については、半額返済とする、
③ 激変緩和l.置の緩和率の変更中ごについては出来るだけ小さい方向とする、

① 保険料率の変更時期は 4月 納付分からとする、

といった方針で l■lと の調整を行 うよう要請がされました。

(4)23年度都道府県単位保険料率の引上げについて
この,■常委員会の方針に基づき、前述のとお り12月 7日 に大臣への要請を行い、翌 12月 8

日に1■ ノ:労

'」

省保険局長に同旨の要望を行いました。

その後、22年 12月 24日 に閣議決定さね′た政府 予算案では、準備企残高の赤字に係る返済

額は半額 iFR済 、保険料率の変史時期は4り ]系内イヽ1分からとするとの2メ l(については運営委員会の

方針に沿つたものでしたが、コ庁補助率に関しては20%への引上げは n「ゎず164%に据置き
となり、この決定を踏まえた全国平均の保険料率は950%へ の引上げとなりました。保険料
額としては、例えば平均的な給 与を受けている協会の被保険者の方 (標準報酬月額28万 円)
であれば、月々の保険料 (被保険者負担分)が 18,076円 から13,300円 となり、月224円 の負
担士曽となります。

都 i覚府県単位保険料率における激変緩■1措置については、全国平均の保険料率との乖離

幅を、22年度の10分 の15か ら23年度はlo分の20に ]|■する取扱いが厚生労ltJ劣 より23年 1
月6日 に示さね′ました (官報公告は23年 1月 31日 付)。 これらを前提に各支部長は都道府県単

位保険料率を1:出 し、28年 1月 には文部評議会を開催 し、評議会の意見を聴いた _卜 で、理事

長に意見の中出を行いました。

川!事長に対する都道府県単位保険料率の変更に係る各文部長からの意見は、22年度保険
お1率に係る申出よりも厳 しいものになりました。ヲ|き続き引上げを行わぎるを得ない中、い

くつかの支部からは「料率の引上げに反対する」、「料率について再考をお願いしたい」等

明確な反対意見がある中、大半の文部は賛成ではないが「やむを得ないJ、 「 F承せざるを
得ない」という意見であり、さらに附十意見として■l=[補助率の引上げや中期的な財政運営
についての意見が多く出されました。

これを受け、1月 31日 の)=営委員会では、23年度の都道府県単位保険お率に関し提案のと

おり f承 さねるとともに、以下の意 7HLが 示さね́、」■事長から厚生労働大臣に対 して、国庫補
助率の史なる引 Lげを含めた抜本的な対策の検討について要望を行いました。
運営委員会の了水を受け、協会では平成23年度都道府県単位保険料率について23年 1月

31日 付で厚生労11大 臣に認 IT中 請を行い、23年 2月 9日 付で認可がされ′ました。



【厚生労働大臣への要望 (23年 1月 31日 )】

働 大 臣
律 夫 殿

全 国 健 康 保 険

理事長 小

全国健康保険協会の都道府県単位保険料率の決定について

協発第 H013103
平成 23年 1月 31 日

厚  生  労
細  川

会

剛

協

林

平素より仝国健康保険協会の運営につきましては、格段のご高配を賜り、厚く御礼を申し上げます。

さて、平成 23年 1月 31日 に開催された当協会の運営委員会において、都道府県単位保険料率の

決定が了承されたところですが、あわせて、別添 1の とおり運営委員会の意見がとりまとめられまし

た。なお、これに先立って、当協会支部長から、支部評議会に対する意見聴取手続きを経た上で別添

2の とおり意見の申出を受けたところです。

つきましては、平成 24年度以降の保険料率の引上げが抑えられるよう、引き続き、国庫補助率の

更なる引上げを含めた抜本的な対策のご検討をお願いするととt)に 、当協会の運営についてご支援を

お願いしまう^

【(回表3-10)●遭府県単位保険料率】

【運営委員会より協会に示された意見 (23年 1月 31日 )】

全 国 健 康 保

理事長 小 林
会協

殿

険

剛

平成 23年 1月 31日

険 協 会

員  会
全 国 健 康 保

運  営  委

平成 23年度の都道府県単位保険料率の決定について

標記については、本日、都道府県単位保険料率を含む定款の変更案を了承する。
また、これまでの本委員会や支部評議会における議論を踏まえると、今後、特に下記の点が重要で

あると考えるので、本部 ,支部一体となってしかるべく対応を図られたい。

記

1 保険料率の引上げが今後も避けられない見通しとなっているとともに、同じ被用者保険である健
康保険組合の保険料率との格差が拡大していることから、国庫補助率本則上限の20%に 向けた一
層の財政支援などの対策が講じられるよう、国及び関係方面に強力に粘り強く働きかけていくこと.

2 保険料負担をできるだけ軽減できるよう、地域の実情に応じた医療費の適正化のほか、業務改革、
経費の節減など保険者として自ら実行できる対策に最大限努めること。

3 保険料率の引上げが毎年繰り返されるようで|ま制度への信頼を損ねるおそれがあることから、複
数年での収支均衡のもとで保険料率の設定が可能となる仕組みなど中期的な財政運営方式について
検討していくこと。

22年 3月 ～ 23年 3月 ～ 22年 3月 ～ 23年 3月 ^

1ヒ海道 0 42% 9 60% 滋賀県 9 33% 9 48%

青森県 9 35% 9 51% 京都府 9 33% 9 50%

岩 手県 9 32% 9 45% 大阪府 9 38% 9 56%

宮城県 9 34% 9 50% 兵庫県 9 36% 9 52%

秋 田県 9 37% 9 54% 奈良県 9 35% 9 52%

山形県 9 30% 9 45% 和歌山県 9 37% 9 51%

福 島県 9 33% 9 47% 鳥取県 9 34% 9 48%

茨城県 9 30% 9 44% 島根県 9 35% 9 51%

栃木県 9 32% 9 47% 岡山県 9 38% 9 55%

群馬県 9 31% 9 47% 広島県 9 37% 9 53%

埼玉県 9 30% 9 45% 山 口県 9 37% 9 54%

千葉県 9 31% 9 44% 徳島県 9 39% 9 56%

東京都 9 32% 9 48% 香川県 9 40% 9 5700

神奈川県 9 33% 9 49% 愛媛県 9 34% 9  51%

新潟県 9 29% 9 43% 高知県 9 38% 9 5500

富山県 9 31% 9 44% 福岡県 9 40% 9 58%

石川県 9 86% 9 52% 佐賀県 9 41% 9 60%

福井県 9 34% 9 50% 長崎県 9 37% 9 53%

tu梨県 9 31% 9 46% 熊本県 9 37% 9 55%

長野県 26% 9 39% 大分県 9 38% 9 57%

岐阜県 9 34% 9 50% 宮崎県 9 34% 9 50%

静岡県 9 30% 9 43% 鹿児島県 9 86% 9 51%

愛知県 9 33% 9 48% 沖縄県 9 33% 9 49%

二重県 9 34% 9 48% 全国平均 9 340/0 9 50%
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|(1)合算ベースによる22年度の収支の決算 く見込み)について (医燎分)

i)直近の 22年度収支見込みとの比較
ここでは、こね′までご説明してきました保1棄料率設定の前提となる協会の会計卜と国の会計

を合■した (以下「合,ベースJ)収支が決,(llL時点では/HL込み)で どうなったのかを説
明いたします。

図表 3Hの① Fこ lt 23イ ll度保険料率i設定の前提となる22年度の収支見込み (隊 表 35、 d
llと 同じ)であり、②バ|が 7月 時点での決■の/HL込みです。
まず、収入を見ますと 12月 時点と比べ収入が 108億円ほど多くなっており、このうちの「保

険料1反入」が 123億 11ほ ど多くなっています。これは、12月 時点では中小企業の厳しい経営
環境を踏まえ、賞与の月数を 140月 と低めに見込んでいた1)の が、実■では月数が 142月
と見込みを上卜ったことが主な要因です。

また、文出を兄ますと 12月 時点と比べ支||が 369億 円ほど少なく、このうち「その他の支
|||」 が365億 1ほ ど少なくなっています。こね′は、「その他の支出Jの うちi111■

=(■
■

経マヤ、 般管理 :|')の支出が r′算額ょり320億 1[〕 ほど少なかったことが主な要因であり、主
には保i[事業が ■算で想定していたほどには伸びなかつたことによります。

この結果、12り J時点の見込みと比べ、1又支は ,177億円ほど改善し、22年度末の i■ 企
=F巧の赤字lt 639億 1[〕 となりました: このfr備金残高の赤字639億 円を23年度と24年度の 2ヶ

年で佑還していくこととしていまJ~。

【(日表 3-11)合算ベースにおける収支の見込み】

‖)これまでの推移

図表 312は 13年度以降の協会 (政府管掌t」(保険)の 単年度収支決算の推移を表した表
です。

はじめに収入のうち保資料収入について説明します。

保険料率は15年度～21年度の間、82%か ら変更していませんが、保険料収入自体は 19
年度まで1曽えておりました。こね′は、この問被保

":者
数が増え続けていたことによるもので

す (ただし、被保険者 1人 当たりの標 lll報 ・l月 額は増えていないことは図表 31の とおり)。
その後、保険料収人は 20年度、21年度と2年連続で減少しています。こね′は、20年度は
20年 4月 の後

"1高

「お者医療制度の施行(75歳以上の加入者が後期高齢者医療詢l度への移行)
に伴う被保険者の減が原因であり、21年度は白1述 したとおり、20年度秋のリーマンショッ
ク以降の景気の落込みにより標準報Fl月 額が ド落したことが原因で、保険料収入が減となり
ました。特に21年 度は刈前年度比 4%t)の 減,Iと なっています。
22年度においては、82%の保険料率では単11度での収支均衡が維持できなくなつたこと
に加え、21年度末に残ったI備金残高の赤字を、22年度から3ヵ 年の黒字により償還する
こととl´ているため、22年度は保険料率を 114%ボイント引 Lげ (82%→ 934%)よ した。
保険料収入は当然のことながら対前年度比 131ン )の大幅増となりましたが、こね′は、保険
料を1武議tするベースである賃金が拡大した結果ではなく、保険料率を大中語に引上げた結果も
たらされたもので、財政運営に余裕が||てきたといぅことではありません。

次に、支|11について説明します。

保険給付費については、16年度以降増力日していましたが、特にこのうちのIA療給付費は、
診療報■1のマイナス改定があった 16年度、18年度は対前年度LL0 4%の増にとどまってい
ましたが、その他の年度は 21年 11(被保険者数が対前年度比で 1%減少)を除き 3～ 6%の
増加となっています。

拠出金等については、老人保,こ制度の対象年齢の段‖:的引上げ (14年 10月 から毎年 1歳
ずつ)に tり 、15年度から18年度までの間は拠出金等の支出が対前年度比でマイナスとな
るなど、この間、額は拍lえ らわ′ていましたが、対象イ1ド のヽfKL階的な引上げが終 Fし た後の 19

年度は 8.4%の 1曽 となりました。また、20年度以降は、後川高齢者医療詢1度の施行に伴い、
老人保健拠出金の支JIに代わり、前期高齢者納付金、後川高齢者支援金が新たな支出として
′Lずることとなりました (老人保il拠出金は、20年度は 1カ 月分のlFI算医療■lllL出金と前々

年度の粘■による支出、21年度、22年度は前々年度の精算による支出が生じている)。 こ
のう|)、 前期高il者納付金の支出は、21年度で対前年度比 160%増、22年度で対前年度
104%,増 と2年連続で 10%を超える増加となっています。一方で、後期,li齢者支援金は 21
年度では対由1年度比 147%1曽 となりましたが、22年度は、支援金のうちの 1/3について負
担の按分方法を、劫入者数害Jか ら総報■i雷りとしたため、56%の ,ま となりました,22年度は
このような負担に係る按分方法の見直しにより、拠出金等の文出は 17%の 減となりました

22年度医療分Э
″ 年 12月崎清見通 ul

22年度医療分a
(決算 見込み )

彗 J

保険料

国声補助金等

その他

545

298 286

▲ 2

▲ 12

収入計 78 172

輌じえ

“

V胡口 麟 舒サ リ子}鮭M→

拠 出 金 等

介 :■納 付 金

そ冽ュ∝癬問モ。¬睡 iコ瞑つ

28 283

46 099

23.283 0

▲365

支 出計 76 001 632 ▲369

■侑全残高 (興 積赤字 ) ▲ 1, 116

22年度介鍛分
決算 見込み

0

フ 307

6 949

154
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が、高齢者医療に係る拠出金の負担方法が現行のままであね′ば、今後t)拠出金等の支出が増

加していく1)の と考えられます :

【(回表 3-12)協会 (政府管摯健康保険)の単年度収支決算 (医薇分)の推移】

(2)協会の決算の状況

(1)では協会管掌健康保険全体の収支 (合算ベースによる収支)に ついて説明してきまし

たが、ここでは協会の決算報告書の状況について説明します (合算ベースによる収支と協会

の決算報告書との関係については「全国健康保険協会の予算・決算書類について」を参照)。

22年度も、21年度に引き続き、借入を前提とした厳しい財政運営となりました。

22年度の決算報告書 (「平成 22年度の財務諸表等」参照)では、協会の収入は 8兆 3,809

億円となっており、その主な内訳は、保険料等交付金が 7兆 721億 円、任意継続被保険者保

険料が 1,149億 円、日庫哺助金・負担金が 1兆 1,768億 円等となっております。

このうち保険料等交付金は予算額と同じ金額となっていますが、前述の合算ベースによる

収支の決算 (図表 311、 ②欄)を みますと、保資料収入は、22年度予算 (21年 12月 時点 :

図表 35、 c欄)と 比べ多くなっており (66,302億 円→67,343億 円)、 国に入る保険料収入

(任意継続保険料収入を除いた保険料)は 22年度予算作成時と比べ多くなっていることに

なります。

しかしながら、協会への保険料等交付金は、国に入る保険料収入が当初の予算額より増カロ

した場合であっても、国の予算制度のルールにより国が歳出予算額を超えた支出を行うこと

はできないことから、22年度の保険料等交付金は予算額と同額の交付となっています。

なお、予算額を上回る保険料収入については 23年度に保険料等交付金として交付されるこ

ととなります。

一方、支出は 8兆 6,219億 円となっており、その主な内訳は、保険給付費が 4兆 6,099億

円、後期高齢者支援金等の拠出金等が 2兆 8,283億 円、介護納付金が 6,949億円、業務経費・

一般管理費が976億 円等となっています。

保険給付費を左右する被保険者 1人 当たり医療給付費を見ますと、21年度の200,771円 か

ら22年度は207,827円 と35%の伸びを示しています。
これらの結果、22年度の協会の決算報告書における収支差 (短期借入金、借入金償還金、

準備金戻入を除いたもの)は 1,423億 円の黒字となつております。

L=2聖空旦■の見通上 ―          |

健康保険法上、22年度～24年度の財政再建特例期間においては、24年度までの財政見通し

を作成し、公表するt)の とされています。この24年度までの収支見通しに加え、25年度以降

も含めた 5年間の収支見通しについて、 2ケースの試算を作成し、保険料率は以下の見通し
となりました。なお、試算は、保険料幸は単年度ごとに収支が均衡するように計算していま

すが、試算で示されたとおりに保険料率を引上げていくという趣旨で作成したものではあり

ません。むしろ現行制度を固定したままでは財政がさらに悪化していくことを示すことによ

り国の関与を含め、財政基盤の維持 。強化の必要性を訴えていく趣旨で作成しているt)ので
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【22年度協会決算における財政収支の構造】

〔収入〕 国庫補助等 (12

〔支出〕 現金給付 (5,188億 円)6

その他

(短期借入金、借入金償遺金、

(健診費、事務経費等 )

(注 )22年 度決算収支ベース

もの)

1054億円 1396

準備金戻入、準備金繰入を除いた

その他の収入 (171億 円 )02%

保 l●t料等交付金、任継保 l●t料 (72兆 円) 858%

医療給付費 (41兆 円) 488% 拠 出金等 (35兆 円 ) 4200/0



す。また、この 7HL通 しは23年 3月 時点に作成 した )ヽのであるため、今回の決算結果は反映し

ておりません。

23年度の見通 しは、17頁の「 (x表 35)れ会の収支見込み」による保、■rl lで ぁり、24
年度以降の保険料率の見i亜 しを試「 するに当たっては、保険給付費については 17～ 19年度
の医療給付費の伸び率の平均 (実 ■)等 を、被保険者数については 「日本の将来■計人口J
(18年 12月 国立社会保障・人日間ご研究所)の出生中位 (死 亡中位)を月1いてお り、賃金
上昇率はケースごとに 3つの数lFIを 使用して推計を行っています。

【ケース1】 25年度以降 t)、 IJ:LI童助 ■■164%で継続する場合 (後川高齢者支援企は1/3は 1バ |を
酬額按分、2/3は加入者数按分)

年 度

賃金上昇率
年度 24年度 25年度 26年度 27年度

C経済低位ケースX1/2 :00% 104%

②24年度以降0% 95% 101% 105% 107%

③24年度以降▲06% 95% 99% 102% 107% 110%

①の賃金 卜昇率it、 24年度 075%、 25年度 O rl)%、 26年度 o8o%)、 27年庁 o80%,

【ケース2】 24年度以降、国庫補助率が20%に引き Lが る場合(後期高齢者支援金は1/3は ょ報■1
額按分、2/3は加入者数按分)

年 度

賃金上昇率
23年 度 24年度 25年度 26年度 年度

①経済低位ケースX1/2 95% 94% 99% lo o%

②24年度以降0% 95% !01% 103%

③24年度以降▲06% 96% 103ヽ 106%

70%、 26年度 080% 年 809る

ケース1の 見通しでは、24年度Ⅲ点では保険料率は9%台 となっており、23イ li度からの保
険料引 liげは03%～ 04%と なっています。 しかし、この試

=で
はt日 本人i災による影■.

が反HALさ ね′てぃませんので、今後、」(災等の影■で標4t報酬月額が大きく落iムむなどの推移
をとれば、24年度での10%台 への引上げも避けらね′ない可能性があります
ケース2の /Hu通 しは、協会がこれまで国に対して一 lrして要望を行ってきた国 |[オ1助■の
20%への引上げが行わね′た前提での試■です。これ′によね′ば、24年度での 7「L通 しは0の 賃金
L昇 率の場合を除けば保険料率のり LげがLI避できる1)の となっております。しかし、25年

度では96%～ 99%、 26年度で99ツ )～ 103%への引 Lげ、27年度で100%～106%へのリ
上げが必要な状況となります。

いずね′にせよ5年のうちに10%以上への引上げが避けらね′ないといった試■となってお
り、‖J度改正を含めた抜本的な措二が必要と考えています。

1.保険運営の企画

|(1)保険者機能の発揮による総合的な取組みの推進
協会においては、21年度から漱ね 2～ 3年程度を集中的な保険者機能強化のための取組み
期間と位置づけており、20年 12月 に「保険者機能強化アクションプラン」を策定し、22

年 5月 には 21年 1支の実施状況等t)踏 まえ、必要な取組みの拡充・追加を行い、改定しまし
た (参考資料参月1)。

「保険者機能強化アクションプラン」を確実に実行し保主者桂lEを強化していくため、
地域の医療費や健診データを分lllす るとともに、地域の実情を踏まえ、加入者の疾病の予防
や健康増進、医,(の

'rの
確保、医療■:芭正化のため、「医療に関する情報提供」、「関係方面

への積極的な発イ吉」、「保健事業の効果的な推進」、「ジェネリック医薬品の使用促進」、「効
果的なレセプト点検の推進」等のIFx組みを総合的に進めてまいりました。

また、22年度には、10支部 (7事業)において、医療費適正化をはじめとして各分野に
ついてパイロット→1業を実施してまいりました。23年度には順次、その成果を/TR国民開し
ていくこととしています (具体的な取利lみについては図表 41の とおり。)。

【(国表4-1)22年度に実施したパィロット事業】

支部 i 内   容

保健事業 3文部

ITを活用した保健指導の効率的な実 lL
レセフ ト・健診データを活用した通知や訪 川指導による受診勧奨等
糖尿病患者への医療卜関との■妨による生活召慣改善プログラムの提供
医療ニデータ 卜`の分析により、地域の実情を踏まえた保ltl事業等をIIL進

療」毅 通 lF化 4文部 柔三療t■の給付IET化のため、不適正と疑われる保険請求を抽出し、
力‖入者照会等により書査強化

支部意見発信 2支部
都道府県の医■政策の現状と課1」を把握するためのうF修等を行い、意見
発信

遠隔窓日 2文 部
年金 卜務りF窓 日等にテレビ電話を導人 し、 ‖合せへの対応や窓日対応要
Nの省力化事を検証

(注)上記文部数には複拒 業を実施している支部数が含まれている。



1_(2)ジェネリック医薬品の更なる使用堡重

ジェネリック医薬品については、加入者の皆様の自己負担の軽減や医療費の抑制に資す

ることから、政府はもとより関係団体等の協力を得て使用促進のための取組みが推進さね′て

います。また、22年度診療報酬改定では、ジェネ リック医薬品の選択をより容易にする仕

組みが導入され、薬局等には使用に対する強いインセンティブが与えられるようになりまし

た。

協会としても厳 しい財政状況にある中、保険料負担をできるだけ軽減する協会が自ら実

行できる対策の一つであるとともに、加入者の皆様の窓口での負担の軽減が図られることか

ら、ジェネ リック医薬品の使用を促進する取組みを重点的に行ってきました。具体的には、

ホームページや リーフレット、ボスターによる周知広報のl■か、特に以下のような取組みを

行つてきました。

i)ジェネリック医薬品軽減額通知
ジェネリック医薬品軽減額通夫日については、先発医薬品を長期服用している 40歳以上の

加入者のうち、ジェネリック医薬品に切 り替えた場合に薬代の自己負担の軽減が一定金額以

上見込まれる方に対し、薬代の自己負担の軽減額を通知する取組みを全国的に実施しました。

22年 1月 から6月 にかけて、約 145万人の加入者へ通知し、26 2%に あたる約 38万人の

方にジェネリック医薬品に切 り替えていただきました。

これによる医療費の軽減額は、lヶ 月あたり約5億8,000万 円 (自 己負担分で約 1億7,400万

円、保険給付分で約4億600万 円)と なりました。事業費が約75億 Flですので、2ヶ 月以上の

切り替えが続けば事業費を上回る効果となり、単純に1年間に推計すると年間約70億円程度

の財政効果が得らね′ることになります。

さらに、この成果を踏まえ、前回通知 した加入者 とは別の方に、対象を 35歳以上に拡大

し、22年 H月 から23年 1月 にかけて、約 55万人の加入者への通知を実施しました。
これによる医療費の軽減額の合計は推計で lヶ 月あたり約 1億 4,000万 円 (自 己負担分

で約 4,200万 円、保険給付分で約 9,800万 円)と なり、同様に年間額を推計すると前記約
70億 円とは別に年間約 168億 円程度の財政効果が 47億 円の事業費で得 られるものと考え
ています。

1)ジェネリック医薬品希望カー ド等
「ジェネリック医薬品希望カー ド」については、ジェネリック医薬品の希望を医師や薬/11

師に伝えやすくするため、21年度より作成してまいりました,22年 度において )ヽ引 き続き作

成したほか、新たに保険証やお薬手帳等に貼 り付けて使用できる「ジェネリック医薬品希望

シール」を作成 し、加入者の皆様に配布 しました。中央社会保険医療協議会では診療報酬改

定の結果検証を行 うため患者における後発医薬品に対する意識等の調査 (平成22年度診療報

酬改定の結果検証に係る特別調査「22年 12月 8日 中医協診療報酬改定検証部会資料」)を 実

施しましたが、この調査では、協会に加入している回答者のうち637%が 「ジェネリック医
薬品希望カー ドについて知っている」と回答し、他の保険者 と比較して最も高い認知度 (協

会637%、 健保組合463%、 共済273%、 国保275%)と なっていました。

‖)その他の取組み
22年 10月 には健康保険組合連合会との共催により「ジェネリック医薬品の使用促進に関

するセミナー」を開催し、各保険者や加入者に向けて、協会としての使用促進の取組みにつ

いての情報を発信しました。

このほか、都道府県に設置されている後発医薬品使用促進協議会へ協会も参加を進めるな

ど、使用促進のための環境整備や安定供給等の取組みを強化していきます。

なお、協会のジェネリック医薬品の使用割合は、23年 3月 時点では、数量ベースで223%
となっており、国の目標である「24年度までに数量ベースで 30%Jに向けて、さらなる使
用促進の努力をしてまいります。

【(口表 4-2)協会のジェネリック医薬品の使用割合】
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(3)関係方面への積極的な意見の発信

保険者機能強化アクションプランの中で、1矢療夕や健診データの分析結果をlFか し、llJ

係方面に刈して、保険者としての意見を積極的に発信していくことに取り利lんでいます。

本部においては、国の各種審.t会等 (中央社会保険医療協議会 (中 医脇)、 社会保障審
議会医療保険部会、1司介護給付″1分科会、高∴卜者医療‖」度改革会議等)に参画し、意見を発
イトしていまう。

高齢者医療制1度改革会:iCは、①医療保険制度の崩壊を防ぎ、持続可能な制度とするた
めの安定的な公Jセ財源を確保することが必要、②現在 70～74歳の方々の患者負lnは特例的
に軽減さね′、保険者には波及増により財政負IRが ノ|:じてぉり、社会全体の支えあいといぅ木
来の形を考えると高齢者に1)和応に負担いただくことが適当、③特定健診・保健指:■ につい

ては実施状況に応じた財政上のインセンティブ導入に当たっては、保険者間でイコールフッ
ティングとなっていることが前提である、といった意見を表明してまいりました。
こオ1′らの意見に利し、同改革会、■の最終とりまとめ (22年 12月 20日 )では、①について
は、政府・与党社会保障改ギi検ふl本部が設置さね′、改革Iの全体像及び安定財源の「,保につい

て議論が tLめ らねているところであるが、定期的に医療士の動向や社会経済イ|■l等を踏まえ

ながら公費のあり方について検■1す る仕組みとし、こね′を法律に明記する、②については、
現役 世代の保険料負担の増加に1)lld慮 し、70歳から74歳 までの方の患者負担について新たな

制度の施行日以降、70歳にう」逮する方から段 /●t的に本来の 2書1負担とする、Oについては、
関係者 r「Hで詳細な検討を行う場を設置するとさね′ました。

社会保障審議会医療保険部会では、給付の重点化及び不正受給への対処の■点から、傷
病・出産手当金の支給額の上下限の設定、受給のための加入期間要件の設定、事業主や保険
|べ療機関等に刈する質問・調査権の法律上の明記などについて市1度改正を要望してよいりよ
した。現/1、 改正法案の|ュ1会提|||がカミ討中とさねています。

また、医療費に比べて高い伸びを示している柔道上復師llL術療養||の給付)i正 化のため、
協会としてはパイロット事業等を通じ審査を強イヒしており、国としても適正化に向けた対策
を検討する必要があると発岳しています。

さらに、|1産育児 時企については、2年前の引上げの趣旨にのっとり、42万 11を計L持
するのであね′ば従来通りの国ル|:補助をすべきとの76言 をしました。こね′により、12月 の政
府 予市案においては前年度予|の半額ではありますが、45億 PJの 予■措■がさオlま した。

協会の財政健全化のための特例措置を含む関il法案のIJ会害議においては、理事長が 22

年 4月 13日 、27日 に衆 It完厚生労 l・ 委員会と■■1院夕「
/1労 ,t委 員会に参考人として招致さ

ヤ1′、協会の現状や財政状況等について意見陳述を行いました。

今後とも、医療保険制度の安定財源を確保して制度を持続可能なものとするよう、そし
て、協会への国ルli■ i助書1合の引上げを含めた抜本対策や財政適正化に向けた施

′
1について、

国をはじめ関係方面に対して積極的に意/HL発イ言していきます。

一方、文部において t)、 保険者協it会や地域・llt域連携推進協議会等に参画しているlt

か、都道府県における医療■亡正化計 ,「■討会に 19文部、ジェネリック使用17L進協議会に

は 20支 部が参画し、有■者のち力を1:ながら:L域の|ヽ療実態についての知見を深めつつ、

積極的な意見発信をするよう努めています。今後も新たに参画する支部が増えるよう引き続

き都道府県に,りきかけていきます。

(4)調査研究の推進薔

i)保険者橿能の強化のための日査研究
保険者機能の強化のための基1=整

/・ を図るため、有識者の参画のもと検討会議を開催 し、
24年度の診療報酬・介護報lTNの 同時改定を念頭に置きつつ、医療・介護保険制度が密接に

関わる慢性期 1医療や リハビリテーション、在宅IX療等の在 り方について検討しました。

これらの検討結果を踏まえ、協会の有するデータを活用して医療費適正化のためのlty組

みを拡大・充実させるとともに、国の政策に劇しての意見発信に努めています。

1)加入者の行動実態・意向把握目査
加入者の .意iや行動実態等を把握 し、保険者 としての情報発信、事業)」営やサービスの
向上・充実に活かすため「加入者の行動実態・意向把握調査」を 23年 2月 に実施し、加入
者の健診受診に1期わる考え方や協会からの各種案内等との接触状況等についての実態・意向

をとりまとめました。

i:な調査結果を見ると、17Kt診受診について 40歳以上で直近に受けた 。受ける予定の健診
のデ嘔類は「勤め先から言わね′て、協会けんぱの生診を受けたJ30%、 「事業主1/t診 を受けた」
213%、 「自分自身でれ会けんぼの健診を中込み、受けた」153%と なり、協会の健診を受
けた人は 45%以上となりました。
また、保健指■について「受けたことがある」、「受けたことはないがどんな内容か理

解 しているJを 合わせて 2害1に利し、「聞いたり読んだりしたことはない」は半数近くに及
びましたが、今後の利用意向 (「利用したことがあり、今後も利月Jし たい」及び 「利用した

ことはないが、今後は利用してみたいJ)は 7害1弱 (668%)で した。
医療費のお知らせについて、「通知内容を確認している」は 611(569%) また 「年 1
口|の送付で「 分であるJが 6害」となりました。
ジェネリック医薬品に対する取組みについて、「協会けんぽの取組は力|ら なかったが、
推進することが望ましい」367%、 「なるべくジェネリック医薬|り]を使うようにしている」
355%、 「特に関心はない、わからない」は 188%と なり、ジェネリック医薬 llに対する
れ会の取組みについて 7害1以 卜が肯定的に捉えていました (調査の結果の概要については参
考資料を参月《)。



口〕E●■さに■するデータベースの拡充
医療費や健診・保健指導結果に関するデータベースについては21年度に引き続き拡充し、

協会内での活用だけではなく、ホームベージや運営委員会等を通して一般に広く情報提供を

してきました。

統計情報では、新たに「ジェネリック医薬品使用状況Jを 月次で公表したlllか、加入者、

医療費、調剤医療費について、支部別、年齢階級別、傷病分類別1、 薬効分類λllな ど分析用の

データをホームページに掲載しました。

医療費分析については、従前から作成していた「都道府県別医療費に関するレーダーチ

ャー ト等Jでは二次医療圏別の分析を新たに行ったほか、都道府県別に加入者 1人当たり医

療費の全国平均との格差を分析し、「年齢階級別診療種号1地域差指数等」をホームページに

掲載しました。また、テーマ別の分析としては、「健診データと医療費データの分析」、「協

会けんぼ最近の医療費の動向の分析J、 「人工透析に関する分析」について行い、運営委員

会に提供しホームページに掲載しました。今後も医療の質の向上、効率化の観点から、さら

に医療費等に関するデータベースを充実してまいります。

【(目裏 4…3)協会メールマガジンの実鮨状況 (22年 4月～23年 3月 )】

(注)1各月の支部数及7JII数 は累計数,
2登録件数は、 1人が複数の支部に登録している場合であっても1件 とカウント.

【〈目表4-4)■会ホームページの利用状況】
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とカウントしている。

【(目豪4-5)協会ホームベージの利用状滉 (アクセスの内m】
(22年 4月～23年 3月 )

4月 7月 8月 11月 12月 1月 2月 3月

数

施

部

実

支
27 31 38

録
数
登
件

19,645 21,427 23,869 25,653 27,831 30,714 32,446 33.470 34,820 37,042 39,471 40,384

1(5)加入者に書く広●●推菫

加入者・事業主の皆様への広報については、協会のホームベージや各支部から配信する

メールマガジン等を通し情報提供を行つております。協会のホームページでは、支部ごとの

ベージで、支部評議会の情報や健診機関の情報、都道府県ごとに催される健康づくリイベン

トの案内や医療情報など、地域に密着した情報を提供しています。また、加入者の16L様に役

に立つ情報を各支部から直接お届けするメールマガジンでit、 22年 7月 よリアンケー ト機

能を追加し、一方的に配信するだけではなく、皆様からご意見を伺うことが可能になりまし

た,23年 3月 時点で 38の支部で導入され、40,384件 の登録がありました。その他、従来か

ら継続して、文部ごとにチラシを作成し、日本年金機構の協力の1)と 、事業所に送付する保

険料の納入告知書に同封し、定期的な情報提供を行つています。

また、6月 には協会の事業やサービスの充実、加入者の視点に立った広報を進めるため、

加入者の皆様の中から公募した約 130名 の方に協会モニターとなつていただき、アンケー ト

調査等にご協力いただいています。22年度は「広報に関する調査」、「ジェネリック医薬

品に関するアンケー ト調査」を実施しました。これらの結果を踏まえながら、今後の広報活

動や使用促進活動の立案をしていきたいと考えております。

さらに、地域の自治体や関係団体と連携し、対話集会やセミナーを通じて加入者の皆様

と直接対話する機会を設けました。

今後も、引き続き加入者・事業主の皆様から直接意見を開く取組みを進め、加入者の視

点に立ったわかりやすい広報に活かしていくとともに、さまざまな広報チャネルを活用しな

がら情報発信力を強化してまいります。

協会について インフォメー
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(6)保険料率引上げに係る周知広報

23年度保険料率の引 11げに・ 1た っては、22年度から連続となり、さらに厳しい環デ]の 中
で加入考の皆様の理解と納得を得られるようl・蜘 1広報に努めました。そのため、まずこれま

でに寄せらね́た加入者の皆様からの苦情や問題F/t起 を取り入ね′、加入者の皆様にわかりやす
いメッセージをお伝えする努力をしました。中小企業団体など関係団体のごれ力を得て各種

会合において、厳しい貝オ政状況の見通しについて説明するとともに、|ミ関誌等への情|セ掲tt

を依頼しました。また、保険料納入告知普送付の機会を利用してのチラシ同土Jに加え、全■

業所と任意継続被保険者の方々へのリーフレットの送付による周知などの取組みを進めま
したて

また、各文部を中心に、特に地元マスメディア (新聞・テレビ・ラジオ等)を活用した
広1猥や地方自治体・関係団体と〕i携した用矢口広報をきめ剰‖かく行いました。
力入者・事業主の皆様からは、改定実施までの問 (23年 2J]中 /HJ～ 4月 上旬)に イ゙:二多
くのお問い合わせゃ告情、ご意見等をいただきました。今後の事業運営に活かしてまいりま

・■。

,~こ面面轟蒔薫
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… (1)現金給付の支綸状況

傷■1手当金は、22年度の支給件数は92万 5千件とな‐lており、前年度に比べ 2千件(02%)
の増加となっていまり,支 1合 11は l,659億円となっており、前年度に比べ 40億円(▲24%)
の減少となっています。

出産手当金は、22年度の支給件数は11万 6千件となっており、前年度に比べ 7千件(60%)
の増加となっています。支給額は 466イ [11〕 となっており、前年度に比べ 25億円 (55%)の
1曽カロとなっています。

出産育児 時企は、22年度の文給件数は 41万 4千件となっており、前年度に比べ 2万 2

「
イト(55%)の増加となっています。支給額は 1,737イき円となっており、前年度に比べ 188
億円 (121シ))の 1曽加となっています。

※ 出産育児― H寺金lral,は、21年 1月 から産科医療捕lll制度に加入する医療機関等で出産 した場 合には、
とFI医療補i′■制度に係る■ 1‖が上乗せ され、35万 円から 38冽 [|と されま Lた

さらに、21年 10月 からは 38万円から 42万 11に 引上げがされています。

高●:療 三費 (■ :i払い)は、22イ :度の文給件数は 77万 3千件となっており、白1年度に比
べ 2万 4千件 (▲ 30%)の 減少となっています。支給議は 537億 円となってお り、前年度
に上レ｀48億円 (▲ 83%)の ri少 となっています、
※ 葛額 =■ ■ 1や は、19午 4月 より、Vllた に、70歳未満の方の入院に係る高額療i rTの 現物給付化が図 ら
れています。 (7o歳以上の方については既に現物給小J化 が され cい ました。 )

療■■については、柔 )」整復師療 |ヽ∵1'は、22年度の支給件数は 1,315万件 となってお り、
前年度に比べ 55万 9千綱1(44%)の 増カロとなっています。支給額は 643億 円となっており、
前年度に比べ 8億円 (12%)の増力|と なっています。

その他の療,111は、22年度の文給件欺は 77万 7千件となっており、前年度に比べ 7百件
(0196)の JI.加 となっています。支給,Iは 108億 PIと なってお り、前年度に比べ 2億円(14%)
の増力日となっています。

各支部における状況は図表 47、 48の とおりです。
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【く目衰4-6)現金綸付費の推移】
(件数 :件、金額 :億円、1件当たり金額 :円 )

【(日表4-7)現金綸付の各支部における支綸状況①】

場
合

18年度 19年 度 20年度 21年度 22年度

件数

傷病手当金     金額

:1件当たり金額

858,297

(17%)

871,860

(16%)

879,932

(0%)
922,602

(48%)

924,770

(02%)

1,377

(1 5%)

1.560

(103%)
1‐ 628

(44%)

1.699

(44%)

1659

(▲ 2儡〉
160,414

(▲ 01%)

178.960

(116%)

185,060

(34%)

184.190

(▲ 05%)

179382

(▲ 26%)

件数

出産手当金  |― ―― ― ‐

金額

(37%)

108,722

(▲ 183%)

103,650

(▲ 47%)

109,111

(53%)

!15.640

(6慨 )

491

(40%)

428

(▲ 128%)

41フ

▲25%)

441

(58%)

466

(55%)

件数

出産育児一時金 「 ― ―― ―̈―‐

金額

420.494

(27%)

431,227

(26%)

422.222

(▲ 21%)

392,585

(▲ 70%)
414,363

(55%)

1,339 1.475

(102%)

1,487

(08%)

1,549

(42%)

1,737

(121%)

‐  件数
高額療養費  : ― ―  ――

金額

(現物給付分を除く);  一― ― ――
11件当たり金霞

1 388,338

(105%)

1.003,5フ 7

(▲ 212%)

749,796

(▲ 314)

797,115

(63%)

773,181

(▲ 3銚 )
1,548

(4411)

1.036

(▲ 331%)

593

(▲428%)

585

(▲ 12%)

537

(▲ 83%)

111,515

(▲ 55%)

94,737

(▲ 150%)

79.050

(▲ 166%)

73,434

(▲ 71%)

69,417

(▲ 55%)

件 数

柔道整復師療養費    金額

1件 当たり金額

10.385,786

(91%)

1,190,766

(78%)

11.672.149

(43%)

12.591.402

(79%)

13,150,264

(44%)

542

(86%)

585

(79%)

604

(33%)

635

(52%)

643

(12%)

5.217

(▲ 04%)

5,224

(01%)

5172
(▲ 10%)

5,045

(▲ 25%)

4,389

(▲ 31%)

:  件数

その他の療養費    金額

11件当たり金額

604,810

(124%)

81

(6幌 )

665.983

(101%)

91

(121%)

702,581

(55%)

97

(60%)

775,904

(104%)

106

(102%)

7フ 6,596

(01%)

108

(14%)

13,434

(▲ 57%)

13,679

(1 8%)

13,739

(04%)

13,701

(▲ 03%)

13,880

(13%)

対前年度

※件数は、人数とは異なり、例えば 1人 2ヶ月間受給される場合は2件とカウントされている。

×出産育児一時金の件数は、産児数である。

※出産育児一時金の件数には、直接払いの件数を含むが、内払い及び差額払いは含まない

※高額療養費の中には、世帯合算、高額介護合算を含む。
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【(目表4-3)現金綸付の各支部における支綸状況②】

119

0002  4

|:||

(2)適正な現金綸付業務の推進

合資会祖1を北海道に設立し、標準■Alllを最高等級にして雇用した従業員にうつ病を装わ
せ、医師に偽りの■ヽえを行わせることにより、傷病手当金を不正に請求させ、さらに、イ也の

都道府りltに支店を設立し、同様の手国で傷病手当金を不正に請求させた事業上が21年 1月 、
詐欺容疑で違liされ、lpl年 12月 、札幌地裁により有罪判決が下さね́ました。

協会としては、このような不正な受給に刈処するため、21年度に二重支部において、疑
義のある中請を集中的に|:査・●主する手法についてパィロット事業を実lLiし ました,そ の

成果を略まえ、22年度においては、J/L金給付j二正化対策として、本部及び全支部に「保険
給付適止化プロジェクトチーム」を立ち上げ、23年 3月 現在で、不止請求の疑いがある計

求 llについて9o件 の不支給決定処分 (効果額 165,236千 円)を行いました。りき続き不正
受給のりj上 をヽ底します。

また、社会保障 A111会 べ111保険部会では、不正受給への対処及び給付の重点化の観点か

ら、傷高・出産手当金の文給ルiの上下限の設定、受給のための加入期円j要件の設定、事業主
や保険 療ヽに関11に 対する質問・「lr[|■ の法イト上の明nLな どについて制度改正を要望してき
ました。現在、Jlにおいて市11女改正が 1ヽ言」さね′ています。

(3)サービス向上のための取組み

協会においては、加入者、
.,業
主の皆様のご意見や吉1古 を受け止め、サービスの向上や

改 チに活かしています。

i)墨客様満足度調査及びお客様の声
21年度に引き続き、22年度t)23年 2月 7日 ～2月 28日 の間に、全支部の窓日に来訪さね́たお

客様にアンケー ト川氏に記入していただき、お客様l1/1度窓日調査を実施しました。
図表 49の ように、いずね′の指標も洋1足度は向上しました。IJに今 llはこオl′ まで低調であ
つた「施設の利り」の汁足度」に関する評価が比較的大きく上がりました。こねは、各支部に
おいて案内表示への工夫やお客様に対するプライバシーの配,iを行うなど、利便性の向上に

努めた結果であると為えており、今後、さらにサービスの向上や改善を行っていきます。(お
客イま11足 1女調IIの概要は参与資料を■照)

電話、メール、手紙等による「お客様の声」について 1)、 21年度にけき続き全文部にお
いて毎月定点十査を行っています。 (図表 410を 参照)



【く目豪4-9)お審薇演足壼菫口■壺】
指 標 21年度 22年度

窓ロサービス全体としての満足度 9820/0 94 896

職員の応接態度に対する満足度 90 0% 949%
目的のコ式度 986% 955%
口での 待 ち時間 の満 足度 877% 91 6つ4

i設の利用の満足度 77 6% 821%

【(目壺4-10)各支部に書せられた『おHの 声Jの■要】 (22年農定点日
=ま
とめ)】

m)サービス向上に向けた■■の数育研修
お客様本位のサービスの考え方の徹底や接遇の技術の一層の向上を図るため、CS(顧客
満足)向上研修を年 4回実施しました。接遇技術の向上をテーマとした研修では、民間出身

である支部長の講義を取入れ、苦情対応をテーマとした研修では、再発防止やエスカレーシ

ョン防止の観点からの組織的対応のあり方を研修項目に加えるなどし、一層のCS向上に努
めてまいりま

‐
ナ。

")健
壼保険晏員の姜■

健康保険委員は、広報、相談、各種事業等健康保険事業を推進していく上で各事業所等に

おいて大きな役害1をお願いしており、22年度1)21年度に引き続き年金事務所の協力・連携

や公募により委員の委嘱を進めてまいりました。23年 3月 末には、委嘱者数65,915名 (1ヤ

年同月比 7,923人 増)と なっています。また、協会の事業運営に対して理解・協力を頂くた

め、メールマガジン等による定期的な情報の提供や研修会を開催したほか、対話集会やセミ

ナーヘ参加いただき、事業運営に対する意見をお聴きするなどの取組みを行いました。

v)申睛書についての取□み
申請書等の様式や記載要領等については、設立前にイt用 していたものがわかりにくいとの

声を加入者からいただいておりました。協会では申請書等を新たに作成し、21年 7月 から

新様式の使用を開始しました。また、ホームベージには中請書等及び記入例を掲載し、わか

りやすいパンフレットやリーフレットを事業主及び加入者の皆様に情報提供しています。今

後も定期的にお客様の声等を参考にし、加入者の立場を踏まえて改善し手続きの簡素化を進

めてまいりたいと考えております。

22年度は、カロ入者からの問合せが多かつた任意継続、高額療養費、限度額適用認定証に

ついて改善しました。具体的には、退職時の健素保険の加入や任意継続についてのQ&Aを
ホームベージに掲載したl■か、任意rll続加入後の保険料納付方7_I等のご案内や限度額適用認

定証と高額療養費のリーフレットの作成 (配布は 23年度)や高額療養費の簡易試算の作成
(ホームベージ掲載は 23年度)を行いました。

健康保険給付等の申請・届出の受付については、郵送を推進しています。ホームベージや

年金事務所等で申請書を入手していただければ、協会の窓口にビ来訪いただかなくても手続

きが行えます。23年 3月 現在、申請・届出を郵送により提出いただいている害J合は約 70%

です。各種広報誌への掲載、来訪者及び健康保険委員研修会、日本年金機構が実施する説明

会での協力依頼により、引き続き郵送化の促進に努めます。

」)その他の取組み

インターネットによる医療費の情報提供サービスについては、多くの方々に利用していた

だけるよう日本年金機構が事業主の皆様にお送りする保険料納入告知書にチランを同封し

たり、医療費通文口の裏面を活用して周知広襲を行っておりますが、22年度中には 7,710人

の方が IDを 取得し利用しています。

甜
1意
見 堪 去

´

主な苦情 `意見 `欅壼
に

'●
●資をや央洒知の選付■月について

高頷療■,■つ啜産●●103'たの

“

度に

接鰈崚ttの選l■方法について
医療,過知のぶ(1カとに・,tr
便診■日の拡充につい (

生活師 饉摯興約機関の,たについて
ジェネツックに薬品のい,用に道について

‖)サービススタンダー ド
21年 4月 から、健康保険給付の中請の受付から振込までの期間についてサービススタン

ダード (所要日数の目標)を 10営業日に設定し、サービスの向上を目指しています。
サービススタンダー ドの達成状況については、21年 4月 支払分から実施状況を集計・分

析してきましたが、23年 2月 (達成状況の指標としては、事業計画上 3月 を用いるが、3

月については震災等による影響があるため 2月 の数値を使用)におけるサービススタンダー

ドの達成率 (10営業日以内に振込むことができた,1合 )は 969%で 、平均所要日813日 と
なっています。

今後も、「正確Jかつ・丁寧」な事務処理を行うととt)に、達成率を高水準に維持し、
適正な審査、迅速な支払いを行うよう取り組んでまいります。



任意継続被保険者の保険料納付方法については、毎月の納付の手間が省け、納め忘ね′にて1

ろ資格喪人の防止にく)な る日座振替の利用について、■に資格取得申請時にお知らせしなが

らllt進 しています。

高額療養費の米中請考に対するサービスとして、あいかじめ必要事項を記 iした中請 |

(7/― ンアラウン ド通夫口)を送付し、協会に返送していただくご案内を行っています。
また、医療機関から提出さね′たレセプ トを社会保険診療報酬支払基金 (以下「支払基金」)

において審査した結果、医療費が t領 査定さオl′た場合、 部負担金の減■|が 1万円以上にな
る加入者の方に対 しては、減額査定された医療費をお矢口らせ しており、22年度は 7,724件

の通知を行つています。

(4)窓 ロサービスの展開

各種中請等の受付や相談等の窓ロサービスについてit、 文部窓国のほかに、年金■i務所に

も窓日を設置していよす。

年企事務〕Tにおける窓ロサービスについては、契約職員による力l応 をしている支部は 43

支部 212カ 所、ネ:会保険労務 1:に 委託している支部は 28支部 122カ 所となっています。

なお、経費節減に努める観′イ、tか ら窓ロサービスの低下がないよう配慮 しつつ、窓‖業務の

縮小・廃 :、 配 =■■員等の兄にしを行 うこととしております。22年度末までに、文部や ト

務所間の距離や 方問人数を考1む した結果、2211務所において開設する
'1日
を ,小 し、29事

務所の窓ロサービスを廃上 しました。現在では年金事務所 (分宅を含む)の うち 285カ ワTに
おいて窓口を開設しています。

今後 t)、 窓日の受付状況等を踏まえ、効率的かつ効果的な態1,)を 検討し、皆lleの ごJl「を

得ながら、必要な見直しを行っていきます。

(5)被扶養者資格の再確認

健康保険の被扶■者がその資格再件から外ね′た場合に

'」

出を行い、■格を,メ |:することに

なっていますが、その届出の提出がさね′/1・いままとなっているケースがありよす。被Jtt i:者

資格の再確認により、そうしたケースをチェックし、届出していただいて資格を■除します。

この届出が捉 ||さ オl′ない ll:合に l lL、 保険言Iも 返納さね́ず無資 1/r受 診が/1じ たり、高 |卜者

医療制1蕗への拠出金等の負 1■が被保 :ミ者・被扶■者数に応 じたものであるため、女担額が過

大なものとなります。保 1貪給付や「√齢者医療 Ftに係る拠 |‖金等を適正なものとするため、22

年度に協会として初めて、
「
業主の皆様のご協力を得て被扶共者資格の再確認を実施しまし

た。

22年度は、被扶養者であった方が就職などにより勤務先で健康保険に加入した り合の11
除の届出が未提出 (二重力日入)と なっていないかを重点的に確認しました。その結果、約
87万 人の被扶養者解除のりJ出洩オ1′がありましたが、これを適正にn_■理し、消iハ者 X療 に係
る拠 ||1金 は推定で約 40億円が肖」ilさ ね́ ました。

3 レセプト点検の効果的な推進

':療
1■関が保険者に|【療費を請求するためのレセプ トは支払基金で審査されていますが、

支払基金において
`I査
さね′ていない事:項等についてはれ会が点検を行い、医療費の適正化を

ⅨIつ ています。

資格点検では、保険診療時における加入者の資格のる
‐
無を医療機関照会 (22年度の照会件

数は739,583件 )等により確認する点検を実施しています。力り入者資格を喪失した方による
受診を防止する取組みを進めつつ、この資格点検を行い、無資格受診を把握し、資格喪失後
に受診し生じた医療フ|'の ■1収を行っています。           .
外傷点検では、医,(給付の対象となつた外傷が交通事故等の第二者の行為に起因するもの
か否かを負傷原因照会 (22年度の照会件 1ては245,959件 )年により確認する点検を実施し、
第二者の行為に起因するJ=合は損害保lt会社等に求償しています。

内容点検についてlt、 効果的なレセプ ト点検をlt進するため、支払基金との間で電子レセ

プトによる再審査請求を可能としたことゃ、疑義のあるレセプ トを自動的に抽出し点検でき
るレセプ トの範囲や項目を拡充してきました。こね′に加え、レセプト点検に係る力1識・技術
を習得するための研修を実施したほか、「二定事:例研究等討論会を開催するなど点検情報の共

有化を図り、点検技術の全国的な底上げをメ|っ てきました。さらに、レセプト点検を専門に
行うレセプト点検員に刈し、インセンティブの向上等を目的として 22イ 116月 より成績に応
じた実1■評価方式を

'二

入しました。

22年度の被保険者 1人当たりのレセプト点検効果額は、資格点検および内容点検は 21年

度を L回 りましたが、外傷点検は 21年度を下lnり ました。こね′は、22年の交通事故の発生
件数・負傷者 J/Arが 対前年比で減少していることに伴い、第二者行為に起因する高額な医療給
付の I例の減少が原因と考えております。

なお、23年度は 22年度の実績を Lil□ Jる 日標を設定しております。

-45-



【(口表4-11)被保険者 1人当たリレセプト点検効果額の推移】

3.0∞

2.0∞

1.500

1,000

500

0

22 年度

(注 )内 容点検  診察、検査、投薬等の診療内容に係る点検
外傷点検  医療給付の対象となった外傷が労働災害や交通事故等の第二者の行為に起因するものか否か等の

給付発生原因に係る点検

資格点検  保険診療時点における力0入 者の資格の有無等に係る点検

409外傷点検島

【(目表4-12)各支部における点検効果額 (被保険者 1人当たり効果額 (円 ))】

資格 点検 外傷 点検 内容点検

北海道 2,580 304 1670

青 森 1,988 1 194

岩 手 2486

宮域 2250 356 2,074

秋 田 2,251

山 形 1217

福島 2016 303 346

茨 城 2156

栃木 2174

群 馬 2327 353 597

埼玉 2511 1 161

千 葉 2,707 444 660

東京 1,964

神奈川 2,472

新 潟 1858 242

富 山 2.226 1.784

石 川 2362 1.660

福 井 2456

山 梨 1964

長里予 2,407

岐阜 2946 356 1,066

静岡 2152 277

愛 知 397

二重 2135

滋賀 2582 470

京都 218フ

大阪 3,234 444 805

兵 庫 2.433

奈 良 3938 450 688

和歌山 2711 1,196

鳥取 339

島根 2348 1.553

岡 山 3016 444

広島 3418

山 口 2,605

徳 島 2293 2.289

香 川 2629

愛 媛

高知 2,592 846

福 岡

佐賀 2885 639 |,052

長 崎 2,922 444

熊本 2829

大 分 3.175 1468

宮崎 l,106

鹿児島 2408 687

沖縄 1 832 248 230

計 2478
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4.保健事業

保|ユ事業は、加入者の14Ltt1/D健 康の保持1曽進を図るための協会の■i業の重1●な柱であり、
効果的かつ効率的な保健事:■を展「 |する

ことが、将来の医療費の抑市」につながります。

健診及び保健指導を |]核 として、その他の保促事:業を適切に組み合わせ、保t il業の総合

的かつ効果的な推進をIXっ ていきます。                 `

g(1)特定健康診査及び特定保健指導の推進
20年 4月 から高齢者の医■のう1保に関する法律により、40 rt以上のカロ入■に対する特定
健康診査 (以下「lt定化診」)及び性診後の特定保「1+■の実施が医療保二者に:t務づけら
ね′、国から健診受診率等の達成目

'I(な
酌イ,rf)が 示さね′ています。具体的には、21年度、

特定,1診 実施率は 70%、 特定保健指〕
=実
施率は 45%、 メタボリックシンドロームの該当者・

予備群の減少率は対 20年度比 10%と なっています。

これらの日標の達成に向けて、20年 4月 、政府管■健月で保険において、5カ年計画 (ド五
参照)力た 表ヽさね′、協会として 1)、 これを踏まえ、特定健診等を推進しています。

【(回表4-13)5カ 年計画における実施率目楓】

※ 被保に者にかかる健診実施 :に ついて「i、 「 ;=者
からの11■結果取得分 20%を 含む。

※ 401ヽ 以 Lの被保険者 1,118万 人、被扶 贅 1108万 人 (22年度末nキ点 )

しかし、現状としては、後述のとおり、日

'Iを

下1可 る実施率となつています。こね′につい

ては、協会の場合、他の保険者 (11,〔保 [ヽ J11合や共済組合)と ヽなり、 1■コTの規模が小さ
く、かつ広い地域に点在 しており、効率的な特定il診 の受診勧奨や保に指■が■しいといぅ

Ti情 も背景にありますが、今後、ロメ
ー
「に向かってさらに努力していきたいとtえています。

そのような中、22年 5月 に協会内に検ホ1会を設けて協会の保健 lf業 全体の方針について
検ド、1を行いました、9月 に報告 1年 を取りまとめましたが、その中で、特定て1、 特定保 1圭指

導とともに、そね以外の保十[1「業の 1実な遂行も重要ではあるが、■会の特定f:ュ i,及び特定
保健指導の実施率は低い現状にあり、な酌標準を達成できなかったナ1合の後期 lj■ )者支援金
の加算などのベナルティー、日本ft大 の保■者としての取剰lみ姿いなどを巧

=し
て「当面の

間、′i活習慣病刈策として、特定健診及び特定保t7d指導を最大限に推進することを日標にし

て、事業運営に1支 り和lんでいくJと の基本的な考え方、方向性を打ち|||し ました。

i)健診

【被保険者の健診】

被保倹者のた診については、従来よリメタボリックシン ドロームに着日した特定健診の

項目を含む生活 1ギ●病 予防た診を実施 (健診ツリ Jの一部を協会が負担)し ています。
22年度の 401t以 11の被保1姿者のだ0受「,率は 409%(速報値)と なっており、21年度
の受診率 383%と 比較 して 26%)ポ イン トの増、受診者数では 32ノリ7千件の増加となり、
457カ 人の方が受診 しました,日 標 (450%)に は辻しなかった )ヽのの、相当近づいてきま
した (各文部の状況は図表 418の とおり)。
22年度は受■者の受入ね

"よ

勢の拡大と利便性向上を図るため、新たな健診実施機 周との

交渉を進めた結果、対前年度 155増の 2,620カ 所となりました。
また、労

`」

安全■:生法に基づき行わヤl′る」「業者健診の結果の取得率向上に向けたllt組み

としては、国の定めた電子的様式であるXML形 式データの作成単価を 22114月 から増額
(105円 から210円 へ)、 10月 にはC S VJ形式データでも取得できるシステム改修を実 lLiし 、

lTせてcsv形 式データを作成するための じxcclツールをホームページで提供 しました。そ
の結果、取得件数 131,024件、取得■は 12%と なっており、21イ i度 と比較して 103,444
件の11、 ポイン トでは lo%の 1,と なりました。 しかしながら、① 」「業上の方が協会に健
診結,itデータを提供 しても、個人情報保護に開する ':任は間わね′ないものの、事業上の一存

で従業員の健;1状況のデータを協会に提供することについては抵抗があること、② rrt診デ
ータの提供を拒んだとして 1):]則規定がないことから、llrxぇてデ_夕 提供を行いたくないこ
と、③ データ提供により「保11指 :■ を受診できる」、 「だ療ザ1の抑市」ができる」等の説明
をしていますが、事業上の方にとって直接的なメリットがあるとは感 じて頂けないこと等、
データ提供についてのlll解が十分得られていないという事:情もあり、20%の 目標にはなお大
11な耳[■ :が あります。

なお、■i業者li"の結果の取得に係る制度の運りll改善については 22イ 1111月 15日 の社会
保 1審 r■会医療保険部会に要望普 (62頁今月()を提出してお りますが、23年 4月 に発足し
た厚生労|,イの「保資者によるに診・保健指■等に関する検ふJ会」において制度の運用改善
が検討さね′ることになっています。

23年度に向けては、生活習慣病予防11診 の実施要お1等の見直 しを行いました。力日入者の
利l■性 1句 11及び協会と健診契約lt関の 1'す負担軽減を目的に、健診実施機関の選定基準の見
直しや本人が希望したナ1合 において 1∵ 内視4竜検査の実施を可能にするなどの改善をしてお
り、これらの取組みが今後の受診率向上に寄与する1)の と考えています。

また、健診を受診さね′る被保険者の方のうち希望さね′る方には付加健診、乳がん 。子官が
ん検診、月F炎 ウイルス検査を実施しています。

20年 1■ 年 度 22年 1■ 23年 1■ 24年度 (■ =酢 |‐ 4t)

定健 jk診 査 54 4ヽ 58 4■ 62 3% 66 2% 70 0Ъ

被保■者 60 0% 62 5% 65 0% 67 5% 70 0%

被扶共者 400% 47 5% う5 0% 62 5% 70 0%

ll定保 IL折 準 26 3% 31 35 9% 40 5% 45

被保険 者 28 2% 32 7% 37 1% 41 2% 45 0%

被扶 ■者 20 0% 26 2% 32 4% 38 6% 45 0%



付加健診は、40歳及び 50歳 の方を対象に一般健診に加えてさらに検査項目を増やし、病

気の早期発見や生活習慣改善などの健康管理に活かします。22年度の付加健診実施件数は

155,752件 で、21年度と比較すると13,426件 の増加となりました。

乳がん・子官がん検診は、偶数年齢の女性を対象に乳がん、子官頸がんの早期発見を目的

に行っています。22年度の実施件数は、乳がん検診 377,007件 、子官がん検診 562,948件

と、21年度と比較するとそれぞれ 6,062件 、24,184件 の増加となっています。

肝炎ウイルス検査は、肝炎ウイルスヘの感染の有無を調べるための検査です。22年 度の

肝炎ウイルス検査件数は 194,268件 で、21年度件数 203,213件 と比較すると8,945件 の減

少となりました。これは、肝炎ウイルス検査は生涯に 1回だけ受診していただくこととなっ

ており、多くの方が既に受診さね′ていることが原因ではないか考えています。

【(回表 4-14)被保険者の生活習慣病予防健診の薇要】

【(回表4-15)健じの実績 (22年 4月～23年 3月 )(速報値)

【被扶養者の健鰺】

22年度の被扶養者の特定健診の受診率は 131%と なり、21年度と比べて 09%ポイント
増加しました。受診者数は21年度と比べて、3万 5千件の増加となりましたが、日標 (550%)
を大きく下回りました (各支部の状況は図表 418の とおり)。 これについては、本格的な

取組みが始まったのが政府管掌健康保険から協会への移行後であり、受診手続きなど、周知

が十分でなかったことが原因であると考え、22年度は以下のような取組みを進めました。

受診手続きの簡素化を図るために、特定健診の受診券の交付手続きについては、一部の

方を除き、こね′までの申請手続きを省略してあらかじめ発券する方式に切替えました。これ

は21年度には 3支部で試行していた取■lみを全国に広げたt)のです。

また、受診しやすい環境を整備するため、健診機関増加策として、他の保険者と共同じ

ての地域の健診機関等との契約 (集合契約B)に加え、健診機関の全国組織 6団体との契約
(集合契約A)(約 2,200機 関)を締結しました。これらの契約は、現状では、地域の健診
機関との契約に比べ安価であり、加入者の負担軽減にもつながります。

利便性向上を図ることを目的に、市町村が実施するがん検診等が同時に受けられるよう

に、他の保険者や市町村との連携強化についても進めました。

23年度の新たな取組みとしては、受診券を対象者の自宅に送付するモデル実施を4支部

で行います:受診券の配布にあたっては、事業所の事務負担が過大となっている可能性や事

業主から被保険者を通じて被扶養者に受診券が配布さね′ていない可能性等が考えられるこ

とから、モデル事業を実施してその効果や問題点を検証し、被扶養者の方への効果的な勧奨

や利便性の向上を図っていくこととしています。

20年度 年 度 22年度 増減

健診実施率 (40歳 ～74歳 ) 35 9% 38 3% 40 9% 26%
一般健診 (40歳 ～74歳 ) 3,925,057 4,239,924 4,567,350 327,426

一般健診 (35歳 ～39歳 ) 821,298 911,492 1,014,002 102,510

付加健診 132, 142.326 155,752 13

=し

がん検診 328.834 370 945 377 007 6,062

子宮がん検診 466,429 538,764 562,948 24,184

肝炎ウイルス検査 253,840 203.213 194.268 A8,945

事業者健診取得件数 27.580 131.024 103 444

健診実施機関 2,315 2,465 2,620

主な検査内容 対象者 自己負担 手続

一
般

健

診

問診、触診、身体計損1、 視力・聴

力測定、血圧測定、尿検査、使港
血反応検査、血液一般検査、血糖

検査、尿酸検査、血液脂質検査、

肝機能検査、胸部・胃部レントゲ
ン検査、心電図検査など

35歳～ 74歳の方 最高 6,843円

受診希望の健診

機関に予約後、

お勤め先を通じ

て支部へ申込み

ます (任意継続

被保険者の方

lt、 支部へ直接

中し込みます)

付

加

健

診

尿沈澄顕微鏡検査、血液学的検査、

生化学的検査、1艮底検査、肺機能

検査、腹部超音波検査

一般健診 を受診

され る 40歳 の方、
50歳 の 方

最 高 4.583円

乳

が

ん

。
子

官

が

ん

検

診

乳がスン

問診、視診、触診、乳房エックス

線検査

子官がん

問診、細胞診

。一般健診を受診

される 40歳 ～74

歳のlfR数年齢の

方
・36歳、38歳の
―般健診を受診

される方は子官

がん検診のみ迫

加できます
・20歳～38歳の

偶数年齢の方は

子官がん検診単

独で受診できま

す

50歳以上

最高 1,666円

40歳～48歳

最高 2,240円

(年齢により乳が

ん検査の撮影方法

が異なるため負担

額が異なります )

乳がん検診のみ

上記金額から最高
630円 を引いた金
額

子宮がん検診のみ

最高 630円

肝

炎

検

査

HCV抗 体検査 、HB s抗原検査 一般健診を受診

される方 (過去に

C型肝炎ウイルス

検査を受けたこ

とがある方を除

きます )

最高 595円

受診者ご本人が

直接健診機関に

申込みます
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【(田表4-16)被扶姜者の特定健康診査 (特定健診)の概要】
検査内容 対象者 Ft用負押 手続

(基本健診 )

閾1診、身体計測、血圧測定、尿検査、

llT機能検査、血液脂質検杢、血粧検査

(医師の判 lJlに より貧血検査、1民底検

査、心電Ⅸ検査を実施 )

10歳 か ら 74歳

健診費り‖総額の うち

5,100円 を超える額が

ご家族の負担 とな りま

す。

受診希契の ■診機関 1_

直接申しi△みます。

図表 4-18)各支部における健診等の実施状況 (速報値 )
被保墳者 被扶養者

(― ほ償診

i予 防 rll診

40～ 74蔵 )
事業者■診

=果
取得 特定健診

件数 取得卑 件数 実施理 件数 実施
=

北海道 214911 376% 25396 106% 240925 297%
62038 445% 1 954 6967 134% 70959 371%

岩手 47405 34500 0 13300 53.322 290%
官 城 106960 51 5% 1893 17296 219% 126149 440%
秋 田 46121 392% 135% 53036 323%

74191 565% 9435 11730 278% 95356 650%
・.島 102414 504% 3173 13618 194% 119205 436%

フ3800 393% 10081 156% 83966 333%
栃木 66292 430% 1089 143% 75101 361%
幹馬 80706 452% 10656 58% 92025 374%

108051 31 8% 15586 125088 271%
89673 372% 3378 10738 103789 319%

東京 378303 32600 59885 442068 28101
神奈川 167573 41 2% 8921 17266 193,760 354%
新潟 148985 549% 21921 232% 171 370 468%
富山 72994 526% 7500 80957 451%

61,145 2930 7977 /2052 391%
444% 3723 388%

46262 591% 0 6728 52990 504%
86593 416% 8937 10,480 158% 106,010 386%

岐 阜 99922 449% 22409 10101 11 298 133629 437%
143704 447% 3684 13187 160575 381%

愛知 235866 356% 12 29825 278422 304%
80,679 523% 171 5827 8667 416%
50,320 487% 2709 4188 7217 403%
124286 482% 10683 135343 378%
232886 2436 41431 276753 21 7%

兵庫 176202 5038 12% 19 200415 334%
31.228 351% 3019 3613 7860 293%
38867 437% 1450 2 777 43094 345%

鳥 取 26625 399% 11% 2430 11 7% 29783
島 根 50254 560% 4175 148% 55436 470%

94137 423% 1655 120 147% 106912 359%
広島 132472 3261 10728 146461 337%

58,789 5175 105% 64144
373% 3732 127% 35932 31 3%

48591 403% 1898 5842 143% 56.331 349%
愛媛 75.845 472% 81950 372%
高知 45110 52800 3.249 12600 48685 438%
240169 448% 07% 19601 263,368 354%

佐 賀 1580 11 1% 46449 369%
長崎 60,627 5409 102% 66093 330%
F本 95.586 7525 122070 104009 419%

72229 540% 9.093 18600 81,675 447%
59144 478% 4300 106% 64.072 390%

F児島 70,479 7755 6134 95% 84368 330%
71 551% 8752 168% 80.550 445%
4567350 409% 131024 536665 131% 5235039 343%

【(回表4-17)特定健鰺の実績 (22年 4月 ～23年 3月 )(速報値)】
20年度 21年度 22年度 増 減

実施 率 112γ , 12 2% 113 1% 0996

受診数 454,509 501.543 536,665 35 1

受診券発行件数 1,327,021 1,176 296 4,141,297 965 001



1)保健指導

【櫨保険者の保健指導】

生活習慣病予防健診 (特定健診)や事業者健診の結果に基づき、メタボリックシンドロー

ムのリスク数に応じて、生活習慣の改善が必要な方には特定保健指導を行っています。また、

併せて特定保健指導に該当しない方で保健指導を希望される方にも保健指導 (以下「その他

の保健指導」)を実施しています。

被保険者に対する 22年度における保健指導の実績は、特定保健指導が初回面談 139,892

人、6カ 月後評価 61,443人 、その他の保健指導が 316,982人 となっています。そね′ぞれ 21

年度に比べると初回面談 12,800人 、6カ 月後評価実施 17,003人 の増加、その他の保健指導

24,621人 の減少となっています。実施率について )ヽ、 62%と 日標 (371%)を 下回りまし
た (各支部の状況は図表 422の とお り)。
協会の事業所は中小企業が多く (事業所の 6割が従業員 5人未満、4分の 3以上が従業員

10人未満)、 訪問事業所における特定保健指導対象者が非常に少ないこと、また文部の拠

点が都道府県で 1カ 所であるのに対し、事業所は山問部や島しょ部を含め、都道府県内にく

まなく所在 していることから、構造的に効率的な保健指導が難 しいこと、特定保健指導の対

象者数に対 し保健指導者数が極端に不足していることが目標を下回つている主な原因と考

えてお ります (22年度の実績では、保健師 1人 当たリー日に概ね 15事業所を訪問して、
平均 66件保健指導を行い、このうち特定保健指導対象者は 24人 となっています)。

22年度は目標の実施率の達成に向けて、実施体制の強化や事業の効率化対策など、以下

の取組みを進めました.

実施体制の強化策としては、特定保健指導の実施について約半数の支部が保健指導機関

等への外部委託を導入 しました。また、支部における人員体制強化のために管理栄養士の雇

用についてモデル実施を行い、成果や課題を検討しました。

23年度に向けては、外部委託についてはシステム面で必要な改修が終了したので、全支

部での導入を予定しており、また管理栄養士の雇用は 60名程度を予定しています。

事業の効率化策としては、保健指導の継続的な支援の方法によって途中で中断する割合

に差異があることから、継続率の高い方法 (事業所の訪間や電話・メールによる相談)に切

替えたり、1人の保健師が 6ヵ 月間継続的に支援を行 う担当制から、初回の面談と2回 日以

降の支援を複数の保健師で分業するリレー制を必要に応 じて導入するなどの取組みを行い

ました。

なお、これまでの保健指導については、健診で保健指導の対象 となった方以外の事業所の

従業員の方 )ヽ含め、事業所で保f7a指導を希望する方を対象に実施 してきました。20年度か

ら特定保健指導が始まってからも、事業所全体の健康づくりやポピュレーションアプローチ

が特定保健指導の推進に欠かせないことから、指導の対象を特定保健指導の対象となる方に

限定せず、特定保健指導と特定保健指導対象者以外の方向けの一般の保健指導 (図表 4-19

では「その他保健指導J)を訪問した事業所で併せて実施してきましたが、23年度に向け

ては、前述 (48頁 )の とおり、協会内に設けた検討会において、保健事業の今後の進め方

について「当面の間、生活習慣病対策として、特定健診及び特定保健指導を最大限に推進す

ることを目標にして、事業運営に取り組んでいく」こととしたことを踏まえ、一般の保健指

導に対する事業所側のニーズに一定の配慮をしつつも、特定保健指導を最大限推進する方針

です。

【く日表 4-19)被保険者の保健指導の実● (22年度速報値)】
20年 l■ 年度 22年 噴 増 泣

特 定 保
健指導

一　
一価鑢一嚇一̈

．
５
，
一
■

4 8%

127 092

62%
139,892

1 4%

12,800

44,440 61.443 17

その他保健指導 540,069 341.603 316,982 A24,621
保健 指導体制 (保健師等抑 628

【●考】保偉指導事業実績等 (17年度～19年度)
件 数

17年 度 18年度 19年度

個別相談 150 152 655,823

集団指導 40,475 71 44 005

計 581,625 653,864 699,828

【(目表4-20)保健指導の外部委託の契約機口数 (22年 4月～23年 3月 )】

契約機関数

北海道

宮城

山 形

茨 城

栃木

埼玉

千 葉 2

東 京

神奈川 2

新 潟

長 野 3

岐 阜

静岡

愛 知

二 重 3

京都

大阪

広 島

愛 撮

佐賀

熊 本 8

宮 崎 3

沖縄

合 計



【(国表4-21)保健指導保健師の配置状況 (23年 3月末時点)】
定 数 配 置数 欠 員

北海道 6

青 曇 0

岩手 4
宮 城 3

秋 田

山 形 13 4

福 島

茨城 2

栃 木 9

群馬 3 3

埼 玉 5

千 貴 12

東京 12

神 奈 川 3

新 潟 2

富 山

石 川

福 井 0

山 梨 8 2

長野 3

岐 阜 2

静 岡

愛 知 3

三 ■ 3 12

滋 賀 3

京都 2

大鷹 2 9

兵 l・I

奈良 11

澪0歌山 8

鳥 取

鳥根

岡 山

広 島

山 口

徳 鳥 8

香 川

9 8

高 知 9

福 岡 0
佐 賀

長 崎

肢 本

大 分 12 3

宮 崎 0
圧児 鳥 15

'中

縄 0

合計 115

【〈□表4-22)各支部における被保険者の特定保健指導実績 (速報値)】
複保険者

初回面談 ヶ月後評価

件 数 実施率 件数 実施率
北海道 7550 155% 0) 39%

2.391 ) 185% ) 9 10/0

岩 手 2 540 , 24 60/0
) 101%

宮 城 3331 4 196
秋 田 2 066 2060/0 ) 660/6
山 形 2,11 13 3% 6 1%
福 亀 6 528 ) 29 1% , 12 80/0
茨城 2241 136% 104%
栃木 3.297 22 49` 1 499 0) 102%
諄 馬 1514 ) 86% 1 ) 38%
埼 玉 2 082 88% 1061 45%
千 葉 1851 880/0
東 京 5 453(847) 62% |.783 200/0

60/c 25%
新 潟 3441( 6) 0) 36%
冨 山 2 058 144% 61′ ( 39る

石 川 2.343 ( ・―) 19 09る 1 096 ) 89%
福 丼 1665 ) 18 4%

) 98%
山 彙 l,169( ―) 129% 506 ) 5 696
長 野 5 857 19● 2,799 158%
崚 阜 3,234 160% 1779 88%
静 岡 3 197 11 40/6 11) 26%
量

"
3 108 57% 0) 29%

三■・ 13 79る 35%
誌 賀 1314 ) 13 89る

) 52%
京 都 9 50/0 33%
大 阪 3.229 8) 62% 1064 2 00/0

兵・T 3.307 ) 87% 1 08′ ) 29%
奈 良 1 507 ) 19 896

) 67%
和歌山 ) 75% ) 46%
鳥取 1 809 ) 32 20/6 143%
鳥 根 ) 27 1% ) 9%
蘭 山 3 233 ) 157% 1 789 ) 87%
広 民 6572 22 39る 〉 70/0

山 口 2 286 ) 19 30/Q 190
) 14 10/0 66%

一沓 3 907 36 60/0 2,4 ) 234%
11 696 85%

高 知 |.615 ) 167% 1031 )

福 岡 2,3′ 5 ) 43% 1821 ) 33%
佐賀 1 876 22 10/0 896
長崎 2.409 ) 198% ) 196
贅本 5 644 27 00/0 2.479 11 99る
大 分 2,874 179% 1 082 ) 670/0
宮崎 6.301 521% 3 952 327%
壼児島 ) 188% 1259 720/6
沖縄 3150 169% 1131 61%
合 計 39 892 (3 196 61.443 298) 62%(注 )上記保健師 606名 のほか、全国で 22名 の管理栄養士が別途配置されている。

(注 )「初回面談」及び「6ヶ 月後評価」の件数の括弧内の数字は外部委託による実施件数である。



【被扶養者の保健指導】

被扶養者に対する22年度における保健指導の実績については、特定保健指導が初回面談

1,129人、6ヵ 月後評価実施が810人 となっています。21年度と比べると初回面談 317人 、

6ヶ 月後評価実施 586人 の増加となっています。実施率は 16%と 大きく目標 (324%)を下

回つてしまいました。

指導体制については、集合契約 B(他保険者と共に地域の健診機関と契約する方法)にお

ける実施機関数は減少している )ヽのの、平成 22年度に集合契約 A(協会と健診機関の全国
組織が契約する方法)を締結した結果、全体数としては増加となっています。

被扶養者の保健指導は依然として低い状況ですが、その原因として自己負担額が生じる

といつた問題や身近な市町村等で保健指導を受けることができないという問題等がありま

す。利用券送付時にバンフ等を同封するなどの受診促進に取り組んだり、保険者自らt)実施

できるように環境整備等を進めるなど、実施率向 Lに努めてまいります。

【(回表 4-23)被扶養者の特定保健指導の実績 (22年速報色)】

20年 度 21年度 22■三り蔓 増減

実施 率 0% 04% 16% 12%
初回面談 H2 l 129 31

6ヶ 月後 評価

保健指導体制

積極的支援実施機関

動機づけ支援実施機関

6,337

12 960

7,356

13,1,23

1,019

363

※22年度の実施機関の増力日要因は、集合 A締結によるもの

目表 4-24)各支部における被扶養者の特定保健指導実績 (速報 )

被扶養者

初回面談 6・ヶ月 「輌田

件 数 実施率 件 数 実施率

北海道 48 22% 49 22°/o

青森 17 24°/0 240/0

岩 手 8 090/O 2 02%
宮城 23% 13%
秋 田 20 29% 23●/O

山 形 28% 0%

福島 25% 4%

茨 城 19% 2%

栃 木 29% 40/.

群 馬 38% 90/0

埼玉 250/。 6%

千 葉 11% 4%

東 京 170/。 8 02%
神奈川 29% 15%
新潟 23・/0 24%
富 山 25% 08%
石 川 35% 7 110/Q

福井 3 08% 4 11%
山 梨 8 17% 7 15%
長野 27% 37%
岐 阜 58% 46%
静岡 280/. 34%
愛 知 21°/。 150/0

4 08% 1 02%
滋 賀 9 26% 6 17%
京都 27 32% 11 13%
大 阪 11% 05%
兵 庫 11% 08%
奈良 8 25% 8 25%
和歌山 20%
鳥 取 3 09% 2 06%
島根 26% 200/.

岡 山 52% 38%
広島 16% 20%
山 口 24% 7 1 50/.

徳島 49% 24%
香りII 23% 24%
愛 媛 39% 19%
高 知 6 16% 18%
福 岡 17 08% 3 01%
佐 賀 18% 18%
長崎 2 04% 4 08%
熊 本 狛 69% 57%
大 分 16 19% 16 19%
宮 崎 9 22% 12 29%
鹿児島 12 19% 10 16%
)中縄 17% 15%
合計 22% 160/。

-58-



(2)保健事業の総合的かつ効果的な推進

i)保健事業推進検討会
保健事業の中長期的な展望や方向性について明確化することを目的に「保「11業推i=検
訃l会 」を22年 5月 に設=′1し ました。この検討会においては、保健事業の今後の進め方につ
いて5回 に波つて検ふJし 、9月 に報告■を取りまとめました (48頁 、55頁

'照
)。 報告 ■

の概要については下記のとおりです。

協会 けんぼにおける保位事業の今後の進め方 について (概要 )

平成22年 9月

全国健康俣険博会

本年5月 、協会に保 t‐t:)葉 推進検討会を設置 し、 9月 までの間、5回にわたって保健ミトt~の今後の進
め方を検討 した。検討姑異の概要は次の通 り。

○ 協会の保健事業の基本的方向性 としては、特定IIE診及び特定保健指導とともに、それ以外の保正事
業も着実な遂行が重要。

○ しか しなが ら、特定 Ftt診及び特定保位指導の実施
=は
低い現状にあることか ら、当面の Fnlは、特定

住診及び特定保健指岬を最大限に推進。

く特定位診の推進方■>
□ 加入者キから要望の多い横査項目の追加等の検討
例 胃内視載、ヘモグロビンAl c

□ 健診実施機関数を増やすため、健診権聞選定基準の見直しの検討
例 婦人健診や付加健診が実tできなくても一餞健じが実施できれば契約できるように基ユを振和する

□ 事業所の事務負担軽減のため、健診申込み方法の見直 しの検討
□ 事業者健診データ取得にrtる 制度的課題の調整を厚労省へ働きかけ

<特定保 t‐2指導の茫進方■>
□ 保健師一人当た りの特定俣住指導実施件数 (評価終了件数)の増大に努力
例 現在手作

=で
行つている予務作婁のシステム化

□ 管理栄養士、1`会による保健指導を補完するための外部委託の活用
例 at診 と保

‐
r指 導をセットで行うことが合理的であることから健お実

=槻
F.lへの姜託を進める

○ 特定健診及び特定長健指導以外の保健 l.業 として、レセプ トデータ及び健診データを活用 した■●_
化防止対策や健康相 :☆ :F案等を実施。

1)健康づくり推進協日会
各文部においては保健 」業を 11滑かつ効果的に推 lfFするため、加入者・ i業主・学F■経
験者に加え、保 |■医療関係者や行,tli関関係者等を交えた 「健賣づくり推 ,1・ 1.■会」など

を設 Fiしています。この協言i会 では、「こ域の実情をFホ まえた保t」「業の全体像や、中長 11
的な展望を検訃Jしていくこととしてお ります。

輛)パイロット事業
保忙事業の効果的な推進や医■ :t,=正 化を目的として、本部と支部が共同で実施するバ

イロット事業に取り組むととt)に 、その成果を踏まえ効果的な事業については各支部にお
いて展 l■lす ることとしています。

21年度に実施 したパイロット■l業 (11文 部にて実施)については、22年 9月 に各 i業
の内容を取りまとめた「パイロット市業実施報告 :t」 を支部に提供 し、そのノウハウを協

会 /「N体で共有しました。各支部では地域の実lHを踏まえ、これらのノウハウを活用した保
174事 業を展開しています。

また、22年度のパイロットi業は 3支部で 4事業を実施しました。それぞれの事:業につ
いては、22年 11月 に中H」報告会、23年 3月 には,ヒ終報告会を開催して実施状況や成果に
ついて取りまとめました:実施した 4事業のうち「ITを活り‖した特定保174指 :■」について
は、保健指i=の 効率化・加入者ニーズヘの対応・保健指導の効果といった面において一定
の成果が得らね′たため、メールによる相談の推進や保健指導ソフトウニLアの導入等により、
今後の全国Iじ」を■訃ナしてまいります。

【(国表 4-25)21年度、22年度に実施した保健事業に係るパイロット事業】

Ⅳ)各種事業の展開
lt診や保健指)=の ほか、生活習lri病 予防などの健康づくりや肝炎・エイズ等に関する知
「Iの普及や啓発に取り組んでいます。各支部においては、健康づくりlll進 協議会における
提言や地域の実情などをrは え、糖尿病 ■防のための健康づくリセミナーの関催や職場に
おけるtl[促進 」「:ι、ウォーキング促う±活動、禁煙イ足進運動などのFi業を支部lЦ 自の取組
みとして実施したほか、|=診ゃ保た指導の結果を分析し効果的なアプローチができるよう
検証を行う等の各4_事:業を実施し、総合的な保健 J千業を推進しました。
また、保険者協議会及び地域・職域ヒ携推進協議会などの場を通じて、自治体や他の保
1食者との連携の強化を図りました。特に、特定健診とがん検診の同時受診の促進について
積lif的に取組み、向治体との連携では、がん検診を実施する市m∫本Jと その日程について情
報共有して加入者への案内サllチ ラシを作成したほか、他の保険者との連携では、健康保険
組合,■合会と連携して、健診tt関 の契約情報と市日「村が実施するがん検診の情報を取りま
とめてホームベージ上で情報提供しました。また、各都道府県における保険者協議会の現
状や問題点等を取りまとめ、保険者協議会中央連絡会で協会の意見を発言しています。ま
た、11月 に社会保障審議会医療保険部会に特定i/11診及び特定保健指導の見直し等に関する
要望を提出いたしました。

文部ま 内   容

21年 FtF 11文部
t康保険委員を通じた 11キリFにおける性康づくりの推進
若年 11に
'点
を置いた健康づくりの支援

特定保性指
=と
ll康づくりの|1続性の確保

年度 3文部

lTを活用した保ll指導の効率的な実施
レセフ ト・性診データを活用 した通知や訪問指導による受診勧奨等
嗜尿病忠すへの医療l・関との連携による生活習 lll改善ソ riグラムの提供
医療■データ11の分析により、地域の実llを踏まえた保健事業等を推進



【医療保険部会に提出した要望事項 (22年 11月 15日 )の概要】

特定健診及び保健指導の見直し等に関する要望

1特定保健指導の実施方法
効果的な特定保健指導を実施できるよう、標準的なプログラムについて見直すこと、

2_特定健診 とがん検診の同時受1'機会の拡大
特定健診とがん検診の同時受診の機会の促進方策の検討をすること。

3労働安全衛生法における定期健康診断 (事業主健診)の取得について
本人の同意がなくても事業主健診の結果を保険者に提供できる仕組み及び健診結果を積

極的に保険者に提供することなどについての事業主への周知。

4 特定健診及び特定保健指導の広報について
国におけるメディアなどを活用 した積極的な広報活動。

5.船員保険事業

船員保険事業が 22年 1月 から協会に移管され、22年度は初めて年間を通 しての事業運営

を行つてきました。

21年度は、業務の切替えを円滑に行 うことに注力した事業運営を行つてきましたが、22

年度は、安定的なサービスを提供できる体制づくりを目指し、事業運営に取り組んでまいり

ました。22年 3月 末時点では保険証の発行に要する日数 (3営 業日以内)や現金給付の支払
に要する日数 〈10営業日以内)は 目標を達成し、事業運営は慨ね軌道に乗つてきたところで

●。

今後とも、関係各方面のご協力を得て、すべての加入者及び船舶所有者の皆様の利益の増

進を図ることができるよう、全力で取 り組んでまいります。

〈1)保険運営の企画・実施

:)保険者としての総合的な取組の推進
加入者の疾病の予防や健康増進、医療費適正化を進めるため、医療に関する情報提供、

保健事業の効果的な推進、効果的なレセプト点検の推進等に努めています。

1)新たな保険饉への切書えの円滑・着実な実施
保険証の切替えについては、日本医師会、日本歯科医師会及び日本薬剤師会等への説明、

ホームページヘの掲載及び船員保険関係団体広報誌により周知を図り、新たな保険証への

L/」替えを円滑かつ着実に実施しました。

【発行枚数】

(保険証)
。一般被保険者 97,542枚 (狡保険者 42,872枚 、被扶養者 54,670枚 )
・疾病任意継続被保険者 1,987枚 (被保険者 997枚、被扶養者 99o枚 )

(高齢受給者証)

・一般被保険者 1,884枚 (被保険者 577枚 、技扶養者 1,307枚 )
・疾病任意継続被保■者 92枚 (被保険者 60枚、被扶養者 32枚 )

1)情報提供・広報の充実
加入者・船舶所有者の皆様への広報については、ホームページを通じ情報提供を行つて

います。また、平成 22年 4月 からは「船員保険マンスリー」の掲載を開始し、毎月、船

員保険部から申請の手続き情報・健康づくりに関する情報など、加入者や船舶所有者の皆

様に役立つ情報を掲載しています。

22年度は、インターネットをご利用いただけない加入者や船舶所有者の方への広報の

一環として、船員保険の事業内容を簡潔にご案内する資料「船員保険業務のご案内」パン
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フレットを作成し、協会支部、船員保険事
'務
を取扱う年企事務所、労働局などの窓口に設

置いたしました。

その他、23年度の介護保険料 ::の引上げに伴 う川女口広報として、日本年金l tlitの 協力
のもと、船 lll所有者に送付する保 11料納入告知

'卜

にチラシを同封するなど、企 tl・ln所有者、

疾病任意継続被保険者の方に周知サllチラシをお送りするとともに、関係団体の11関誌等に

情報の掲載をいたしました。

22年 1月 から船員保険事業を協会が運,Iす ることとなったことを機会に、船員保険制
度を身近なものとしていただけるよう、船員保険のシンボルマークの設定を行いました。
シンボルマークは、ホームページ・バンフレット等、船員保炎の周夫、広 11に 広く活サllし

ていきたいと考えています。設定にあたっては、ホームページゃ関係 l■l体の機関誌等によ

り募集をしたところ、226点 t)の応牙をいただきました,

今後とも、加入者の視点に立ったわか りやすい広報を心がけるとと1)に 、様々な広報媒

体を活用しながらIn報発信力を強化 してまいります。

【く日表4-26)船員保険部ホームページアクセス件数 (22年 4月～23年 3月 )】

船員保険部ホームペ_ジァクセス件数

20000

15000

10000

5000

4月   5月   6月   7月   8月   9月   10月  11月   12月   1月   2月   3月

鮭

ユ単ボ 躙 軍」篤 Iヵ lξ■ムミ、じよ

:数を誕 してお り、セ ンシヨン数を計上 している%■ の (図

■)健全かつ安定的な財政運営の確保
船員保険の収入は487億 円となっており、その主な内RINは 、保険料等交付金が356億円、
疾病任意継続被保険者保険料が 15億 円、国l市補助・負担金が 32億円、雌■上年金給付■
等交付金が 78億円となっています。

方、文出|ま 457億円となっており、その主な内訳は、保険給付費が 276億円、後期,:
齢者支援金等の拠||1金等が H3億円、介護納付金が 32億 Fl、 業務経費・一般管理■が 35
億円となっています。

lfiN員保険市」度を安定的にlT'Iキ していくためには、財政運)1の状況を適切に把握・検証す

る必要があると考えています。

V)準備金の安全確実かつ有利な管理・運用
船員保険の準イ1金は、保険給付 ′:の増加等の不測の事態に備えることや被保険者の皆様
の保険料率のllK減に充てるため等の財源として保有しているものであり、運 Llに 当たって

は「安仝確実かつ有利な管理運用」を行 うことを基本として検討を進めてきました。
22年度から船員保 1食の ll il金 の道サJをけ‖始することとし、4月 に金銭信託 (運月J対象は
日本国債で満期保有を原興J)による避

'日

を行 うこと等を定めた「船員保 1倹 FJ」定ll備金の運

用に関する基本方針Jを策定しました。6月 に当初信託金 2oo億円を原資として道月Jを lTl
始、3月 には 100億 円を追加イ言託し、結果、平成 22年度lt収益として約 3千万円を計上
しています。

引き続き、被保険考及び朴舶所有者の
j●L様からお預かりしている準lim金について、安全

確実かつ有利な運用に努めてまいります。

(2)船員保険綸付等の円滑な実施

船員保険事業においては、職務外疾病給付に加え、胤務上独自・上乗せ給付や経過的に

支給する駄務上年金などの給付事業を行つており、これ′らの保険給付費の適正かつ確実な

支払に努めてよいりました。

i)現金輪付の支綸状況 (22年 4月 ～23年 3月 )
職務外給付の 2211度 の文給状況は、傷病手当金の文給件数は 6,735件 、支給額は 18億
8,3Rl万 6千円、出産手当金の支給件数は 17件、支給額は 1,005万 7千円、出産占児一
時金の支給件数は 1,15イ 件、支給額は 4億 8,363万 1]J、 高額療養費 (償還払い)の文給件
数は 2,672件 、支給額は 2億 1,070万 2千円、柔道整復師療養費の文給件数は 32,953件 、
文給額は 1年 5,331万 P]、 その他の療養■の文給件数は 2,660件 、文給額は 4,768万 6千
円となっています。

職務 卜給イ」の 22年度の支給状況は、傷病
「
当金の支給件数 2,209件 、支給額 8億 8,869

万 6千円、療」●|′の文給件数は 682件 、文給額は 3,834万 6「 円、1障害年金・遺族年金の
22年度末の受給者数は 2,293人 、支給額は 42億 5,679万 5「 円、障害手当金・遺族一時
金の支給件数は 72件 、支給額は 2億 2,381万 1千円となっています。

l,9511013



(単位 :件、千円、 1件当たり金額 :円 )
18年 度 19年 度 20年度 21年度 22年度

職
務
外
給
付

傷病手当金

件 数
‐７

は

6,735

(▲ 61■ )

金額
1 727.:98

(0 81)

1,866 142

(8 0,)

1 970 451

(5 6") (▲フ99 (38%)

1件 当たり金額
(0 6%) (8 3%) (51ヽ )

279 705

出産手当金

件 数
19

(▲ 345つ
6 6 4

〔▲333ヽ ) (3250%)

金 額
(▲ 51い )

3 909

(▲ 258%)

出産育児―

時金

件 数
(▲ 09ヽ) (▲ 35ヽ ) (40■ ) (▲ 118ヽ )

金額
371 950

(4 9ヽ )

392 560 371 653 483 630

(30 1ヽ )

高額療養費

件数
6 590

(6 6%) (▲ 352ゝ ) (▲ 300ヽ ) (▲ 261つ

金 額
(▲ 3450 (▲ 484ゝ )

1600,2 210 702

1件 当たり金額
(▲ 1 9ヽ )

107 006

(1 0ヽ )

78 841 78 855

職
務
上
独
自

・
上
乗
せ
給
付

体業手当金

件数 0

金額 0
92 002

( ― )

1件 当た り金額 0
( ― )

障害手当金
件数 0

4

( ― )

金 額 0
― )

遺族一時金

件 数
1

)

金 額 0
1 026

( ― )

職
務
上
経
過
的
給
付

傷病手当金

件 数
5 307

(▲ 131)
5114
(▲ 36ヽ )

5131
(0 3%)

4 799

(▲ 65%)
2 209

(▲ 540ヽ )

金 額
1 792 508 1738512 888 696

(▲ 613%)

1件当た り金額
337 763 339 952

(1 0ヽ ) (108ヽ )

障害年金
件 数

533

(▲ 06ヽ ) (ム 061) ω 2%)
`0 0幅

)

金額
(2 7ヽ )

1 145 401

(▲ 01い
! 111 648 956 202 980 901

遺族年金
件数

1 639 1 682 1719
(22%) (0 9ヽ )

金額
3 366.224

(3 3ヽ ) (3 2ヽ )

3 227 706 3.275 894

障害手当金
件 数

80

(A121)
70

(▲ 125い
65

▲71ヽヽ

金 額
291,553 224 355 178 643

(9 2ヽ )

遺族一時金

件数
7

(OC出 ) (▲ 143m
9

(50 011ヽ

16

(778%)

3

(▲ 813ヽ )

金額
64 181

(12 01) (27 0%) (215ヽ )

６４

い

22 182

1)障 害年金及び逼族年金の件数は各年度末における受給権者 年 の

【(回表4-27)過去5年間の現金綸付等の推移】

度

額は各年度末における年金額の総額を、21年度以降の金額は支給額を集計しています。
(注 2)21年度の件数及び金額は社会保険庁において実施したものと協会で実施したものを合計した
ものとなつています。

m)サービス向上のための取組
船員保険給付の申請の受付から振込までの標準的な期間であるサービススタンダー ド

については、22年度においては、当初 4月 以降、疾病部門の現金給付について 15営業日

以内と定め、サービスの向上を目指してまいりましたが、年度前半の達成状況を踏まえ、

10月 以l■k10営業日以内に短縮しました。
サービススタンダードの達成状況については、22年 4月 支払分から実施状況を集計・

分析してきましたが、23年 1月 から3月 までの3ヶ 月間における、サービススタンダー

ドの達成率 (lo営 業日以内に振込むことができた割合)は 975%で 、平均所要日数 717

日となっています。

今後とも、「正確」かつ「丁寧」な事務処理を行うとともに、サービススタンダー ドの

100%達成を目標に取り組んでまいります。

申請書等の様式や記載要領、パンフレット等については分かりやすい表現に改善し、随

時、ホームページヘの掲載及び更新作業を進めてまいりました。

また、加入者の皆様の満足度を高めるため、職員一人一人が協会の理念を理解し接遇の

向上を図つていくこととしています。

m)各種申請書等の受付体倒等の整僣
船員保険業務については、事務処理の効率化を図るため本部―括処理としています。

各種申請書等の受付については船員保険部への郵送をお願いしているところですが、加

入者等の方の利便性を考慮し、各支部においても各種申請書の受付を行えるよう業務を行

っています。特に被保険者の方が多くいらつしゃる等、船員保険の申請が多い 11支部に

おいては、船員保険システムの端末装置を配備するなど、体制の整備を行っています。

また、全国各地からのお問い合わせに対応するため、どの地域からで1)市内通話料金で

ご利用いただける相談ダイヤルを設置し、ご不便をお掛けしないよう努めています。

レ)レセプト点検の効果的な推進
レセプト点検業務については、健康保険事業に係る点検職員のリソースを活用し、効率

的・効果的な事務処理を行うため、東京支部において業務を行っています。また、レセプ

トシステムによリレセプ ト抽出機能の活用や、点検情報の共有化を図つています。

【く目表 4-28)レセプト点検効果額 (22年 4月～23年 3月 )】

校保険者 1人 当たり効果額

資格点検 2,998円

外傷点検 885円

内容点検 10,716円

(注 )資格点検及び内容点検は、22年 4鴫 から 23年 3
町の間に社会保険診療報酬支払基金から再審査の結

果が通知 されたレセプ トに係る効果額。外傷点検 lt、

2C年 4月 から23年 3月 の間に返納金の決定を行った
レセブ トに係る効果額 .



(3)保健・福社事業の着実な実施

船員労働の4t殊性を踏まえ、生活習慣病予防健診事業について、蓄積さわ′たノウハウを

有する財団法人船員保険会に業務を委託し実施することにより、円滑な事業逝サ幸、加入者
の健康1曽進に努めました。

i)特定健康診査及び特定保健指導の推進
20年 4月 から40歳以上の加入者に対する特定健康診査 (以下「特定健診」)及び健診
後の特定保lla指導の実施が|べ療保険者に義務づけられ、国から健診受診率等の達成日標

(参酌標準)力 示`さね′ています。具体的な達成目標は、21年度、l「I定健■受診率は 70%、

特定保健指導失方[ネは 45%、 メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少率は対
20年度上ヒ10%と さね′ていまJ。

これらのF]標の達成に向けて、20年 4月 に船員保険における 5カ 年計画 (下表参照)
が公表さね′ており、協会としても、こねを踏まえ、特定健診等をlll進 しています。

【〈回表4-29)5カ 年計画における受診率目標】
20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 (参酌標塗 )

特定健康診査 48. 錦 55.11 60.11 65.1% 70.0%

1被保険者 60 00b 62 5% 65 0% 67 5% 70 00・

1被扶養君 35 0% 43 8% 52 6% 61 4% 70 0%

特定保健指導 20. 喘 26.2% 32.4“ 38.6% 45.01

1被保険者 20 0% 26 2% 32 4% 38 6% 45 0%

1被扶養者 20 0% 26 2% 32 4Ъ 38 6% 45 0%

※ 被保険者にかかる健診受診率については、船舶所在者からの船員手帳lf康証明取得分20%を 含む。

しかしながら、特定健診受診率は20年度226%、 21年度321%(速報lH)、 特定保た指
導実施率は20年度72%、 21年度98%(速 報値)であり目標を下い|る結果となっています。
これは、他の保険者 (健康保険組合や共済組合等)に比べて規模の小さい事業所が多く、
かつ広い地J・tに所泊iし ていることから、効率的な特定健診の受診勧奨や保健指導が11しい

という事情が背景にありますが、今後は、被扶養者の特定健康診査について、■康保険と

同様、集合契約に参加 し健卜,実施機関の拡大を図るなど、日標達成に向けてさらに努力し

てまいります。

なお、35歳から74歳 までの被保 1.ヽ者及び40歳から74歳 までの被扶奏者の方を刈象とした
/1活習慣病予防健診等の実績は、次のとおりとなっており、22年度は21年度と比べ、健診

の対象者数が減少 したことにより受診者数は減少いたしましたが、受診率は生活習慣病 予

防健診及び特定健康診査ともに21年度より改善さね′ました。今後とも受診率向上のため、

受診 しやすい環境づくりをはじめ様々な対策に取り組んでまいります。

特定健,特 定保健指導に係る主な取組みは、以下のとお りです。
ア 健診実施機関の拡大

生活習慣病予防健診 21年度末現在  H7機 関
22年度末現1/1  123機 関

特定健康診査    21年 度木FHL在  1,241機 関
22年度末現在  1,420機関

イ バンフレット等の案内作成

被保険者用の生活習慣病予防健診バンフレットを lヵ 6千 部作成 し、船舶所有者
6,160社へ送付しました。

被扶養者には、特定健診 (被扶養者用)案内を 3万 5「音5を作成 し、利象者 27,689

名分を船舶所有者へ送付し、ll N舶所有者経由により案内を実施 しました。

また、9月 から疾病任意継続被保険者資格取得時の被保険者証送付の際に、生活

習慣Jil予防健診、特定健診 鮫 扶養者)に係る案内を同封することとしました。
ウ 広報活動

協会として、「船員保険業務のご案内」バンフレットに生活習慣病 予防健診につ

いて記載し、協会支部、年金■i務所等の窓日に設置するとともに、財団法人船員保

険会においては、ホームページに実施可能な健診実施機関 覧を掲載するほか、「船
員ほけん誌」、「船員 しんぶん」年に掲載を行い、積極的な受診勧奨を実施 しまし

た。

-30)健診の実績
21年度

受診革

22年度

受診率

増減

人数 受診率

生活習慣病予防健診 (被保険者 )
1斃
339%

16,069人

(対象者 )
45,702メ、

(受診者 )
15.934人

34 80/0 ▲ 135人 09%

特定健康診畳 (被扶姜者 ) 包穆雪 86%
2558人

(対象者 )

27.689人

(受診者 )

2.419件

87% ▲ 139人 019/O

特定保健指導 (被保険者 )

(対象者 )
4,547メ、

く受診者 )
1 074メ、

236%

(対象者).

(受診者)231%
1,037人

▲ 37人 ▲05%

535人  117% 559人  124% 24メ、 07%

特定保但指導 (被扶養者)
(豊穆摯 63%
17人 |
晨勢 56%
13人

▲ 4人 ▲07%



轟)福祉事業の着実な実施                     .
船員労働の特殊性を踏まえ、無線医療事業、洋上救急医療の援護及び保養事業等につい

て、蓄積されたノウハウを有する財団法人船員保険会、社団法人日本水難救済会に業務を

委託し実施することにより、円滑な事業運営、加入者の生命の安全の確保及び福利厚生の

向上に努めました。

Ⅲ)保健・福社事彙のあり方の検討
船員保険の保健・福祉事業をよリー層効率的・効果的に実施していくため、22年 6月

に船員労使団体の参画を得て「保健・福祉事業のあり方に関する検討会」を設置しました。

22年度は 5回開催 (う ち 1回は船員保険健康管理センター (横浜)等を視察)し、健
診及び保健指導の受診率向上のための方策の検討や船員保険健康づくり事業等について

の検討を行い、船員保険協議会に報告し、23年度の保健事業の実施方法等について見直

しを図りました。

今後、加入者の皆様や船舶所有者の方のニーズ調査を予定しており、その結果等を踏ま

え、検討会において保健・福祉事業のあり方について幅広く検討し、検討結果を踏まえ、

船員保険協議会に報告し議論を行うこととしています。

]_⊇型堕望壺型p適翅,運営

i)組織運営体

“

の強化

本部と支部の適切な支援・協力関係の構築として、22年 4月 、9月 及び 12月 に支部長

会議を開催し、また、役職員が全国 6ブ ロックのプロック会議に参加し、支部幹部と意見

交換を行う等、トップの意思を共有し、事業運営の方針や計画等に関して意思の統一を図

りましたし

これらの取組みを通じて、内部統制が適切に機能し、諸課題に対して本部と支部が建設

的な議論を通じて共に考えて解決策を模索していくことを基本とする体制の構築に努め

ています。

また、組織体制については、保健事業推進検討会における検討を踏まえ、保健グループ

の企画力を強化し事業の推進を図るため、22年 10月 から、保健グループを原則として業

務部から企画総務部へ移管する見直しを行いました。

“

)実績や籠力本位の人事り推進
個々の職員の役割や日標を明確化するため、全職員が半期ごとに目標達成シー トを作成

し、日標管理で設定した目標に対する達成度を含め、その期間の取組内容や成果を人事評

価に反映しました。また、日標達成シー トの様式を見直し、プロセスやスヶジュール管理

をよリー層容易に行えるようにしました。

m)新たな組織風土・文化の定着
部長、グループ長、リーダー、スタッフの各階層を対象として、組織マネジメント、間

題発見解決力向上、 リーダーシップ、部下指導法、コミュニケーションカ向上等、各階層
に求められる役割について研修を行い、協会の理念のもと新たな組織風土・文化の定着に

取組みました。

年度の節目となる4月 、10月 及び 1月 に理事長から全職員に対してメッセージを発出し、

協会のミッションや日標についての徹底を図りました。

また、転員のアイデアや現場の発想を事業運営に積極的に活かすため、業務改善提案制

度を導入し、職員からの提案のうち協会で1誠員の間で情報を共有することが望ましいt)の

については、協会内の電子掲示枚に掲載することとしています。22年度は、21年度下半期

及び22年 度上半期に提案のあった28件 のうち13件の提案について協会内での共有を図り、

事業運営に取り入れることとしました。また、22年度下半期に提案のあった 36件と23年

度上半期提案分については、23年度に審査を行い、共有していくこととしています。

また、適材適所、人材育成、組織活性化を目的として、22年 10月 に協会発足以来初の

広域異動を含む全国規模の人事異動を実施しました。



市)コ ンプライアンス 。個人情報保饉等の徹底
法令等規律の遵守 (コ ンプライアンス)に ついては、職員に行動規範小lHl子を配布し、
常時携行させコンプライアンス基本方針、行fJl規範、通報制度に刈する意 tの「1成 を図っ

ています。22年度にはコンフライアンス委員会を 4回開催 し、通報市」度による;Ш報 11案に
ついて措置の決定等を行 うとともに、全琺員ヘコンプライアンスの意識 r・成を目的として、

年 2回 コンプライアンス通信を発行することとしました。

個人情報保護や情報セキュリテ ィについては、各社規程の遵守やアクセスlfL限 、バスワ

ー ドの適切な管ll年を徹底するため、個人情報の管」L状況の点検を随時実:Lし ました。ま

た、情報セキュリティ規fFを /HL直 しましたが、今後、情報の格付け及び取扱制限にl‐lする

連守事項の体系的整理等を行うこととしています。

また、企画総務担当者説明会の社会等においてはコンプライアンス、個人情 lt保 .1、 情

llxセ キュリティ等の留意事項等を説明し、また、説明会に参加 した,t員が各文部において

伝達研修を行うなど、コンプライアンス、個人情報管理、情報セキュリティ対策の■(底を

図りました。

V)リ スク管理

協会に関わるリスクのうち ri務処11誤 りについて、防止 :低 lbxを 目的としたチェック体

制の標 ll化 をすすめるとともに、より透明性が確保さヤl´るよう文部毎の発生件数を明らか

にすることとしました。 (協会の遺営に関する各種荷標 【支部lJ lの 検証指11】 を
'照

)

(2)人材育成の推進

各階層に求めらね′る役害1についての理解、自党成成を目的とした階ル:別研修、各業務に必

要な知識の習得、スキルのアップを目的とした業務別研修、文部の実情に応じた支部別研 |

を実施 し、人材の育成・開発をlll l■ しました。

階,1別研修は、管理l薇研修、リーダー研修、スタッフ研 1'、 キャリア開発研修、採用内定

者研修等 6講座で計 12口 I Tl催 し、組キマネジメン ト、 リーダーシップ、コミュニケーショ
ン、キャリアビジョン年について研修を行いました。実施 2年 目ということもあり、研 11テ
~マ は 21年度同様 としましたが、ょり高い研修効果を得られるよう、内部計riに よる「I■
の充実を図りました。

業務別研修は、統計分析研修、企画担当者研修、CS向 上研修、レセプ トスキルアップ研
修、保 1/4・ BIF研修等 111L座で計 37口 1開催し、各業務に合わせた内容及び形 ;Fでの研 |■を行い

ました。特に研修の要望の多かったレセプ トスキルアップ研修については、実tい 1数を年 Hl

2回へ 1曽や し、開11筒 所 1)2ケ所から6ヶ所へ増や し、より多くの:■員が受言1で きるように
しました。

支部別研修は、本部開催の研 4年 の伝達及び各支部の実情に応 じた研 1卜を計画し実施してい

ます。

また、職員の能力併l発の機会を1曽やすため、自己啓発のための通イ言教育:‖座の|卜 ltを行っ

ています。

〈3)業務改革の推進

i)業務プロセスなどの見直し

健りi保険業務において、各文部で行っている効果的な業務方法や各支部内で行える業務
改革・改善の検討・提案を行う場として、業務改革会議を 10ブ ロックで ll催 しました。
22年度は、21年度に実bLした wob ttI査及び「お客様の声」の定点調査の結果を踏まえ、
要望の多かった任意継続制度及び高額療養費制度についての認知度の向上と制度の分かり
やすい説明について検訃Jし 、任,ど継続のしおりや高額療養費、限度額適用認定証の案内リ
ーフレットを

“

=成 しました。

なお、22年 度には、357件 の事務処川!誤 りが発生し、■i業主及び加入者の皆様には大変
ご迷惑をおlllけ しました。発生した 11務処理誤りについては、協会職員用の掲示板に集約
し、協会全体で情報を共有することとし、7LC生原因や百発防止策について、llit員が深くJT

解し、同様の事務処理誤り等が発生しないように努めてまいります。

‖)アウトソーシング (外部委託)の推進
被保険者証、文給決定通知 4等の封入ホJ繊及び発送業務、柔道整復施術療養費文給申請
■に係る通番の打番業務について文部でアウトソーシングを実施しています。アウトソー
シングの実施により、職員を中核の業務にシフトし、保険者機能の強化のため中核を担う
企画業務や現金給付の適正化に向けた審査業務の強化を図りました。

面i)業務・システムの用新について

現在の協会システムは、20年 の協会発足時に国から承継したものです。業務を lj滑に移
行し、サービスを切ね′日なく提供する必要があったことから、政府管掌健康保険時代の紙
を中心とした業務プロセスをベースに構築されており非効率な面があります。
また、大量のデータを効率的に処理しきね′ていないことゃ、システムの経年劣化に伴う
トラブルを可避するためのイt器の更新など、早期にl17決すべき課題があります。こね′らの
P口題に刈処するため、22年 8月 より業務・システム刷新調査を実施し、現行の業務・シス
テムのI彙題について把握・分析を行いました

本青I査では、加入者・」業上の皆ζlの利益の実現を図るためには、イメージワークフロ
ーの:■入や業務の集約化等による業務プロセスの最,直化や、情報を 元管■1する統合デー
タベースのlt 11、 lTイ ンフラの刷|:等により、議員の「義務的Jな活動を効率化・合JH化
し、「|:造的」な活動を拡大して、更なる保1倹者機1=の 強化及び ITコ ストの最適化をIXIる
必要があると結チづけています。

23年 4月 には、この言「 査結果を踏まえ、業務・システムの刷新を推進することとし、本
部に
~■
■・システム刷新準情i室」及び「業務・システム刷新会議」を設置しました。23

年度においては、新しい業務プロセス及びこね′を文えるシステムのイた能等を決定する「要
件定義Jを行うこととしています。



1(4)経費の節減等の権達
協会の逼迫した財政状況を鑑み、22年度から24年度までの 3年間において財政再建のた

めの特例措置が講じられているところであり、協会として )ヽ自 ら財政再建策の一つとして、

22年 8月 に事務経費削減目標を定めた全国健康保険協会事務経費削減計画を策定し、目標

を達成するよう努めています。

【削減日標】

○業務経費 (法令上保険者に義務付けられている健診・保健指導に係る経費、医療費適正

化に係る経費等を除く=)に ついては、費用対効果を十分に踏まえた効率的な執行に努
め、24年度までに22年度予算を基準として4%以上に相当する額を削減する。

○一般管理費 (人件費にかかる経費を除く。)については、効率的な執行に努め、24年度

までに 22年度予算を基準として8%以上に相当する額を削減する。

(注)1上記に掲げる経費の他、「制度改正等国の施策の変更に伴う経費Jを除外するほか、業務経費について
は 「支部が評議会の了承を得て計 Lす る特別計上経費」、 般管理費については、 「業務・ システム刷
新に係る経費Jを 除外する。
2人 件費については、 「平成 22年度以降の定員管理について」 (平成 21年 7月 1日 閣議決定)を 踏まえ
検討を行 う。

この削減目標の達成に向けた取組みの一環として、支部から経費削減方策等の提案を求め、

555件 の提案について、支部等の判断で実施するt)の、本部で実施方法を検討する )ヽの など

に 3分類 し、それぞれの分類に従つて経費削減等の取組みを進めることとしました。

また、事務所、倉庫及び駐車場の契約更新に当たり、地域の賃借料の動向等を踏まえて交

渉し、20支部で賃借料の引下げを行い年間 42百万円削減しました。

各支部で調達している消耗品について、発注手続きの軽減、スケールメリットによるコス

ト削減を図るため、23年度からの実施に向けて webを 使った発注システムによる本部一括

契約による調達手続きを進めました。

また、契約方法については、契約の透明性を高め、調達コス トの削減を図るため、100万

円を超える調達は、一般競争入札を原員Jと し、随意契約が必要なものについては、本部及び

支部とも調達審査委員会において個別に妥当性の審査を行つています。これらの調達実績に

ついては、ホームページ上で、公表を行っています。22年度においては、競争性のない随

意契約の件数は 21年度と比べ 61件減少 (対前年比 172%の 減)した )ヽのの、事業の見直
し等により契約件数そのものが減少 (対前年度 201%の減)したため、害1合では若干の増
加となりました。

そのほか、支部別の財務状況を適時、的確に把握できるようにするため、本部で支払いを

行つている支部に帰属すべき経費 t)含めた、支部別の経費の内訳を毎月各支部に提供 し、各

支部での経費削減等に活用 しています。

【(回表4-31)契約状況】

(注 )・ 契約価格が 100万円を超えるものを計上。
・随意契約lt、 企画■争を眸く競争性のない随意契約のイ十数を計上。また、件数には生

活習慣病予防健診実施機関との■約件数及び特定保健指導の委託件数 lt含んでいな
い 。

・随意契約の内訳は、事務所賃貸関係が 95件、システム関係が 65件、一般競争入札業
者決定までの経過的な契約が 51件、窓口業務の社会保険労務士会へ委託が 31件、新聞
等の広報関係が 20件、一般競争入札不落によるものが 9件、その他随意契約によるこ
とがやむを得ないものが 22件。

区 分 20年度調達実績 21年度調達実績 22年度調達実績
一般競争入札 135件 (263%) 413件  (52 褐 ) 301 ヤト (47 5%)

企画競争 2件  ( 0 4) 26件   ( 3 31b) 40件  ( 6 3%)
随 意 契 約 377件 (733%) 354件  (44 鍋 ) 293ギキ (46 2%)

計 514件 793件 634件



:(1)'等事年における状況
去る3月 1l Flに発生した東日本大共災は未曾有の大災害であり、特に地貞直後に発生し

た津波により、東北地方沿j十部が甚大な被告を蒙りました、

東日本大貫災の発生直後、被災等の影■により、協会では通常のサービスの全部又は一部
の実施が困難な状況となり、ll l入者の皆様には大変ご迷惑をおかけすることとなりなりまし

た。

富城支部では事務室における物的な被害の状況が大きく、3月 14日 から16日 までの3日 間は
支部をlll鎖せざるを得ませんでした。この間、再開に向けた修復を行うとともに、加入者か

らの電話によるお問合わせ等については山形文部で対応をいたしました。
また、本部及びその他の東北地方や関東地方の支部でも、|こ話がつながりにくく、ユ送が

遅滞するなど、業務処 ll lに  時期影■2が 出ました。

協会では、被災された力‖人者の方や1'業主及び船舶所有者の皆様に対して、以下の取組み
を行ってまいりました。今後とも被災された方々に対して、協会としてできる限りの対「L.を
行つていきます。

1_(1)崚災者、事業主及びmm所有者への対応
地よ発生以降、被災した加入者や事業主及び船舶所有者の皆様に対して、国の方針に沿つ

て費用負担ゃ保険給付に llし、上に以下のような対応を行つてまいりました。その後、5月
2日 には「東日本大ま災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律」(特別法)
が成立し、 部負担金の免除等につき立法措置がなされました。

:)保険Eなしての受惨
医療機関等を受診する場合は、医療機関等の窓口で「Iξ名J、 「生年月日」及び「1,ミ
所名又It船書白所有者‐名」を中|||る ことにより、保険者証を提示することなく受.|す ること

を可能としました (6月 末日まで)。

7月 1日 以降につきましては、保険証の提示が必要となりました。

芸災の影響により任意紺続被f果陵者の方が保険料を納付期日までに納付することが国護
な場合には、中出を行えば、5月 末まで納付を猶予することとしました。

m)社会長瞳‖の納期限E長、免除
日本年金性14において、被災地域に住所がある事業所や船舶所有者の社会保険料につい

ては納期限を延長する措置がとしれました。

さらに、特別法の成立により、被災による被害で従業員への報酬の支払いにおしい支障
が生じている場合には、最長で 24年 2月 までの保険料の免除を受けられることとなりまし
′ヒで

諄)●率報■月薔の改定の特例、m手 当全等:]関しての特例
特別法の成立により、事業所が被災し、そのため従業員への報酬に著しい変動が生じた

場合には、その月からの標準報酬月額の改定が可能となりました。

またこの■〕合、傷病手当金、‖1産手当金については、改定1年の標準報酬月額に東づく給
付が受けられることとされています。

V)匡菫螢門における一部負担金の■予、免除

「
災後、被災されたカロ入者の方が医療機関等で受診した場合には、医療機関等の窓口で

一部負lu金等を支払わず (支払の猶 D受 診することを可能としていました。特別法の成
立後被災された方については一部負担金等を免除することとなりました。なお、7月 1日

以降一部負担金等の免除を受けるためには、協会など保険者が発行する免除.・■明ユIの提示
が必要となりました。

10)そ の,協室の■災者・事業主に対する支援
協会では、以上の特別法や国からの通達による対応のほか、被災地での出張相談を年金事
務所と,■″tして実:Lし たり、避難所で生活され′ている方への自治体の健康支援活動に協会の

保11師等が参加し、llJ力するなどの対応を行ってまいりました。
福島支部では、3月 28日 から5月 末まで福島県の要請により、避難所で被災された方々

に対する健[=相 ■を行ないました.延べ 276人の保健師が 70イ か所の避難所を巡LIし て、
7,039人 の方に健康相談を行いました。

宮城支部では、5月 9「1から 5ブ1末まで仙台市の要言りにより、市内の避難所で延べ 25人
の保健師が238人 の方に健康相 rrAを行いました。また、石巻市の避難所では 5ノJから6月 末
まで 27日 間にわたり健康相談を行いました。

また、津波の被害のあった地l・tは船員保険加入者が比較的多い地域ですが、船員保険では、
加入者、船舶所有者の皆様を対象に「船員保険被災者専用フリーコール」を設置 (4月 25
日設置)し、相訣体制の整備を図りました。

〈4)日の財政支援について
■災への対応として、 一言「負担金Iや保険料の茫予・免除や1,準報酬月額の特例的な改定
がj綺 じられることとなりましたが、これらへの対応には財政負担が生じることとなります。
協会としては厳しい財政状沙ιの中、これらのミ担に対する財政支援措置の要望を健康保険組



合連合会と共同で厚生労働大臣に対し行いました (「東北地方太平洋沖地震及び長野県北部

の地震対策に関する緊急要望書J[23年 4月 5日 厚生労働大臣宛])。
この結果、平成 23年度第一次補正予算 (23年 5月 2日 成立)において、①一部負担金等

免除に伴う補助、②保険料免除に伴う補助、③標準報酬の改定の特例に伴う補助として、296

億円 (健保 295億、船保 1億)が予算措置されました。 日 (1)●晨保nにおける平成22年自の彗括
22年度は、財政再建期間の初年度に当たり、財政状況が当初の見込みよりは若千改善が

みられるものの、全体としては保険料収入、医療費支出ともに厳しい財政状況が続き、23

年度も2年連続の平均保険料率の引上げが避けられませんでした。

一方、業務運営については、サービスの向上、医療費の適正化、業務の効率化などに積

極的に取組んでまいりました。そして、課題の一つであった保健事業の遅れに関し、特に被

保険者向け特定健診の実施レベルが上昇し、日標に近づけることができました。

また、医療費適正化のための保険者としての各般の取組みが進むとともに、医療費適正

化のために重要な、都道府県関係部門との連携に向けた動きも始まりました。

業務運営は全般的に見ると概ね軌道に乗る一方で、協会設立の選旨である保険者機能を

十分に発揮するには至っていません。医療費適正化対策や健康づくり、お客様に対するご相

談への対応などの各般の業務を円滑に進めていくためには、加入者や事業主の皆様とより良

い関係、近い関係を築いていくことが重要です。協会が設立して2年半が経過し、保険者機

能の発揮に向けて更なる取り組みが必要です。

1(a今 後の腱壼保険0■■
現行制度 (国庫補助率や拠出金の算定方法等)の もとで、今後も健康保険の運営を行つ

ていくのであれば、協会けんぼの24年度保険料率は、「3年連続の平均保険料率の引上げJ、

「10%を超える水準J、 「健保組合の保険科率との更なる格差の拡大」という非常に厳しい

事態になることが危惧されています。

被用者保険の最後の受け皿である協会けんぼの機能を維持していくため、国からの一層

の財政支援などの対策が講じられるよう、国及び関係方面に粘り強く働きかけていく必要が

あります。当協会の運営委員会からも23年 5月 30日 に意見書として、この旨提起されていま

す。協会が保険財政を運営していく保険者として20年 10月 に設立されましたが、現行制度の

枠内での運営努力によつてもなお財政が悪化する場合には、国により制度改正も含めた財政

塵盤安定化のための措置を講ずることが必要となります。協会としては、現状を正しく国及

び関係方面に説明し、理解を得られるよう努めてまいります。

一方、国による財政支援などの対策の前提として、保険者機能を発揮して、効率的に業

務を運営していくことが求められます。22年 5月 に成立した健康保険法改正の国会審議の際

もこの点が大きく取り上げられました。このため、地域の実情に応じた医療費の適正化のた

めの対策のほか、経費の節滅、業務改革など保険者として自ら実行できる対策を加入者の皆

様などの目に見える形で最大限行つてまいります。

まず医療費の適正化について、23年度は、初めての試みとして、都道府県支部ごとに各

般の適正化対策を総合的に実施していくこととしています。具体的には、これまでのジェネ
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リック医薬品の使用促進、現金給付の審査強化、レセプトの点検などに力nえて、加入者への

適正受診の啓発・勧奨、lTを活用した保健指導等を進めていきます。協会設立以降、パイ
ロット事業等を通じて、各文部において先駆的な取組みが進められてきており、これを他支

部へ広げていきます。

一方、目標との●Ft離が大きい保健事業は、加入者・事業主の皆様との接触の1、会を増や

すこと等により、II進 してまいります。

次に経ブヤの節rlに ついてit、 22年 8月 策定の事務経費肖J減計画に基づき、23年度 予算で
(t、 保健事業を除くと約 23億円削減することができました。今後、24年 度予■策定に当た
つても、事務経費を削減していきます。

第二に、業務改革・組機のスリム化については、20年 lo月 に社会保険庁から協会に移
行するに際して、約 1割 (200名 )の人員削減を図りましたが、現在、2,097人 の常1,義員
(船員保険部門を除く)の うち半数強が現金給付等の業務部門に従事している一方、4兆円
に上る医療費の適正 {しを図る部門や、健診や保健指導の部F目が手薄になっています。業メ・

システムの刷新や外部委託の活用を図りつつ、保険者4t能を強化していくために必要な部門
を充実し、医療費の適正化や健康づくりを進めていきます。

(3)船員保険における平成 22年度の緯括

船員保険事業の移管から1年 3月 が経過しましたが、運営初年度である21年度は、業務
やサービスを切れ日なく円滑にカロ入者の皆様に提供できるよう、保険証発行業務や現金給付
支払業務に重点をLき 、22年度は211:度 との連続性に1)配慮した上で、協会における安定
的な船員保険事業運営基盤の早期確立を目指し事業運営に取り組んでまいりました。
移管当初は米処理中請メヽ等の引継ぎや移管業務が重なったため、現金給付の支払いや保険
証の発行に遅れが生じ、力‖入者の皆様にご迷惑をおかけしましたが、22年度は現金給付の
支払いについては、23年 1月 から3月 までの 3カ 月間における平均所要日数は約 7営業日、
保険証の発行については約 3 fi業 口と1'務処理の迅速 fヒを図り、サービススタンダードの目

標を達成できるようになりました。また、22年度は、船員労使・公益の委員で構成される
船員保険協議会を41J開イIし 、nl協議会の意見を適切に反映した事業運営などを通し、PD
CAサイクルの定着に努めてき、おり、全体として事束,■営は概ね軌道に乗つてきた )ヽの と
考えています。

一方において、①今後も高年齢層の引退により被保険者数が減少し、疾病部門の財政状況
は厳しさを増すことが見込まれることから、中期的な財政見通しを踏まえた安定的な財政運
営のための努力をイiう 必要が高まっていること、②加入者サービスの一層の向上を1/1る ため
の効果的な広報の検討・実施などカロ入者への情報発信機能の強化を図る必要があること、③
被保険者の高齢化の進展等を背景とする生活習慣病等の対策を強化することが求められ′て
おり、カロ入者 人 人の健康増進に総合I1/」 に取り組む必要があること等の課題も見えてきた
ことから、今後はこれらの課題に積極的に取り組むことが重要であると考えています。

国
口
酬
□

葉義グループ

常勤
"o84人

(非常動 :127,人 )
グ̈′レ．プ̈
『醐

企巨総務グループ

常働 :491人

(非常働 148人 :

健診口 保健指導費 ●薔経費
630億 円     ′346億 円
(08%)  /  (o 596現金給付

05兆円
(6 996)

※22年度決算収支ベース (介le綸付金 .僣入金の償還等を餘いたもの)ヽ



協会の予算、決算関係の書類は、制度上、A 予算、決算報告書、B 貸惜対照表、損益計
算書等の財務諸表、C 支部別収支があり、さらに、制度上の位置づけはありませんが、D
協会管掌健康保険全体の収支の予算 (協会会計と国会計を合算した収支で事業報告書の本文で

は「合算ベースの収支Jと しています。また、保険斗率の議論を行う際の運営委員会への提出

資料では「協会けんぼの収支イメージ」としています)、 決算があります。

A、 Bは、全国健康保険協会の法人としての収支、財務状態に関する会計書類であり、Aの

収支予算・決算は、国と同様の現金収支の基準 (環金主義)に よる表示がなされていますが、
Bの財務諸表は、企業会計原則 (発生主義)に則り、企業会計基準で表示されます。この2つ

は、決算においては、期間の取り方が若千異なる、貸倒引当金や退職給付引当金などのように

現金の動きはないが債務認識すべき事項を考慮するか否か、などの違いがあります。また、そ

t)そ t)Aは、いわゆる「フローJと 「ストック」とを区別せずに、すべて収支に計上すること

になっておりますので、Aでは借入金や借入金償還金などが、収入、文出として扱われてぃま

す。

いずれにしましても、A、 Bと もに、全国健康保険協会そのものの収支、財務に関するもの

です。

しかしながら、全国健康保険協会管掌健康保険の財政は、協会だけで完結しているわけでは

ありません。任意継続を除く保険料の収納は厚生労働大臣 (の委託を受けた日本年金機構)が
行い、このため保険料収入はいつたん国の年金特別会計に入り、政府での経費、日本午金機構

の徴収関係の事務費支払を差し引いて (また随時、旧政管時代の特別会計の保有施設の売却代

金が入つてきて)、 その残額が国から協会に保険料等交付金として入ってきます。 A、 Bは、

この保険料等交付金が協会に入つてくる段階以降の収支などを表示するもので、国の特別会計

での費用は入つていません。国、日本年金機構での関係経費も健康保険料による負担となりま

すので、保険料率を算定する上では、国の特別会計での支払いをもカバーしなければならず、

保険料率設定のための検討を運営委員会等で行うためには、Dの資料が必要となります。これ
が合算ベースによる収支です、

なお、Dの書類は法律上の作成義務はありません。法律上は、協会は協会の予算、決算、財

務諸表、国は年金特別会計の予算、決算の関係書類を作成する義務があるだけであり、国の特

別会計、協会をまたがる協会管掌健康保険の全体に関する財務関係書類は制度上の作成義務は

ありません,

Cの支部別収支は、予算時の支部別収支見込み、決算時の支部別収支として作成しますが、
その目的は、各支部の保険料率を適切に設定することと、各支部の収支差の実績を明らかにし

翌々事業年度の都道府県単位保険料率における精算 (翌々事業年度の支部別収支見込みにおい

て、収支差がプラスであれば当該額を収入に加算し、マイナスであれば当該額の絶対値の額を

支出にカロ算)に反映することです。
このため、Cの支部別収支は、Dの合算ベースの収支に基づいて作成しています。具体的に

は、医療給付費は、支部の実績 (予算では見込み)を年齢及び所得調整、激変緩和を行つた上

で計上し、保険料収入 (一般分)は、各支部の総報酬額に保険料率を乗した額に基づいて全体
の額を按分して計上しています。また、特別計上分は、支部の実績を計上しています。それ′以

外の収入、支出li、 全体の額を総報酬額シェア按分により支部別jに割り振つた額を計上してい

ます。したがつて、基本的には、Dの合算ベースの収支を支部別に割り振つたものとなつてい

ます。ただし、「医療給付費」、「現金給付費等J、 「前期高齢者納付金等J、 「業務経費J、

「一般管理費」については、国庫補助を除いています。

なお、21年度の支部別収支は、保険料収入から国の特別会計での収支 〔業務勘定繰入 (下図

③)、 過誤納保険料 (下図④)、 独立行政法人納付金等 (下図②)〕 を除いたものを「保険料

等交付金等」として計上し、短期借入金に係る支払利息を「借入金償還金Jと して計上してい

ました。

22年度の支部別収支では、「保険料収入」は保険料収入そのもの (下図①+下図⑥)を計上

し、国の特別会計での収支項目は独立行政法人納付金等 (下図②)を 「その他収入 (国 )」 と

して収入に、業務働定繰入 (下図③)と過誤納保険料 (下図④)を 「その他支出 (国)Jと し
て支出に計上しています。
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決算報告書
定)                                  (単 位:百万円)

入

目科 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険料等交付金

任意継続被保険者保険料

国庫補助金

国庫負担金

貸付返済金収入

運用収入

短期借入金

寄付金

雑1又入

準備金戻入

●I

7,072,148

133.836

1,164,134

12.021

2.90フ

36

932,22フ

0

17.14フ

0

9334457

7,072148

114.886

1,164,752

12,021

2,150

28

14.909

8.380.895

△ 18,950

618

△ 757

△ 8

△ 9321227

△ 2.237

△ 953562
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の議等による

"
21年度の確定に諄う遺加■●によう■

出産贄lt十数の蔵

住2,照

い版

“

保la合の承羅■のエ

出支

目科 予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

病床転換支援金

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費

レセプト業務経費

保健事業経費

福祉事業経費

その他業務経費

一般管理費

人件費

福子1厚生費

一般事務経費

貸付金

借入金償還金

雑支出

予備費

準備金繰入

翌年度繰越

計

4.555,058

2,838,761

1,212,399

1,421,88C

83

204,230

168

694,862

102,301

9,47フ

5,43フ

85,345

6

2,03フ

27.364

15.319

89

11,956

2,907

932,677

3,674

0

176.852

0

9.334457

4,609,934

2,828,315

1,210,019

1,421,374

81

196,841

694,946

74,38フ

6.335

3,547

63,021

1

1,483

23223
13フ 63

49

9,411

2,169

241.122

5,634

142.164

8621895

54,876

△ 10,44フ

△ 2,379

△ 50フ

△ 3

△ 7.390

△ 168

84

△ 27,914

△ 3.142

△ 1,890

△ 22,324

△ 5

△ 553

2ゝ 4,142

△ 1.55フ

△ 40

△ 2,545

△ フ38

△ 691,554

1,960

△ 34,688

△ 712562

ひ層II“改定による晨■のお付の増

前々年度網夕嘔の減

“

ll■見込みのユ

“

出事の減

入Itによる輿い単価の波及び曇選経員の師鴻■による

"入■による契約単価の■■び■■の見●しによる0託費 郵送輌■
0減等によるJ
曇‐~冥施ユ
=が
■込みを下回つたことによる減

責●4敗0■に

“

事務継贄のユ

●送経費の市二年によう滅

ニネ給 賞与の支餡月螢の3下 {ザ年による■

システムll発質 儡守■用 消耗品 水■光檬

"■

の加二宇による
●

日こ貸付件蠍の■

セ 多熙

2年度のII定 に■う口
"補
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収支差 0 △ 241000 △ 241,000

健康保険勘定

(注 1)返納金等の債権に係る未収金額、申請を3月 以前に受け付けて4月 以降に支給決定した保険給付費及び過誤納保険
料に係る未払金額については、決算額に計上していない。
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費の人件費として計上しているが、損益計算書では各業務に従
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言蔦よ層整書量2露斉勇彗要i調晃辱た踊 :婁脅:為2Fあ

り、224自こ国において収納された保険納入
(注 6)計数は、四捨五入のため一致しない場合がある。

船員保険勘定



入収

予 算 額 決 算 額 差  額 考備

呆険料等交付金

矢病任意継続被保険者保険料

ヨ庫補助金

ヨ庫負担金

哉務上年金給付費等交付金

黄付返済金収入

塁用収入

事付金

融収入

隼備金戻入

計

35,552

1,531

2,942

284

7,799

1

4

0

95

466

4867,

35,552

1,489

2,960

284

7,799

3

15

103

465

48670

．　

４２

1

1

△

2

2

△ 1

△ 3

腋保険者数の減■による減

特定健診保腱1旨諄口庫補助金の増

高額療秦彙尋貸付の増加による回収餞の増

準備金の運用 (金銭信託)による増

出支

予 算 額 決 算 額 差  額 考備

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

老人保健拠出金

退職者給付拠出金

病床転換支援金

介護納付金

業務経費

保険給付等業務経費

レセプト業務経費

保健事業経費

福祉事業経費

その他業務経費
一般管理費

人件費

福利厚生費

一般事務経費

貸付金

雑支出

予備費

準備金繰入

翌年度繰越

計

28,89G

ll,12C

4,631

5,50C

lC

97〔

1

3,23C

2,921

171

33

52C

2,18E

10

1,12C

383

4

733

1

46

310

1,018

0

48672

27,629

11,258

4,735

5,576

16

931

3,229

2,759

107

19

330

2,298

5

752

338

0

414

4

105

2,934

48670

△ 1,271

132

105

76

△ 0

△ 47

△ 1

△ 1

∠ゝ 163

△ 64

△ 15

Zゝ 189

113

△ 8

△ 368

△ 46

△ 3

△ 319

3

59

△ 310

1,916

△ 3

巨長の綸付の減による減等

腱診実施率が日標15を下回つたことによる減

特別支綸奎 就学等撮護贅の増による■等

ンステム保守贅 システム開発贅の減年による減

葛額燎姜■等貸付の増によるII

奥病任意継観保険料還付金の増事による増

,■費を使用しなかつたことによる減

支出のコによる増

収支差

(注4)計 数は、四捨五入のため一致しない場合がある。

決算報告書

(船員保険勘定) (単位 :百万円)

(注1)返 納金等の債権に係る未収金額、申請を3月 以前に受け付けて4月 以降に支給決定した保険給付費、23年 4月 以
降に支払つた職務上年金及び過誤納保険料に係る未払金額については、決算額に計上していない。

(注2)常 勤職員に係る人件費は、決算報告書では一般管理費の人件費として計上しているが、損益計算書では各業務に
従事する者に係る人件費は各業務経費に計上している。

(注3)福 祉事業経費の中で計上している特別支給金・就学等援護費 (予算額 11,810百 万円、決算額 :1,957百 万円)は、戦
務上の事由による保険給付を受ける被保険者等に対する現金給付。

-90-
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【健康保険勘定】

貸 借 対 照 表

平成 23年 3月 31日 現在

(単位 :円 )

(単 位 :円 )

科 額金

負債の部

I 流動負債
未払金

未払費用

預 り金

nt受収益

短期リース債務

資産除去債務

仮受全

賞与引当金

役員賞与引当金

流動負債合計

Ⅱ 固定負債
長期未払金

長期リース債務

資産除去債務

退職給付引当金

役員退職手当引当金

固定負債合計

負債合計

わL資産の部

I 資本金
政府出資金

資本金合計

Ⅱ 繰越欠損金
当期末処理損失

(う ち当期純利益)

繰越久損金合計

純資産合計

負債・純資産合計

498、 450,239,081

635,889,257

53 895,946

11,307.869,395

783,872,057

34 588

489,253

972,938,757

7 797.054

512,213 025,388

15,912,281,787

166,250,00(

838.003,96(

76、 450,42(

14,812、 080,21`

19 497,18(

6 594 277.97(

528.125,307,17(

6.594 277,97(

103,766,337.81

103,766,337 814

(158,079,858,939)

△ 97,172,059,83(

430 953.247.331

科 目 金 額

産の部

流動資産

現全及び預金

未 1又入金

前払費用

被保険者貸付金

その他

貸倒引当金

流動資産合計

固定資産

1 有形固定資産
建物

車両

工具備品

リース資産

有形固定資産合計

無形固定資産

ソフ トウェア

ンフ トウェア仮勘定

リース資産

無形固定資産 合計

投資その他の資産

敷金

投資その他 の資産合言+

固定資産合計

資産合計

27 525,300,407

400,790,404,580

109,170,01[

436,273,408

432,68〔

′ヽ 5,003,808,00[

423 857,773,10(

7,095 474,23

27.854,33(

366,50(

82,453,07[

1,489 564,67(

1,600 238 584

5 341 311,60[

95,044,95C

58 537,10C

5 494,893,653

342,00C

342,00(

430 953 247 33

. -95-   、



【健康保険勘定】

損 益 計 算 書
｀
「
成22年 4月 1日

平成 23年 3月 31日

(単位 :円 )

(単イt:円 )

日 金 額

常費用

事業rr用

保険給付費

拠出金等

前期高齢者納付金

後期高齢を支援金

週臓者給イナ拠 ||1金

介護納付金

業務経費

保険給付 等業務経費

人件費

福利厚生費

委託貨

郵送費

減価償却費

その他

レセブ ト業務経費

人件費

福利厚生 rF

委託費

郵送費

減 li償却貨

その他

保健事業経費

人件費

福利厚生費

健診費用

委託☆

郵送費

減 lll償却費

その他

福れL事
=経
費

その他業務経費

-11管 理費

人件費

福利厚生費

般Tr務経費

委託費

地代家賃

その他

減lh償封l費

貸倒引当金繰人額

その他

事業費ガj合計

8,374 825 184

13、 643,352

1,608 597,877

2,159 122,103

2,044 171,058

858 538,071

1,209,959、 ′163,36:

1,421,373,830,64:

196 840,602, ll(

1 593,985、 647,,145

2,828 173,896 120

694、 945,933 077

914 957 457

12 891.537 651

8 216 914 971 7

15,359 197.64

5,440,982.180

61628,946 187

1,318,461

1,484 512,984

1,001,805,l106

9,742,466

1,029,224,096

262.251,513

41,488,841

96.469 358

3,232 386,622

8,767,8′ 18

59 664,219,599

303,629,617

465 942,859

396,415,14_9

557.581,500

2,223 814,40[

2,293、 770,707

3,059 823 28(

1,105,235 693

16 103,330

7,577 408,395

170,876,651

782,806,927

242、 106,655

|| 金 額

損害賠償金収人

拠出企1卜返還金収入

解 散
=こ
康保 失組合承継 金

その他

卜業 1文益合計

事業外収益

財務 1又 益

受取利 U、

雑益

事:業外収イト合副

経常収

`卜

合計

経常 fl益

特別損人

固定資産除却損

資産除去憤務会計基準の適用に伴う影苦袖

災害に よる損失

その他

税引力0当 期純利益

法人税、住民税及びTi業 税

当期純■1益

167,037,271 167,037.271

167,037.271

27.604,138

7,072 148,332 000

113 358,189、 680

1,162,483,006 944

12,021 074、 000

54 810,945

187,689,693

3,659,071,376

6,228,822,261

2,844 477,055

2,153,732,409

5,083 023

8,217 082,009 021

8,375,144.289,386

50, 131 756

27,604,138

22 527 618

2,754.461

25,268,38[

597.35[

456 777

8,375,194 421. 14:

158.112.412.121

29 076 982

158,083,335,13〔

3.476,20(

158,079,858 93(



科 目 額金

業務活動によるキャッシユ・フロー

保険給付費支出

拠 出金等支出

介護納付金支出

国庫補助金返還金支出

被保険者貸付金支出

人件費支出

その他の業務支出

保険料等交付金収入

任意継続被保険者保険料収入

国庫補助金収入

国庫負担金 Il■入

拠出金等返還全収入

被保険者貸付返済金 ll■ 入

その他の業務収入

小計

利息の支払額

利 Bの受取額
法人税等の還付額

法人税等の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・ フロー

定期預金の払戻による収入

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得に よる支出

その他の投資活動による支出

その他の投資活動による収入

投資活動によるキャッシュ フロー

財務活動によるキャッシュ フローー

短期借入金 の純増減額

リース債務の返済による支出

害J賦債務の返済に よる支出

財務活動によるキャッシュ フロー

資金の増加額

資金期首残高

資金期末残高

Ⅳ

Ｖ

△ 4,583.425,996,393

△ 2 834,819、 450 190

△ 688,857,562,077

△ 2,462581,017

△ 2169316,384
△ 19、 608,789,674

△ 79 054,226,91C

7 168、 117,000,000

114,730,733,331

1,150.532,111,241

12,021 074,00C

2,957,762,76[

2,150,026,89(

12 913 205 511

253,023,991,087

△ 169,448,527

27 685,511

32 50C

△ 3 515,15C

252,878,745、 421

8,568、 392,714

△ 14,417,529

△ 1,484 925,98C

△ 156 00C

270.495

7.069,163,70(

△ 241,000,000,Oll(

△ 764,920,45(

△ 105.000,00(

△ 241,869,920,450

18.077,988,671

9,447 311,736

27 島25 300 401

【健康保険勘定】 【健康保険勘定】
キャッシュ・フロー計算書 損失の処理に関する書類

自  平成22年 ■月 1日
至 平成23年 3月 31日

(単位 :円 )

(単位 :円 )

本+ 目 金 額

l 当期未処理損失

当期純利益

前期繰越欠損金

次期繰越欠損全Il

103,766,337,814

103,766,337,314

158 079,858,939

261.846, 196,753

. -99-  .



【健康保険IJl定】

注 記 事 項      ヽ

I 財務諸表作成の根拠法令

全国健康保険協会の財務及び会言に関する省令 (平成20年 9月 26日 厚生労lt省令第 114号)に定める基
準により作成しております。

Π 重要な会計方針
1 固定資産の減価償IJlの方法
(1)ろ 形固定資産 (リ ース資産を除く)
定額法によっております。なお、主なrl川年数は以下の通りであります。

(10年 )に よる定額法により按分した額をそね′ぞれ発生の翌事業年度から処理することとしており
まう。

(5)役員退職手当引当全

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上してお
ります。

3 健康保険法如 60条の 2の準rt企¢)計上基 lF
健康保険■米に要する費用の支出に備えるため、健康保険法施行令 (大 T15年 6月 3011勅令第 243
号)第 46条 に定める基準により、計上しております。

4 キャッシュ・フロー計算 ●における資金の範llll
キャッシュ・フロー計

=普
における資金 帆 金及び現金1可年物)は、千許現金、随時引き出し口「能

な頑金及び容易に換金可tヒであり、かつ、価値の変動について作少なリスクしか負わないIFx得 日から
3ヶ 月以内に償還期日の至1来する短期投資としております。

5 消費税等の会計処l■
う[込方式によっております。

III 会計方針の変更

当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」 (企業会計基準第 18号 平成 20年 3月 31日 )及
び「資産除去債務に関する会計基準の適リロlH‐金」(企業会言基準適用指金第 21け 平成 20年 3月 31日 )
を適用しております。

こね′により、経常利益は 17,019,294門 、税引白0当期純利益は 42,287,679円 それぞね′減少しており
まう。

Ⅳ 貸借対照表関係

建物

車両

工具備月,

10～ 18年

3年

2～ 20年

(2)無形lpl定資産 (リ ース資産を除く)
定額法によっております。なお、協会内利用ソフトウェアについては、協会内にお |り る利用可二
期間 (上に5年)に l_づいてぉります。
(3)リ ース資産

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

リース期間を lll用年数とし、1/1存価額を本とする定額法によっております。

2 引当金の計上基準
(1)貸倒ヲ1当金

債権の貸倒ね′による損人に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸や」懸念債権年
特定の債権については個別に可収可能性を検討し、

「
l収不能 /HL込 額を計上しております。

(2)賞 与引当金

職員に対して文給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しておりま
う^。

(3)役貞賞与引当金

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負luすべき支給見込額を計上しておりま

ブ
~。

(4)退職給lblり 当金
職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退lt給付債務の見込額に基づき言 Jし てお
りまう。

なお、健康保険法等の 部を改正する法律 (平成 18年 6り 121日 法律第 83号)附則第 15条第 3
項の規定により協会の腋員として採ノけされたl■会保険庁の職員について、同法 lll則 第 16条第2項の
規定に基づき、J家公務員i■職手当法 (昭和 28年 8月 8日 法律第 182号 )第 2条第 1項に規定する
職員 (同条第 2項の規定により職員とみなさね′る者を含む。)と しての引き続いた在「l期間を協会の
職員としての在職期間とみなすことにより計上される額に相当する額についても、イリFせて計上して
おります.

数 F■計算上の差具は、各事業年度の発生時における職員の平均残存助務期間以内の一定の年,(

1 資金の期末残高と貸付対照表に掲記さね′ている不十日の金額との関係
現金及び預金 27,525,300,407円

資金卿]末残高 27,525,300,4071J

2 重要なツト資金取引の内容
(1)当 事業年度に新たに計上したファィナンス・ リース取引に係る資産及び債務の額は、それ́ぞね′
14,316,4981」 であります。

(2)当事業年度に新たに計上した資産除去債務に係る負債の額lt、 76,485,016円 であります。なお

有形J定資産の減価償却累計額

V 損益計算書関係

該当事項は、ありません。

Ⅵ キャッシュ・フロー計算書関係

1,936,879,064 111



これには当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」 (企業会計基準第 18号 平成 20年 3月

31日 )及び「資産除去債務に関する会計基準の適用す旨全1」 (企業会計基準適用指針第 21号 平成 20

年 3月 31日 )を適用したことによる期首時点における残高 (75,692,789円 )を含んでおります。

Ⅶ 金融商品関係

1 金融商品の状況に関する事項
当協会は、資金運用については、健康保険法施行令 (大正 15年 6月 30日 勅令第 243号)第 1条に

定める金融商品に限定し、資金調達については、銀行からの借人により行つております。

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従つて、財務状況の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図つております。

借入金の使途は短期運転資金であり、厚生労働大臣により認可された資金計画に従つて、資金調達

を行っております。また、リース取引は、設備投資等に係る1)のです。

2 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

(単位 :円 )

貸借対照表計上額 時価 差額

現金及び預金

未収入金

貸倒引当金

被保険者貸付金

27,525,300,407

400,790,404,583

∠ゝ 5,003,808,002

27,525,300,407

395,786,596,581

436,273,408

395,786,591i,581

436,273,408

一
　

一

資産 計 423,748, 170,396 170,

(1)未払金 (*1)

(2)長期未払金 (*1)

(3)リ ース債務

498,345,239,081

271,250,000

1,621,876,017

498,345,239,081

281,362,882

1,634,667,695

10,112,882

12,791,678

負 債 計 500 238.365 098 500 261 269 658 22,904,560

(*1)貸借対照表上の未払金に含まれている割賦元金 105,000,000円 は、 (2〉 長期末払金に含めて

記載しております。

(注)1金融商品の時価の算定方法に関する事項
資 産
(1)現金及び預金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(2)未収入金

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対照表価

額からlFr在 の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもつて時価として

おります。

(3)被保険者貸付金

短期間で決済され′るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おりまう
~。

負 債
(1)未払金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によつて

おります。

(2)長期末払金、(3)リ ース債務

元利金の合計額を、新規に同様の害J賦又はリース取引を行つた場合に想定される利率で害1

り引いた現在価値により算定しております。

口 資産除去債務関係

資産除去債務のうち貸借対Л鷲表に計上しているもの

(1)当 該資産除去債務の概要

所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産のリース期間終了に伴う撤去費用等

に関し資産除去債務を計上しております。

(2)当 該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を当該リース資産のリース期間 (3～ 5年 )と 見積り、割引率は当該リース期間

に見合う国債の流通利回り (0150～0408%)を使用して資産除去債務の金額を算定しておりま
す。

(3)当 事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 (注 )

有形固定資産の取得に伴う増加額

時の経過による調整額

期末残高 76,485,016円

(注 )当事業年度より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第 18号 平成 20年 3月 31日 )

及び「資産除去債務に関する会計基■の適用指針J(企業会計基準適用指針第 21号 平成 20年 3

月 31日 )を適用したことによる期首時点における残高であります。

重要な債務負担行為

翌事業年度以降に履行となる重要な債務負担行為の額は以下のとおりであります.

件 名 翌事業年度以降の支払予定額

本部事務所賃料等 (市ヶ谷東急ビル) 364,146,794円

全国健康保険協会システム 基盤ハー ドウェア関連機器

維持管理費
1,044,115,590円

全国健康保険協会システム 基盤ハー ドウェア関連機器

(間接業務システム関係)維持管理費
143,269,875円

全国健康保険協会システムネットワークシステム回線 機器

維持管理費
453,315,520円

計 2,004,847,779円

75,692,789円

482,963円

309,264円
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